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論 壇

企業グループの管理会計
中村博之

＜論壇要旨＞
現代企業の経営において，企業グループの経営活動は以前から続く興味深い研究対象の 1つである．そ

のため，今回の統一論題のテーマは「企業グループの管理会計」として設定された．ここで，企業グルー
プの経営はどのような形で機能しているのか．さらには，これからの管理会計は，企業グループの経営管
理のためにどのような変化をしていくことになるのか．このような深遠な研究課題に関する展望を示すこ
とが今回の統一論題の課題である．このために，今回の全国大会では，4つの研究報告を頂いた．これら
4つの貴重な研究報告により，「企業グループと管理会計」の重要な論点が解明された．しかし，この「企
業グループと管理会計」に関する研究が，今後も多くの有意義な研究の蓄積へと結びつくためには残され
た課題がある．この解決により，引き続き，企業経営の発展に結びつくべく，「企業グループと管理会計」
に関連する研究が継続され，実際に企業の発展が実現することを期待したい．

＜キーワード＞
企業グループ，異文化マネジメント，事業会社横断的関係，環境管理会計，海外子会社マネジメント

Management Accounting for Enterprise Group

Hiroyuki Nakamura
Abstract

Management accounting of enterprise group is very attractive research area. Many researches have been contin-
ued by researchers from a few decades ago. In this annual meeting, this management accounting of enterprise group
was discussed in the special session. Four researches were presented by distinguished researchers. These researches
clarified the management systems of enterprise group. Based on these management systems, the evolution of manage-
ment accounting for enterprise group was shown from their own viewpoints. They all were very valuable for future
researches. In this paper, some critical issues of this management accounting of enterprise group will be explained
for solutions. The researches of management accounting must be continued enough. I expect that these researches
contribute to the future success of enterprise.

Keywords
enterprise group, different culture management, cross company relationship, environmental management accounting,
foreign subsidiaries management
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1. 統一論題開題

企業組織は絶えず急速かつ大規模な変貌を遂げている．とりわけ，近年は経営環境の変化が
迅速かつ大規模に生じている状況にあることから，洋の東西を問わず，企業は生存を目指して
組織の変革を常とせざるを得ない状況にある．このような企業組織の変革では，その組織内に
おける資源としての人材，物品，資金などの配分の仕組みを変えることになる．その中にあっ
て，企業の業績評価と意思決定のための経営管理の用具としての管理会計は，重要な役割を演
じてきた．
ここで，この企業組織という表現については 2つの意味合いがあると考えることができる．

1つには，人間集団として形成される個別企業という意味であり，もう 1つはいくつかの個別
企業から形成される企業グループという意味である．俯瞰してみれば，双方ともに人間の「集
まり」であるが，個別企業の場合は，それぞれを他の組織と区分する，ある種の会計実体とし
ての境界が存在している．現在，企業経営では，これらの個々の組織としての個別企業の活動
は，当然，重要であるが，ネットワークのように企業が張りめぐらされた形の組織として，企
業グループの活動も興味深い経営現象の 1つである．そのため，今回の統一論題のテーマは
「企業グループの管理会計」として設定された．
この企業グループについては，相当以前から研究の関心が集まっている．たとえば，今井

(1992)は，企業間関係である「系列」の問題について，その分析に際して，企業グループとし
て，財閥型企業グループと独立型企業グループとに分類している1．その後，1999年の連結決
算中心主義を受けて，グループ経営の分析対象として企業グループを示すのが，伊藤 (1999)で
ある．伊藤によれば，連結決算の範囲に含まれる企業の集合体を「企業グループ」と定義して
いる2．この企業グループに関しては，かつての個別企業ではなく，グループ間の競争が中心
となること，そして，そのグループ企業の経営に適用されるモデルを提示している．さらに，
グループ企業の経営について，より一層踏み込んで研究を行ったのが園田 (2017)である．そこ
においては，企業グループを資本関係により結合する企業集団としている3．そして，それら
企業グループにおけるマネジメントを多面的に分析している．
上記は「企業グループ」の経営を議論した研究のごく一部であるが，経済や経営，財務会計

と管理会計など，多くの視点から，分析対象として興味深い研究課題であることを見て取るこ
とができる．ここでは，企業グループの範囲設定やそれらグループのパフォーマンス測定とそ
の向上の仕組みが重要であることがわかる．このたびの統一論題では，これを現代の管理会計
という状況設定で議論することとなった．この統一論題の問題意識の根底にあるのは，常に拡
張を続ける企業経営において，現在，企業グループの経営はどのような形で機能しているの
か．さらには，これからの管理会計は，企業グループの経営のためにどのような変化をしてい
くことになるのか．このような深遠な研究課題に関する展望を示すことが今回の統一論題の課
題である．
この課題解決に向けて，このたびの統一論題では，4つの研究報告を頂いた．第 1報告では，

塘誠氏（成城大学）から異文化マネジメントの観点で企業グループの管理会計についての研究
成果を披露頂いた．第 2報告では，福田淳児氏（法政大学）から事業会社横断的な関係を促進
するメカニズムと，その事例を報告頂いた．さらに，第 3報告では，岡照二氏（関西大学）か
ら企業グループの環境管理会計についての展望を提示頂いた．最後に，第 4報告として，宮元
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万菜美氏（情報通信総合研究所）から，海外子会社のマネジメントについての報告がなされた．
本稿では，統一論題当日の各氏の研究報告に基づいて，第 2節では当日の研究報告の要点を紹
介する．続いて，第 3節において，統一論題を受けての今後の企業グループの管理会計研究に
ついての見解を示すこととする．最終節では，本統一論題をとりまとめ，むすびとしたい．

2. 統一論題報告の要点

2.1 塘報告
今回の統一論題報告の第 1報告は，塘氏による「異文化マネジメントと管理会計上の課題―

純粋持株会社，日経海外子会社の事例研究から―」である．研究報告の構成は，純粋持株会社
の動向，ポートフォリオ・マネジメントの事例，グローバル・グループ管理の順になっている．
論題タイトルに明らかなとおり，純粋持株会社を中心に，日本の企業グループの実態や個々の
企業実務を重視し，各種データ等を活用することで現代企業の異文化マネジメントの解明を意
図した．
純粋持株会社の動向については，過去から現在の持株会社の趨勢から現状を描き出す．その

ために，上場企業での純粋持株会社の採用状況についての確認を行い，下記を明らかにした．
(1) 直近の 10年間で，上場企業において持株会社が継続的に増加している．
(2) 業種別には，小売やサービスを代表に非製造業での採用比率が高く，製造業では食料品
や建設業での採用率が高い．

(3) 東証 1部企業では，純粋持株会社の方が，売上高の平均が優位に大きい．
(4) 東証 1部企業では，この 10年間で，純粋持株会社の増加が 237社に対し，廃止は 48社
にとどまる．

さらに，この持株会社と関連して，カンパニー制の動向にも言及した．
本報告では前述のとおり，実際の企業の動きを重視している．そこで，これに関して，持株

会社的な組織では，ポートフォリオ・マネジメントの適用が見られることについて，いくつか
の企業事例に基づき検討を行っている．そして，下記の 4社に関して，ポートフォリオ・マネ
ジメントの特徴について説明している．

(1) 三菱ケミカルホールディングスでは，そのポートフォリオ・マネジメントにおいて，資
本効率性，成長性，収益性を評価のベースにしている．

(2) 三菱商事では，事業評価に際し，資本コストを明示的に利用し，ポートフォリオとして
の事業領域を評価している．

(3) 三井物産の場合，事業への投資のリサイクルを行う．Growth and Sellモデルとして，成
長分野への投資に始まり，収益基盤の強化を通じて，売却というリサイクルによる果実
化を実現して，さらなる成長分野への投資を行う．

(4) 旭化成では，純粋持株会社から事業持株会社への転換があった．これは，事業会社間の
製品開発や販路開拓の重複，研究開発の統合によるものである．このことを通じ，旭化
成の事業ポートフォリオが変化している．

これら一連の企業事例にみる通り，グループ企業の経営では，ポートフォリオ・マネジメント
が重要な役割を示すことが理解できる．
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ここまでの企業グループの管理は全体像を俯瞰するものであった．しかしながら，現状での
新たな課題として，本報告の帰結ではグローバルなグループ管理に焦点を合わせている．
このグローバル・グループ管理は，海外のグループ企業をいかに管理するか，ということで

ある．このことに関し，本報告は解決の方向性として 3点明示している．
(1) 日本の地方支社や工場と同レベルの管理の実行．
(2) 海外子会社の管理は現地に任せる．
(3) グローバル・プラットホームの構築と適用．
上記の提案にあたっては，本報告の趣旨のとおり，企業実務を重視する．そこで，(1)の適用
を示すものとして，アセアンの現地法人管理を，(2)はメキシコでの子会社経営を，そして (3)

は日立や日産の事例をもとに，グローバル・グループ管理の実情と多様性を検討している．
本報告の結びでは，ここまでの検討から，グローバルな企業グループの管理とそのための会

計についての示唆を提示している．すなわち，企業データに見られるように，持株会社のよう
なグループ経営の増加とそのグローバル展開が拡張することは間違いないことが理解できるこ
とから，このグループ企業のグローバル事業ポートフォリオなどの業績評価を行う管理会計で
は，異文化という要素に関する考慮が必要かつ不可欠となることである．最終的に，本研究を
通じての，異文化を取り込んだマネジメントとして，その統合が必要であることと同時に，企
業文化の存在とその衝突への危惧，異文化の統合方法について研究が必要であることを明確に
した．

2.2 福田報告
統一論題報告の第 2報告は，福田氏による「事業会社横断的な関係を促進するメカニズム」

である．研究の目的は，純粋持株会社制を採用した企業グループの事例に基づき，事業会社横
断的な取り組みを促進するためのメカニズム，およびその効果について検討することである．
この研究目的達成のため，事業会社横断的な関係分析のための先行研究，さらに，それらに基
づき，キリングループの事例研究を行った．
事業会社を横断する関係を構築するにあたり，そのことに影響を及ぼす要因として，純粋持

株会社制の採用に伴う事業会社の自律性の向上があるが，そのメリットとして，市場環境の変
化への迅速かつ的確な対応ができることがあるものの，デメリットとして，事業会社横断的な
取り組みが効果的に実施できないことがあると指摘する．このような純粋持株会社と事業会社
のグループに関し，先行研究を引用して，事業会社横断的な関係の必要性を説明する．すなわ
ち，Kogut and Zander (1992)によればシナジー効果の発揮があることから，異なる事業が本社
の参加にあることに意義があることとする．さらに，頼他 (2012)によれば，「求心力と遠心力
のバランス」，Adler and Kwon (2002)の社会的資本の必要性などを引用し，事業会社横断的な関
係の必要性と促進メカニズムについて言及している．このように，本研究の基盤として，純粋
持株会社を頂点としながら，それを下支えする事業会社という構図において，この双方から構
成される企業グループという視点からは，その事業会社間の組織横断的な関係がグループ全体
の発展のためには重要であることが理解できる．
本研究では，このような事業会社横断的な関係に関する研究の実施に際し，事例研究を行っ

ている．この事例としてのケース研究を行うことの意義は，実務において，事業会社間での組
織横断的な連携の不足とその問題点を解決するための研究の不足を補うことにある．このこと
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により，確実に増加する，純粋持株会社と事業会社という企業グループにおいて生じるであろ
う組織横断的な取り組みの促進とそのメカニズム醸成に貢献することになるであろう．
事例として採択した企業グループはキリングループである．キリングループは 2007年に純

粋持株会社制に移行した．キリンホールディングスを頂点に，ビールをはじめとする各事業会
社との垂直的な関係は一般に実施されているが，より重要となるのは，事業会社間の水平的な
関係とする．本研究では，インタビューにより，この事業会社を横断する関係促進のメカニズ
ムに注目した．具体的には，事業会社のキリン株式会社に設立した事業創造部を通じて，事業
会社が分散的に行っていたプラズマ乳酸菌商品を統一するという事業横断する関係を通じ，そ
の促進のメカニズムを明らかにした．事業創造部と各事業会社による役割と責任分担，人的な
要因などの視点から，事業会社を横断する関係を促進するメカニズムについて実践を通じて説
明することで，明瞭にしている．
本報告のむすびの要点は，企業グループとして，純粋持株会社制を採用した重要課題は，事

業会社間の横断的な関係構築である．一般には，このことの欠如により，全体最適を阻害され
ることになるという．そこで，キリングループでは，事業創造部という組織構造やブランドマ
ネジメントで解決に向かったプロセスを明らかにした．ただし，本報告では，他社での取り組
み事例の蓄積が課題となることを指摘し締め括った．

2.3 岡報告
統一論題の第 3報告は，岡氏による「気候変動に伴う企業グループの環境管理会計の展望」

である．研究の構成は，環境会計の現状，企業グループの管理会計，環境会計からフルコスト
会計・自然資本会計への展開の順で研究報告を行った．
研究報告の冒頭では，世界規模での気候変動がもたらす危機的状況への危惧感の高まりが進

行していることが示されている．このことについて，本研究の問題意識の核心として，企業グ
ループという統一論題のテーマに即し，企業グループの環境管理会計に焦点を合わせる．ただ
し，自然環境という観点からは企業グループは世界から切り離された存在ではない．そのこと
を考慮し，社会全体と関連して企業グループの環境管理会計を検討する試みが本報告である．
最終的には，企業グループの環境管理会計において，全体最適の範囲はいかなるものになるか
についての提言を目指した．
最初に，各種公表資料に基づき，下記のとおり，環境会計の現状を明らかにした．
(1) 環境会計の利用はおよそ 30から 35％である．
(2) 単体と連結では，連結ベースでの環境会計実施企業が少ない．
(3) 2013年度から 2017年度にかけて気候変動対応に取り組む企業が年々増加している．
(4) 同時期に，事業活動による生物多様性への影響を把握している企業が年々増加している．
(5) 水問題について，経営に大きな影響を与えると認識しているが，リスクと考える企業は

35％にとどまる．
このような調査結果から，環境会計の現状を改めて提示した．
次に，企業グループの環境会計に関して，日本会計研究学会スタディ・グループによる質問

調査の結果を示した．この調査での企業グループ・マネジメントにおける環境会計についての
仮説は以下の 2つである．

(1) 企業グループ・マネジメントの環境経営・環境会計において，ステイクホルダーの範囲
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は拡張する．
(2) 企業グループ・マネジメントの環境経営において，最適化の範囲は拡張する．
この仮説に対し，回答企業の質問票分析の結果，両方の仮説が支持されることを明らかにし
た．なお，このステイクホルダーの範囲および最適化の範囲の拡張について，企業グループや
サプライチェーンを越えて，地球全体規模に及ぶことを回答していたことを示した．
上記のとおり，環境管理会計は拡張することが確実に予想される．そのことの展望につい

て，本報告では，フルコスト会計と自然資本会計を検討している．フルコスト会計は最広義の
ライフサイクル・コスティングであり，社会的コストまでを含んだ環境管理会計である．ま
た，自然資本に対する企業活動の影響度や依存度を把握・評価するのが自然資本会計である．
これらの会計の意義を説明し，自然資本会計においては，企業の事例研究を示す．このように
して，環境管理会計の技法と実践から，その拡張を明確にしている．
最後に，課題と展望をとりまとめる．日本の管理会計研究の課題として，企業グループの環

境管理会計への移行が急務であること，そして，そのような環境管理会計における「最適化」
とは，地球全体規模の最適化であること，さらに，欧州を中心に行われる，気候変動会計など
の新たな研究領域に目を向けることを示唆する．今後の展望として，企業グループを越えて，
環境管理会計から自然資本会計へとつながっていくであろうこと，そこでは，フルコスト会計
や自然資本会計が経営目的に合致するように継続試行の中で発展する必要があることを説明
した．

2.4 宮元報告
統一論題の第 4報告は，宮元氏による「グループ企業マネジメント―海外子会社のマネジメ

ント手法の事例から―」である．研究の構成は，問題意識，リサーチの目的，リサーチの概要
であり，これを受けて，結論を導出した．
本報告の問題意識は，日本企業が海外事業の拡大を目指す一方で，海外子会社のマネジメン

トは複雑化していることである．そこで，本報告では，リサーチの目的として，主としてM&A

による成長と海外事業の拡大を目指す企業のマネジメントにとって，報告者の考える「必勝」
の組織デザインは存在するかということである．
上記のリサーチとして，海外ビジネスを成長させた日系企業を対象に，公開資料とヒアリン

グによる事例調査を実施した．海外子会社の経営管理の解明について，下記の 4点を明らかに
することを試みた．

(1) 海外ビジネス戦略に関する所掌の分担（責任権限・範囲）．
(2) 海外子会社の経営モニタリングスキーム．
(3) 海外子会社の経営評価の方法．
(4) 現スキームにおける課題・問題点等．
この調査から，マネジメントの視線として，親会社が個々の子会社を別個に見るパターン 1

と，国やエンティティーをまたがるバリューチェーンとして見るパターン 2があることを指摘
する．このことを論証するため，それぞれのパターンについて，調査による実例に基づいて具
体的に説明する．パターン 1について 2社，パターン 2についても 2社の事例を示した．これ
により，パターン 1は拠点個別のマネジメントに意義があるケースであり，パターン 2は，拠
点間シームレスのマネジメントに意義があるケースと位置づける．

8



企業グループの管理会計

本研究のむすびでは，問題意識に対し，下記の 3点をあげている．
(1) どの組織にも万能の組織の型は存在しない．
(2)「強固なコントロールではなく，強固なエンゲージメント」のための組織デザインが必要．
(3) うまくいく「型」を探して「型から入る」のではなく，何が不足しており，何が必要か
を先に考える．

上記の通り，事例に基づく分析から，海外子会社のマネジメントに関する結論を示した．

3. 企業グループと管理会計研究

前節の通り，統一論題では，それぞれの報告者の観点から，多彩な研究報告を得ることと
なった．各研究者の研究の方向性が異なることから，これら報告の示唆するところは多様性を
持つ．そのため，ここで，それぞれの報告に基づき，これら研究の示唆を受けての今後の管理
会計研究の方向性について考察を加えることとしたい．
塘報告の通り，純粋持株会社の分析で理解できるように，近年の企業経営の潮流として，グ

ループ企業を検討することの重要性は明らかである．旧来の個別企業の利益最大化を目指すよ
うな自己完結的な組織単位の管理会計から，組織の「垣根」を越えた経営管理用具としての管
理会計が必要不可欠となることがわかる．さらに，現実が指し示すように，本報告による研究
の「異文化マネジメントと管理会計」の意義が増大することは明白である．しかしながら，拡
大を続ける企業グループとそのグローバル展開という現実の前では，管理会計の研究課題は山
積している．しかしながら，観点を変えれば，ここには管理会計研究の将来とその貢献を予見
することができる．
福田報告によれば，事業部制以来，常に問題視される部分最適が検討の根底にある．企業グ

ループにおいても，事業会社という部分最適を回避する優れた経営管理が必要である．このこ
とは，企業グループの経営管理に寄与する管理会計システムの前提条件である．報告のケース
にあるように，事業会社横断的な組織導入という工夫によって，その部分最適から全体最適へ
と向かう道筋が示された．今後に向けて，事業会社横断的な組織において，どのような管理会
計情報を適用することで，企業グループ全体の目的にかなう経営が実施されることになるか，
このことは引き続き研究が必要である．
岡報告では，企業グループの環境管理会計についての展望が示された．すでに社会的に認知

される通り，個人のみならず，環境保全に対して，企業の役割の重要性は増すばかりである．
それに呼応するかのように，企業の提供する環境関連の情報は拡張の一途をたどっている．本
報告では，このことを各種資料から確認した．ここで，企業グループという視点からすると，
個別企業以上に，社会や自然まで環境に関する情報の範囲，さらにその内容を拡張することが
必然的であることが明示された．当然，今後，このような拡張は続くであろうが，本稿冒頭の
通り，系列あるいはそれ以上にまで含む範囲となるのか，もしくは連結範囲で閉じるかの企業
グループの設定は検討が必要である．これに付随して，これら企業グループの範囲に応じて，
環境管理会計情報の内容も変化するであろう．これらに関する研究は現代の世界的な課題とも
関連することから，引き続き重要な管理会計研究領域となる．
宮元報告によれば，海外事業の拡大を目指す企業が，そのマネジメントを行う場合，「必勝」
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とも言える組織デザインは存在しないということを明らかにした．ただし，何が必要かを考え
ることから組織とその組織のための管理会計を検討するという結論は示唆に富む．今後も，実
務適用を尊重すると，膨大な数の企業分析とそれに基づく管理会計研究へと結実することに
なる．
企業グループは，自然環境や法律，会計などが変化する中で，これからも変化と拡張を続け

ていくであろう．今回の統一論題を契機にして，企業グループという現代に重要な意義を持つ
組織タイプの管理会計研究が進歩する，その出発点となることを期待する．

4. むすび

このたびの統一論題のテーマは「企業グループと管理会計」であった．基本的な課題は，企
業グループの経営とそのための管理会計の現状と将来の展開に向けての示唆を得ることであっ
た．そのため，この統一テーマについて，4つの研究報告を頂いた．塘誠氏の「異文化マネジ
メントと管理会計上の課題―純粋持株会社，日経海外子会社の事例研究から―」，福田淳児氏
の「事業会社横断的な関係を促進するメカニズム」，さらに，岡照二氏の「気候変動に伴う企
業グループの環境管理会計の展望」，そして，宮元万菜美氏の「グループ企業マネジメント―
海外子会社のマネジメント手法の事例から―」である．
前述のとおり，上記の報告タイトルの下で，現代的な課題である企業グループの管理会計に

ついて次のような貴重な示唆を得ることとなった．塘氏の報告では企業事例から異文化のマネ
ジメントとして，その統合の意味を明らかにした．福田氏の報告では，部分最適化を排除した
企業グループの全体最適の仕組みとして，事業会社横断的な関係を促進するメカニズムについ
て，キリングループの事例に基づき説明した．岡氏報告では，気候変動という継続する環境問
題の中で，企業グループの環境管理会計が環境・社会・自然とのかかわりを考慮して，その範
囲を拡張する必要があることを論証した．さらに，宮元氏の報告では，海外事業拡大に向け，
最適な組織構造が存在しないこと，そして，そのような組織が存在しない中で，組織形態の検
討に必要な要素について企業事例を交えて明らかにした．いずれも今後の企業グループの管理
会計研究の歩みを進めるために不可欠な研究である．
第 3節の通り，今回の統一論題の研究が多くの研究の蓄積へと結びつくためには残された課

題がある．「企業グループと管理会計」が重要な研究なればこそ，そのことによる多くの課題
が存在する．そのため，今後の研究展開の方向性を提示することとした．このことに基づい
て，引き続き，企業経営の発展に結びつく，「企業グループと管理会計」に関連する研究が継
続され，企業の発展が見られることを期待したい．
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論 壇

異文化マネジメントと管理会計上の課題
―純粋持株会社，日系海外子会社の事例研究から―

塘　誠
＜論壇要旨＞
株式市場全体の純粋持株会社 (HD)は，2018年春時点で 445社であった．そのうち 296社 (67％)が東証

1部に属していた．HDは，異企業間の企業統合や，企業内の組織再編で利用される傾向にある．直近 1年
で見ると，企業統合型と組織再編型は半々であった．HDでは，事業の入替，ピークアウト，クロスサブシ
ダイゼーションに Growth share Matrixを活用している事例があった．2017年の日本企業の M&Aのうち，
国内企業が海外で行う IN-OUTのM&Aが 56％を占めている．グループ管理においては，異文化マネジメ
ントの重要性が増す．その中核は，企業の中で蓄積されてきた暗黙的なインセンティブシステムの明示化
である．日本企業の管理職レベルではすでに，職務型の人事制度が従来の職能型を上回っている．職務型
を採用した企業では，インセンティブシステムの明示化のため，管理会計情報の精緻化（財管分離）が必
要となる．

＜キーワード＞
純粋持株会社，グループ経営，PPM分析，異文化マネジメント，職務型の人事制度

Intercultural Management from the Management
Accounting Aspects: Based on Case Studies of Pure Holding

Companies and Japanese-owned Overseas Subsidiaries

Makoto Tomo
Abstract

The number of pure holding companies (HD) in the Japanese stock market was 445 in early 2018. Of which 296
companies (67％) are listed in the Tokyo Stock exchange (TSE) 1st section. HD tend to be used for business integration
and for organization restructuring. Looking at the most recent year, the number of integrated type and restructuring
type were almost equal. There were cases using Growth share Matrix for strategies of selection and concentration,
peak out, cross subsidization. Out of Japanese M&A in 2017, IN & OUT M&A accounts for 56％. The importance
of cross-cultural management increases for group management. It is necessary to clarify the implicit incentive system
accumulated in the corporation for it. Even in the Japanese managerial level, the personnel system based on positions
and classes’ type exceeds that of the function type. For companies that adopt personnel system based on positions and
classes, it is necessary to refine management accounting information in order to clarify the incentive system.

Keywords
Pure holding company, Group management, Growth share Matrix, Cross-cultural management, Personnel system based
on positions and classes
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はじめに

純粋持株会社（以下，HD）や日系海外子会社の事例研究から，企業グループ・マネジメント
とこれらに適応した管理会計の役割を考察するのが本稿の目的である．本稿は，大きく 3つの
パートに分かれている．第 1が，純粋持株会社の動向である．異企業間の企業統合や，企業内
の組織再編目的としてこれが依然用いられていることを確認する．第 2が，グループ管理にお
けるポートフォリオ・マネジメント（以下，PPM）の活用事例である．そこでは，事業ポート
フォリオの入替，ピークアウト，クロスサブシダイゼーションに PPMが活用されている事例
を見る．第 3が，グローバル・グループ管理である．国内企業による海外M&Aの増加等によ
り，異文化マネジメントが重要になっている．そこでは，人事制度が従来の職能型から職務型
に変わることによって，管理会計情報の精緻化の必要性が増すことを考察する．

1. 純粋持株会社の動向

1.1 純粋持株会社の採用数の推移
HDは，その役割を明確にするために「ホールディングス」，「グループ」を社名に付す場合

が多い．NTT，キッコーマン，ココカラファイン，すかいらーく，エイベックスなどのように，
社名にこれらを付さないHDもある．2014年に HDに関するアンケート調査を実施した際，東
証 1部の HD206社のうち 175社 (85％)が，「ホールディング」または「グループ」を社名に冠
していた．このことから社名のみで HDを 9割程度補足可能と推定できる．そこで，本節で
は，東洋経済社の会社四季報CD-ROMに収録されている企業から，英文会社名に「holding」も
しくは「group」を含むものを抽出し，HDの採用動向を見ることにする．
上場区分別 HD数の推移について図表 1を見ると，全市場の HD数は，2018年春に 445社と

2008年春の 209社から 236社増加している．このうち東証 1部所属の HDは，2018年春に 296

社であり，2008年春からの増加率（幾何平均）は 11％であった．その結果，全市場で東証 1

部所属に HDが占める割合は，2008年春の 51％から 2018年春の 67％へ 16ポイント増加した．
また，東証 1部企業全体に占める HDの比率は，2008年春の 6％から 2018年春には 14％と 8

ポイント増加している．
東証 1 部上場企業のうち，HD とそれ以外（非HD）の売上高の平均を算出し，平均値の

差の検定を行った結果を図表 2 に示す．分析にあたっては，日経 NEEDS 企業財務データ
(NEEDS-Financial Quest)に一般事業会社として収録されている企業のうち決算月数が 12か月
かつ売上高が計上されている企業について，2018年 8月時点で直近のデータを用いた．分析の
結果，売上高の平均は，HDが 510十億円と非 HDの 321十億円と比べ大きかった．この差は，
平均値の差の検定の p値が 0.03であることから統計的に有意といえる．このことは，HDが規
模拡大過程におけるM&Aや，多角化した企業において分権管理を行うための仕組みであるこ
とと関連していると考えられる．
つぎに，図表 3に示す 2018年春における業種別のHD比率を見ると，非製造業が全体の 71

％を占めている．HD採用率は，製造業の 8％に対して非製造業は 16％と 2倍である．小売，
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図表 1 上場区分別 HD数の推移

出典：東洋経済社，会社四季報 CD-ROM，各年春号から筆者作成．

図表 2 東証 1部　 HD採用有無と売上高（単位：十億円）

Leveneの検定の p値＝ 0.01, 2つの母平均の差の検定（等分散を仮定しない）の p値＝ 0.03.

金融（銀行，保険，証券等），陸運等の採用率が 20％である．これらの業種では，M&Aが活発
なのもその背景と考えられる．

1.2 純粋持株会社の設立目的
HDの設立目的は，合併代替としての異企業統合型と社内分社としての組織再編型に大別で

きる．2018年までの直近 1年に HD化した企業の目的を 2分類した結果を図表 4に示す．な
お，ここでは，沿革等から判断して HD化と同時，もしくはその前後にM&Aを実施している
場合を統合型とした．図表 4では，統合型が 21社 (57％)，再編型が 16社 (43％)である．これ
には，もともと HDであった会社が，東証 1部へ鞍替えもしくは新規上場したケースも含まれ
る．そこで，これらを除くと，統合型 11社，再編型 9社とほぼ半々の割合となる．外松・宮島
(2013)によると，統合型が約 30％，再編型が約 70％を占めるという．このようにストックで
みると再編型の割合が高いものの，直近 1年というフローで見ると統合型の比率が増加する．
その理由として，統合型の場合，M&Aに際して HDを採用しても，事業統合が完成した段階
で HDを廃止するケースがあることが考えられる．
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図表 3 業種別の HD比率（2018年春）

出典：東洋経済社，会社四季報 CD-ROM，各年春号から筆者作成．

1.3 純粋持株会社の廃止とその理由
図表 5は，2008年春から 2018年春にかけて HDの採用数と廃止数をグロスで集計した結果

である．この間，HDを採用した企業は 237社であり，HDを廃止した企業は 48社 (14％)であ
る．差し引き 189社増加し，HD数は 2008年春の 107社から 2018年春には 296社となった．
そこで，この間に HDを廃止した 48社について，その理由を調査したものが図表 6である．

HD廃止の理由として，HDが屋上屋の組織としてコスト増を招くこと，収益が配当に依存す
るため弱い本社となる可能性があることなどの弊害を解消する目的が考えられる．これら HD

の弊害を解消するための HD廃止は，5社 (10％)に過ぎない．一番多い廃止理由は，企業統合
完了に伴うものであり，63％を占める．この内訳は，企業間の統合の一環として共同持株会社
を設立したのち統合完了に伴い事業会社化したものが 17社 (35％)，他社に買収されるなどし
て上場廃止したものが 13社 (27％)である．

1.4 LIXILの事例
当初の統合が完了しても HDを維持している会社もある．LIXILがその一例である．LIXIL

は，トステム，INAX等の異企業間統合のため，2001年にイナックストステムHDとして HD

化した．その後，住生活グループ，LIXILグループと商号変更する過程で事業統合，組織再編
を行っている．2011年には，子会社の LIXILに INAX，新日軽，東洋エクステリア，トステム
を統合している．
さらに，2015年にHD傘下の LIXILをカンパニー制に移行している．そこでは，テクノロジー

カンパニーとして，LIXIL Water Technology, LIXIL Housing Technology, LIXIL Building Technology,
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図表 4 HD化目的の分類（2017～2018年）

出典：企業のプレスリリース等から筆者作成．なお，Gはグループ，GHDはグループホールディングの略
である．

図表 5 東証 1部　 HDの増減数

出典：東洋経済社，会社四季報 CD-ROM，各年春号から筆者作成．

LIXIL Kitchen Technologyの 4つと，日本の販売・サービスを担う LIXIL Japan Companyの計 5

つのカンパニーに移行している．この狙いのひとつは，「近年の M&Aでグループ入りした北
米と欧州の企業と「LIXIL Water Technology (LWT)」を立ち上げること」(LIXIL, 2014)がメイン
であり，これらをカンパニー傘下に配置している．
このように，LIXILは，当初の統合が終了した後も，M&Aの装置として HDを維持してい

ると考えられる．HDを M&Aの装置として使いつつ，中核子会社のレベルでは，カンパニー
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図表 6 HDの廃止理由

出典：企業のプレスリリース等から筆者作成．なお，商号で HDを識別しているため，商号変更のみの会
社もそのまま表示している．

制を採用するという，HDとカンパニー制の併用事例でもある．

2. ポートフォリオ・マネジメントの事例

HDもしくはこれに類する組織では，PPMの適用事例が見られる．以下では，三菱ケミカル
HD, HD的な経営を行っている三菱商事，三井物産，HDから事業持株会社に転換した旭化成の
事例を見る．

2.1 三菱ケミカルホールディングスの PPM
三菱ケミカル HDの PPMでは，いわゆるボストンコンサルティングの，Growth share matrix

のアレンジ版が使われている．図表 7で示すように，三菱ケミカル HDの PPMにおいては，
縦軸の市場成長率の代わりに売上成長率，横軸の相対的マーケットシェアの代わりに売上高利
益率 (ROS)，投下資本利益率 (ROIC)と，いずれの軸も内部的に得られる財務指標で代替して
いる．また，象限の名称として，金のなる木を基盤事業，花形を成長事業，問題児を次世代事
業，負け犬を再構築事業に置き換えている．

2.2 商社の PPMと投資売却・リサイクル
三菱商事では，PPMを図表 8の事業領域評価マトリックスで行っている．事業領域評価マ

トリクスでは，先の三菱ケミカル HDと同様，Growth share Matrixをアレンジして，縦軸は収
益規模，横軸は各事業の株主資本利益率 (ROE)で代替している．そして，収益規模，収益率と
もに低いところをピークアウト・入替候補にしている．横軸は，実際には実質リスクと資本コ
ストを利用した経済付加価値 (MCVA: Mitsubishi corporation value added)を用いている模様であ
る（SAP編集部，2017）．MCVAは，純利益から実質リスクに資本コストを乗じたものを引い
たものである．ここで，事業リスクは，①事業リスク，②信用リスク，③市場リスク，④カン
トリーリスク，⑤外貨投資元本リスク，⑥オペレーショナルリスク，⑦その他のリスクの和で
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図表 7 三菱ケミカル HDの PPM

出典：三菱ケミカルホールディングス (2015), p.21より引用．

ある．この実質リスクが，株主資本の代替となっている．
三井物産でも，三菱商事同様に，過去には資本コストを利用した経済付加価値として PACC

（Profit After Cost of Capital;連結資本コスト制度）を用いていた．しかし，「資本コストの計算
が複雑で営業側に自身の資本コストの考え方がなかなか浸透しなかった」ため，2012 年で廃
止した．現在は，事業評価指標として，税引後利益 (PAT: Profit After Tax)と営業キャッシュフ
ロー (CF)から主に運転資本を除外した基礎営業 CFを用いている．PAT，基礎営業 CFともに
損益計算書上の利益が基礎であり，業績評価上，貸借対照表科目は重視されていない．なぜな
らば，取引企業等に対する金融サービスは，コーポレートスタッフ部門が担当しており，これ
に伴い発生する売上債権，買入債務，棚卸資産など運転資本の管理は，評価対象から外してい
るためであると考えられる（浅田他，2018）．
三菱商事では，事業撤退の基準として EXITルールを導入している．例えば，3年間MCVA

が赤字になると事業を見極め，撤退の検討する．一方，黒字であっても事業を売却し投資回収
するピークアウトという方針もある．三井物産では，同様の方針を投資のリサイクルと呼んで
いる．この背景には，事業ライフサイクルを勘案し，投資回収が最大になるとき売却するとい
う考え方がある．
三井物産の投資のリサイクルの例として，ヘルスケア・サービス事業本部の戦略である

「Grow and Sellモデル（成長分野への投資→収益基盤の強化→リサイクルによる果実化→成長
分野への投資→‥）」がある（浅田他，2018）．当事業本部では，2011年に取得したマレーシ
アの病院グループ IHH (Integrated Healthcare Holdings)社の持分比率 18.1％のうち，2.0％を 2016

年に売却し，249億円の資金回収と 146億円の売却益を計上した．その後，2018年 3月には，
アジア最大手の中間所得層向け病院を経営するコロンビアアジアグループに 148億円追加出資
するなど，投資のリサイクルだけでなく「優良アセットの積み上げ」も並行して行っている．
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図表 8 三菱商事の事業領域評価マトリックス

出典：三菱商事，「統合報告書 2015」，p.8より引用．

図表 9 投資の売却回収・リサイクルとネット投資比率

三菱商事，統合報告書，決算説明会資料より筆者作成．

三井物産，「統合報告書 2018」，より筆者作成．

三菱商事，三井物産ともに，投資の売却回収，リサイクル額がそれぞれ開示されている．こ
れらを使って，ネットの投資比率を計算したものが図表 9である．三井物産よりも三菱商事の
ほうが，売却回収比率が高く，投資のネット比率は低い．三菱商事では，MCVAで資本コスト
を活用していることのほか，「各営業グループはキャッシュ創出の範囲内で投資を行うことを
徹底」（三菱商事，2018）していることも影響していると考えられる．それに加え，三菱商事
では，クロスサブシダイゼーション目的で「営業グループ連結純利益の一定比率を全社が留保
する仕組みを導入」（同前）しており，財務面での全体最適も同時に追求している．
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2.3 旭化成の PPM
つぎに，旭化成の PPMの事例を見る．旭化成は 2003年から HD制を採用していたが，2016

年に事業持株会社に転換した．これは，事業会社間の製品開発や販路開拓に重複が生じたため
である．例えば，リチウムイオン電池の絶縁材は，電子材料と繊維が融合したものであり，事
業領域間をまたがるものとなった（日経産業新聞，2015）．そこで，マテリアル領域の子会社
を HDが吸収して事業持株会社になり，それが，住宅領域，ヘルスケア領域の子会社を保有す
る組織形態となった．同時に，10年後に向けた新しい事業の創出を目指し，HDと素材系の事
業会社の人財を集め，研究開発の統合も進めている（旭化成，2016: 12）．
旭化成 (2018: 41)では，1950年代から将来までのポートフォリオ転換の歴史が説明されてい

る．1965年までは繊維が中心であったが，現在ではケミカル，住宅・建材，エレクトロニク
ス，医薬・医療が主となっている．この間，旭化成は 1千億円を超えるM&Aを HD時代に 2

件，事業持株会社になってから 1つ手がけている．HD時代には，2012 年に救命救急医療機
器の Zoll Medicalを約 22億米ドル（約 1,800 億円）で取得し，また，2015 年にバッテリーセ
パレータ事業の Polypore Internationalを約 28億米ドル（約 2,600億円）で取得している．事業
持株会社になった後は，2018年に自動車シート材 Sage Automotive Interiorsを 11億米ドル（約
1,200億円）で取得している．他方，2016年に国内のエチレン製造設備を停止し，2013年にコ
ンタクトレンズを譲渡するなど，事業撤退も行っている．
旭化成の有価証券報告書，セグメント情報では，2008年 3月期まではその他を除き 8セグメ

ント，2014年 3月期までは 7セグメントを開示していた．その後開示セグメント数は，4セグ
メントに減少し，事業持株会社化した 2017 年 3月期以降は，3セグメントとなっている．し
かし，決算説明会資料では 2014 年 3月期までセグメントに近い 7事業区分で開示している．
これを用いて，縦軸を売上高対前年増加率，横軸を利益率として PPM分析を行ったものが図
表 10である．4象限に分割する線は，2期間のそれぞれの軸の合計の平均値とした．図中の
ドット円が 2012年度，格子円が 2017年度の事業を示す．これら事業の位置づけの推移をみる
と，花形に位置する事業は，2012年度の 3から 5事業に増加している．医薬・医療，住宅は，
花形から金のなる木にシフトしている．このことから，旭化成の場合，HDのもと，M&Aを使
用した事業の選択と集中を通じて，事業ポートフォリオを高成長，高収益に転換した事例と考
えられる．

3. グローバル・グループ管理

本稿で事例として取り上げた，三井物産，旭化成，LIXILは，いずれも海外で大型M&Aを実
施していた．レコフの集計によると，2017年の日本企業のM&Aは全体で 13.3兆円，IN－OUT

が 7.5 兆円，IN－INが 2.2 兆円，OUT－INが 3.7 兆円となっており，56％を IN－OUTの海外
M&Aが占めている（レコフ，2018）．海外事業活動調査（経済産業省，2018）によると，海外
生産比率は，海外進出企業ベースで 38％，国内全法人ベースで 24％である．
このようにグローバル化が進展する中，「海外グループ企業をどう管理するか」という課題

が生じる．この解決には 3つの方向性が考えられる．
第 1は，日本の制度に準じた管理である．予算制度，人事評価制度，生産管理等も日本の地
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図表 10 旭化成の PPM分析

出典：旭化成 (2018), p.12の数字を用いて筆者作成．

方の支店，工場と同レベルで行うイメージである．これは，中国やアセアンの現地法人で採用
されるケースがある．それは，日本と時差が小さい，距離が近く出張で対応可能など地理的な
要因が一因と考えられる．ただ，処遇面を日本に準じると，人材の定着率が悪いなど人事面で
困難に直面することもある．
第 2は，海外子会社の管理は現地に任せる権限委譲を軸にした管理である．距離的に遠い現

法や現地で製品をカスタマイズしている企業の管理で用いられることが多い．例えば，メキシ
コにある自動車部品A社では，設立当初から現地人社長であり，権限委譲の程度は高い．日本
の人事権は，現地社長のみである．マネジメント層は社長がヘッドハンティングして現地に適
した人材を確保できている．メキシコの場合，教育システム面からも，昇進という日本の制度
がなじまないため，ヘッドハンティングが主流となっている．その際，日本基準の賃金テーブ
ルに従わなくてもよいため，同じポジションの日本人以上の給料を支払って確保している人材
もいる．このように，現地流の人材獲得上，業績評価面，処遇面等を現地に合わせられる点で
有利であるという．他方，日本からのコントロールが効きにくくなるという側面もある．
第 3は，グローバル・プラットフォームを利用した管理である．M&A等を通じ経営の現地

化が進んだ企業で用いられる傾向にある．例えば，日立製作所では，2012年度から図表 11に
示すグループ・グローバル共通人財マネジメントシステムを導入している．従来，各社が個別
最適の人財施策・制度を持っていた．これをグローバル共通，地域共通，個社別の 3層で整理
し，グローバル共通施策については本社主導で，地域共通施策については五極体制として地域
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図表 11 日立　グローバル人財マネジメント

出典：舘田清志 (2018), p.35図 1より引用．

本社の主導で展開を図っている．この制度は，2013年度に導入した日立グローバル・グレード
という職務給がベースになっていると考えられる．これは，ポジション等級制度（9段階で評
価）であり，処遇面で人財のグローバル展開がやりやすい仕組みになっているという．
日立製作所のように，職務定義を明確化した職務型の人事制度は他の日本企業でも導入が進

んでいる．マーサジャパン (2018)の調査によると，外資系企業では，管理職，非管理職（総合
職系），非管理職（一般事務職系）のいずれの階層でも 80％以上が役割・職務に基づく等級制
度や報酬制度を導入していた．日本企業でも管理職クラスに限れば，53％が役割・職務に基づ
く等級制度や報酬制度を導入していた．
この人事制度は，管理会計システムにも影響を与える可能性がある．例えば，職務型の人事

制度を採用している海外現法 B社では，現地本社スタッフ約 500名中，100名強が経理スタッ
フであり，さらにその 50名が管理会計に携わっていた．その業務は，月次予実管理（差異分
析）と月次フォアキャスティングがメインである．さらに，管理可能な実績で評価するため
の調整，グローバル・キャッシュ・マネジメント (GCM)のための財務部門サポートも行って
いた．
このことから，図表 12で示すように，人事制度が職能型であるか，職務型であるかによっ

て，業績評価のための管理会計指標の精度が異なると考えられる．職能型では，管理コスト削
減のために，財務会計情報を管理用に利用する「財管一致」のシステムでも十分かもしれない．
しかし，職務型では，管理可能性原則に基づいた業績評価指標ならびに，財務会計と切り離し
たより精緻な「財管分離」の管理会計システムが必要になると考えられる．
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図表 12 職能型，職務型の人事制度と管理会計指標

出典：筆者作成．

4. まとめと今後の課題

1997 年の HD解禁後しばらくして，コニカミノルタ，富士電機などが HDを解消したこと
で，HDの負の側面を指摘する見解も出現した（河野，2013）．しかし，現在まで一貫して HD

の採用企業は増加を続けてきた．株式市場全体の HD数は，2018年春時点で 445社であり，中
でも東証 1部の占める割合は 67％となっている．また，東証 1部における HD比率は 14％と
比重を増している．そのため，HDは，規模拡大過程におけるM&A等を通じた企業統合や，
多角化の進んだ企業で分権管理を促進するために利用される傾向にあると考えられる．ストッ
クで見ると統合目的の HDが組織再編よりも少なく見えるのは，統合後に HDを解消するケー
スがあるためと考えられる．直近 1年で見ると統合型と再編型は半々であった．また，HDは
社内カンパニーの発展型とみる見方もあるが，LIXILのように両者の併用事例もある．社内の
分権管理には，中核子会社が法人格を有する HDより社内カンパニーのほうが組織再編上，柔
軟な可能性がある．グループ・マネジメントの目的により，HD，事業持株会社，社内カンパ
ニーを企業は使い分けている．
グループ経営における PPMの適用事例として，三菱ケミカルホールディングス，三菱商事，

三井物産，旭化成を取り上げた．そこでは，ボストンコンサルティングのGrowth share Matrix

をアレンジし，軸には売上高成長率，利益率，ROEなどの財務指標を用いていた．これを事業
の入替，ピークアウト，クロスサブシダイゼーション等に活用していた．

HD，事業持株会社，カンパニー制等は，マネジメントのための装置に過ぎない．その中で
も，HDは，異企業間統合の装置としての役割が大きいと考えられる．とりわけ海外企業を
M&Aで取り込んだ場合，異文化マネジメントの必要性が増す．企業に蓄積・埋め込まれたイ
ンセンティブシステムが，企業文化の違いとして表面化するためである．そこで企業統合に際
しては，業績評価法の明示化と統合が先決となる．その前提として，グローバル企業では，職
務定義を明確にした職務型の人事制度の導入が進んでいる．日本企業でも管理職レベルではす
でに，職務型の人事制度が職能型を上回っている．このような企業では，管理可能性原則に基
づいた業績評価指標と「財管分離」の管理会計システムが必要になると考えられる．
職務型の人事制度を採用している企業では，細分化した職務定義に沿って具体的にどのよう

な管理会計情報が必要とされるのか，海外グループ・マネジメントに際して，トップマネジメ
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ント層がローカル人材であるか否かによって，現地法人の業績管理システムが異なるのか，そ
れをグローバルにどう調整しているのか，などについての研究が今後の研究課題である．
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純粋持株会社における全体最適と部分最適
福田淳児

＜論壇要旨＞
本稿の目的は，純粋持株会社制を採用している企業グループにおける，グループ・レベルでの全体最適

と事業会社レベルでの部分最適との間の整合性を取るためのマネジメントの設計を明らかにすることにあ
る．キリングループ へのインタビュー調査から以下の点が明らかになった．キリングループ ではグルー
プ全体最適な意思決定を促進するために，ホールディングスと事業会社間での取締役の兼任を行わない．
また，事業会社の獲得した利益は全額配当金としてホールディングスに集約されている．さらに，グルー
プ・レベルの戦略が事業会社の戦略に組み込まれ，その実行が確実に行われるために，KISMAPを始め，
それに関連した業績測定・評価などの MCSsの設計に工夫が見られた．事業会社間の連携を促進するうえ
で，ホールディングスが積極的にブランド・マネジメント・システムを利用している点も特徴的であった．
しかし，iMUSEブランドによる取り組みの背後には，組織メンバーの過去のプロジェクト経験に基づく非
公式的なネットワークが果たす役割も重要であった．
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1. 問題の所在

1997年 12月の「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」の改正以降，純粋持株
会社制が，日本におけるグループ経営のための選択肢の一つとして登場（再登場）した．ただ
し，企業グループが，この組織形態を採用するには，それ以降の一連の法制度の整備や改正が
待たれた．
純粋持株会社制の採用目的には，「親子型の『企業グループ』の内部における組織再編」と

「既存の企業同士の『経営統合』」（下谷，2009: 137）がある．当初の採用目的による区別は，時
間の経過に伴い，相互に浸透し曖昧となる（浅田，2007;下谷，2009）．しかしながら，純粋持
株会社制の採用目的は，企業グループがそれに期待する役割，またホールディングスと事業会
社との間および事業会社間での関係性の構築の観点から重要である．本研究では，企業グルー
プが内部の組織再編成目的で，純粋持株会社制を採用するケースを前提とする1．これは，近
年，純粋持株会社制の新たな役割として，大きな注目を浴びている（下谷，2009）．
純粋持株会社制では，ホールディングスは，グループ全体最適の視点から戦略的意思決定を

行う．他方で，事業会社は，事業レベルでの戦略の策定とその実行に責任を有する．しかし，
事業会社が，法的に別の実体であること，そのために高い自律性を有することは，事業会社間
に高い障壁を生み出し，その連携を阻害する原因となる．これらの要因は，事業会社による部
分最適な意思決定を促進する要因である．社外への分社化を伴う純粋持株会社制では，同一企
業内部での分権的組織形態である事業部制やカンパニー制と比べ，部分最適化がより一層顕著
な問題となる可能性がある（園田，2017;頼他，2012）．純粋持株会社制を廃止した企業グルー
プのいくつかでは，この点が大きな理由である2．
純粋持株会社制を継続的に利用し，グループ価値を向上させるためには，グループ・レベル

での全体最適な意思決定が促進されることが必要である．また，事業会社による自律的な事業
戦略の策定と実行を通じて，環境への迅速かつ的確な対応を行うことも必要である．それと同
時に，自律的な事業会社がもたらす部分最適化の問題への対処も不可欠となる．本稿の目的
は，純粋持株会社制を採用する企業グループにおけるグループ・レベルでの全体最適と事業会
社レベルでの部分最適との間の整合性を取るためのマネジメントの実態を明らかにすることで
ある．
上記の点を明らかにする目的で，本研究では，キリングループを対象としたインタビュー調

査を実施した．インタビュー調査から，キリングループでは，多様なマネジメントの方法を組
み合わせて利用することで，グループレベルでの全体最適と事業会社レベルでの部分最適との
間の整合性が取られていることが発見された．第 1に，キリングループでは，ホールディング
スと事業会社間での役割分担が，人的側面も含め明確になされている．このことは，ホール
ディングスと事業会社の双方のレベルで，最適な意思決定を促進すると考えられる．第 2に，
キリングループでは，事業会社の獲得した利益が全額配当金としてホールディングスに集約さ
れる．このことは，グループ全体最適な投資決定を可能とするとともに，事業会社の自律性
が制約されている．第 3に，グループ・レベルの戦略と事業会社の戦略とのリンク，さらに
はその実行を確実にするために Kirin Innovative & Strategic Management Action Program（以下，
KISMAPと略す）が利用されている．第 4に，キリングループでは，ホールディングスによっ
て，事業会社間の連携を促進する多様な取り組みがなされている．これらの取り組みは，事業
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会社の部分最適な意思決定を抑制する．事業会社横断的な iMUSEブランドの構築と利用は，
その一環として捉えられる．iMUSEブランドの構築とその利用の事例からは，事業会社横断
的な連携を促進するうえで，ホールディングスの関与が重要であること，自律的な事業会社を
初期の段階から巻き込むことが重要であること，さらにそれらの要因の背後では，従業員間の
非公式的なネットワークが重要な役割を果たしていることが明らかになった．
本稿の構成は次のとおりである．次節では，純粋持株会社制がもたらすベネフィットとコス

トを整理したうえで，本研究の課題を明確にする．第 3節では，本研究の研究方法およびイン
タビュー調査の対象であるキリングループについて簡単に紹介する．第 4節では，キリング
ループを取り巻く環境，また純粋持株会社制の運用のための様々な取り組みについて詳しい叙
述を行なう．第 5節では，それらの取り組みについて，全体最適と部分最適の観点から検討を
行う．最後に，第 6節では，本研究のまとめと今後の研究課題について述べる．

2. 純粋持株会社制のベネフィットとコスト

純粋持株会社制では，「統治機構として意思決定・監督」（浅田，2006: 29）を担うホールディ
ングスと，個々の事業に関わる戦略的な意思決定およびその遂行を担う事業会社といった垂直
的な役割分担が明確である．これによって，純粋持株会社制は，「経営透明性の向上と資本市
場からの信頼性の構造的な担保」（浅田，2006: 29）を提供する．
戦略本社としてのホールディングスは，グループ全体に関わる戦略的な意思決定に専念する

ことができる．これには，「合併・買収などを含めて事業モデルの組み替えや更新・廃棄」（浅
田，2007: 23）に関わる意思決定，ならびにそれらの意思決定と密接に関連している既存の事
業間での資源配分に関わる意思決定も含まれる．下谷 (2009: 145)は，ホールディングス自身
が「

・
特

・
定

・
の『

・
本

・
業』

・
を

・
持

・
た

・
な

・
い」ことで，「これまでとは比較にならないほど柔軟に事業選択が

行えるようになる」としている．下谷 (2009: 146)は，純粋持株会社制が，「将来に新規事業を
追加的にぶら下げるためのスペースを提供する『エンドレス機構』」を有していると主張する．
純粋持株会社制は，社外への分社化を伴う分権化の仕組みである．法的に別の実体である事

業会社は，一般に高い自律性を有する．このことは，事業会社が，直面する事業環境の変化に
迅速かつ的確に適応することを可能とする．また，ホールディングスの観点からは，法的に別
の実体である事業会社の業績測定・評価にあたって，その透明性が向上する（田中，2004）．こ
れによって，効率的な経営資源の再配分を行うことが容易となる．さらに，法的な独立性は，
事業会社が属している産業の諸条件に適した人事制度を採用することを可能とする（青木・宮
島，2011）．
しかしながら，純粋持株会社制には，いくつかのコストも存在する．事業会社が法的に独立

の実体であること，そしてそのために事業会社が高い自律性を有することによって，事業会社
間に高い障壁が生み出される．このことは，事業会社による部分最適な意思決定を促進する
要因となる3．さらに，事業会社間での横の連携の欠如は，事業会社横断的な知識の移転や共
有にも影響を及ぼす (Hansen, 2002)．純粋持株会社制を採用した企業グループのいくつかでは，
個々の事業会社レベルでは最適な適応がなされても，グループ全体として最適な適応を行いえ
ない状況が見られる（福田，2017）．これらの問題に対して，純粋持株会社制を継続して利用
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している企業グループは，どのような対応を行っているのであろうか．
純粋持株会社制では，事業会社間に高い障壁があり，人的資源またそれに付随する情報や知

識の効果的な移転・共有が抑制される（福田，2017）．さらに，事業会社間における人事制度
の相違も，人的資源の移動を阻害する大きな理由の一つである．この問題に対して，グルー
プ横断的な人事異動に取り組んだ企業グループがある．帝人におけるグループ横断的な人事
会議創設（日経産業新聞，2007/9/4）や，富士電機グループにおける人事交流（日経産業新聞，
2008/1/11）もその一つであろう．内山 (2017: 27)は，この点に関連して，「人的資産の管理につ
いては，採用や教育訓練，異動，業績評価・報酬制度の設計などの少なくとも一部をグループ
単位で行うことで，グループとしての全体最適を目指している」ことを指摘している．
頼他 (2012: 18)は，事業会社の「強い遠心力にみあうだけの強い求心力」がホールディング

スに求められるとしている．イオンとセブン＆アイホールディングスへのインタビュー調査に
基づいて，彼らは，ホールディングスが求心力を高める方法として以下のものをあげている
（頼他，2012: 26）．事業分社横断的組織の構築，各種会議体の開催，HDと事業会社，事業会社
間の定期的な人事異動，HDと事業会社間の役員の兼任，フェイス・ツー・フェイスのコミュ
ニケーションの場の設置，ビジネス・ユニットに横串を刺すゼネラリストの育成，主要経営幹
部についての専門家の要請と設置，自部門重視になる部門業績に連動した成果主義の悪影響の
除去，HDへの人事の一元化などである．
浅田 (2006)は，三菱ケミカルホールディングスを対象としたインタビュー調査から，事業会

社間に「横串をとおす」（浅田，2006: 38）ためのマネジメントの仕組みを明らかにしている．
一つは，事業会社間の連携を事業会社の自律的プロジェクトに任せ，ホールディングスはその
結果についての責任を問う形で関与する方法である．もう一つは，ホールディングスが主体と
なり，「分社を横断した強力なトップダウン型のプロセス再構築（プロジェクト型）」（浅田，
2006: 39）を行う方法である．
さらに，福田 (2017) は，サントリーグループを対象としたインタビュー調査から，事業会

社横断的な連携，特に情報や知識の移転・共有を促進するメカニズムを明らかにしている．サ
ントリーグループでは，事業会社間での共通機能を，機能会社へと括り出すことで，グループ
内の多様な事業を横串を通して見ることが可能となった．さらに，共通機能としての生産技術
部と各事業会社との間で開催される定期的な技術開発テーマ会議の運用にも工夫が見られた．
会議を通じて認識された技術開発テーマが，過去に生産技術部が他の事業会社と取り組んだ
テーマと共通性が高いものであれば，生産技術部の担当者を通じて，過去のプロジェクトの成
果が，他の事業会社に移転されている．これに加えて，サントリーグループでは，グループ内
で行なわれている人事異動が，グループ構成員の事業会社横断的な協力の必要性の知覚を高め
ていた．同時に，サントリーグループでは，旧サントリー株式会社出身者であるという一体感
も，事業会社間での情報・知識の移転・共有を促進する一つの要因であったことが発見されて
いる．
これらの研究から，純粋持株会社制を採用する企業グループでは，高い自律性を有する事業

会社による迅速かつ的確な環境適応とともに，それがもたらす部分最適化の問題への適切な対
処が，グループ全体最適なマネジメントを実現するうえで必要であることは共通認識である．
しかしながら，ホールディングスの関与の程度，またここで提示された多様な方法がどのよう
な組み合わせで利用されるべきであるのかについても，なお十分に明らかにされていない．
本研究では，グループ全体最適のためのマネジメントについて，ホールディングスと事業会
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社との垂直的な関係の観点から，両者間での責任と権限の分担，ホールディングスによる事業
会社間での連携を促進するMCSsの構築を考える．また，事業会社間での水平的な関係の観点
からは，事業会社による自律的な連携への取り組みを考える．

3. 研究の方法とインタビュー対象企業グループ

グループ価値の向上のためには，純粋持株会社制を利用している企業グループにおいて，グ
ループ・レベルでの全体最適な意思決定が促進されることが必要である．また，法的に独立の
実体である事業会社による自律的な事業戦略の策定・実行が行われることも必要である．それ
と同時に，自律的な事業会社による意思決定がもたらす部分最適化の問題への対処も不可欠で
ある．しかしながら，純粋持株会社制を採用する企業グループにおける全体最適と部分最適の
整合性のためのマネジメントの仕組みについては，これまでの研究ではなお十分に明らかにさ
れてこなかった．そこで，本研究では，以上の点を明らかにする目的で，企業グループへのイ
ンタビュー調査を実施した．インタビュー対象企業グループは，キリングループである．
後述するように，キリングループにおける純粋持株会社制の採用は 2007年であり，インタ

ビュー時点で既に 11年が経過している．キリングループは，純粋持株会社制をその解禁後初
期の段階で採用してはいない．しかし，純粋持株会社制を比較的長期にわたって利用している
企業グループの一つである．また，純粋持株会社制の採用に起因する様々な問題に対して，本
社の移転や中間持株会社の採用，さらに純粋持株会社制を支えるマネジメントの仕組みも特徴
的であることが知られている．日本を代表する企業グループの一つであるキリングループが，
純粋持株会社制がもたらす部分最適化の問題にどのように取り組んでいるのかは非常に興味深
い点である．なお，本研究では，インタビューで得られた知見を確認するために，公表データ
および記事，さらに有価証券報告書などの情報も参考にしている．

4. キリングループの事例4

4.1 キリングループの組織と長期経営構想
キリングループが純粋持株会社制に移行したのは，2007年 7月である．純粋持株会社制を

採用する以前である 1999年には，事業持株会社であるキリンビール社内においてカンパニー
制が採用された．さらに，2006年には，純粋持株会社制への移行を念頭において，キリンビ
バレッジをキリンビールの完全子会社としている．純粋持株会社制に移行した直後のキリング
ループの組織は，次のとおりである（図 1参照）．

2007年に純粋持株会社制に移行した後，2013年 1月には，「日本綜合飲料事業をさらに推進
していく」(KIRIN REPORT, 2018: 4)目的で，中間持株会社であるキリン株式会社が設立されて
いる．キリンホールディングスとキリン株式会社は，組織的には異なるが，人的にはほぼ一致
しており，両者は一体的な運営がなされている（6月 14日インタビューより）．なお，インタ
ビュー実施時点での組織は以下のとおりであった．
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図 1 キリングループの組織構造（純粋持株会社採用時点）

出典: キリンホールディングス IRリリース (2007/2/7)に基づき筆者作成．

図 2 キリングループの組織構造（インタビュー時点）

出典: インタビュー時に示された資料に基づいて筆者作成．

キリングループにおいて純粋持株会社制が導入された背景には，国内的な要因とグローバル
な要因がある．まず，国内に目を向けると，人口減に伴うビール市場の縮小がある．さらに，
国内競合企業との競争の激化が，キリンビールのシェアの低下をもたらしていた．グローバル
なレベルで見れば，2004年には，当時世界 2位であったベルギーのビール会社であるインター
ブリューと，5位のブラジルのビール会社のアンベブが合併し，インベブが発足している（日
経ビジネス，2008/3/3）．キリングループが「酒類単独で競争しようにも，グローバル企業とは
規模の面で大きな差異がついていた」(KIRIN REPORT, 2018: 40)のである．
このような事業環境の急激な変化に直面したキリングループでは，「“環境”を自分たちで変

えていく攻めの姿勢が必要」(KV2015: 6)であるとの認識から，2006年に，今後 10年の長期経
営構想である「キリン・グループ・ビジョン 2015 (KV2015)」を策定・公表している．

KV2015は，「10年先を見据えた飛躍的な成長シナリオ」(KV2015: 6)を描いた計画である．
10年後の 2015年の時点で，キリングループが目指す姿として，成長の実現，KIRINブランド
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の価値の向上，信頼される企業グループ，そしてグループの基本姿勢 3C5 に基づいて「一人一
人が能力を遺憾なく発揮し，競争優位の原動力となっている」(KV2015: 8)ことを掲げている．
キリングループが成長を実現するためには，国内酒類事業の再成長による基盤事業の強化が必
要であり，それによって綜合飲料グループ戦略の推進，国際化の推進及び健康・機能性食品事
業の構築といった 3つの成長シナリオがサポートされることが必要である．
これらの基盤事業の強化と飛躍的な成長を実現する上で，グループ経営体制の構築も不可欠

の要因とされた．「成長戦略の推進に適した」（キリンホールディングス・ニュースリリース
2006/5/11）組織構造として，純粋持株会社制が位置付けられた．純粋持株会社制におけるホー
ルディングスの役割は，KV2015によれば，「グループ全体最適な投資判断，新規事業の発掘と
育成，事業間のシナジー機会の発見と連携の促進を図る」(p. 19)ことにおかれている．他方，
事業会社の役割は「権限・責任を明確にし，市場に密着した経営による意思決定のスピード
アップと独自性を生かし，柔軟な資源配分と投資による一層の自律成長を目指す」(p. 19)こと
にある．
純粋持株会社制への移行の背景には，従来のキリンビールを中心とする事業持株会社制で

は，必ずしも大胆な資源配分ができなかったこともある（日経情報ストラテジー，2008）．純
粋持株会社制を採用することで，ホールディングスの傘下に，全ての事業会社を並列に位置付
けることで，機動的に権限の移譲を行い，成長分野に対して大胆な投資を行うことが可能と
なった（6月 14日インタビューより）．実際に，純粋持株会社制を採用した 2007年以降，国内
では協和発酵工業株式会社を買収し（日経ビジネス，2007/10/29: 14），国外ではフィリピンの
サンミゲル社のビール事業会社であるサンミゲルビール株式会社の株式を取得（キリンホール
ディングス・ニュースリリース 2009/2/20）したり，オーストラリアの Lion Nathan社の未保有
分の株式を全株取得し完全子会社化（キリンホールディングス・ニュースリリース 2009/8/6）
を行ったりと，グローバルなレベルでも積極的な事業展開が行われている．
他方，純粋持株会社制の導入に対するグループ内での批判や，導入に伴う問題も見られた（6

月 14日インタビューより）．当初は，純粋持株会社制の導入が，屋上屋を重ねることになると
の批判が社内でも見られた．また，ホールディングスができた当初は，キリンビールやキリン
ビバレッジの本社がそれぞれ別の場所に所在していたために，共通機能がグループ内で重複す
るというコストも発生した．

4.2 キリングループにおけるホールディングスと事業会社との垂直的な関係
キリングループにおけるホールディングスと事業会社との役割区分は明確である．これは，

取締役などの人的側面についても同様である．キリングループでは，キリンホールディングス
社の取締役は事業会社の取締役を兼務していない（6月 14日インタビューより）．
しかしながら，このことは，ホールディングスが，事業会社が直面する環境の状況などを十

分に理解できなくしてしまう可能性も内包している．このために，キリングループでは，ホー
ルディングスと事業会社との間で，積極的な人的交流が行われている．ホールディングスは事
業会社からの出向者で構成されている．出向者は，ホールディングスに数年間ほど在籍した後
に，事業会社に戻っていく（6月 14日インタビューより）．これは，ホールディングスに「事
業感覚を持たせることと人員を固定しないことが狙い」（日経ビジネス，2008/3/3: 44）である
とされている．
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また，キリングループでは，「グループ全体の戦略と各事業会社の戦略の整合性」（横田・妹
尾，2010a: 129）を確保するための仕組みが存在している．キリングループでは，戦略マネジ
メント・システムとして，Balanced scorecardを中心とした KISMAPが導入されている6．各事
業会社の戦略策定は，前年の 6月くらいから開始される．ホールディングスは，EVA，売上高
また利益7 といった定量的な目標（6月 14日インタビューより）や「『顧客関係力の強化』と
いったグループ共通の戦略課題の設定」（横田・妹尾，2010a: 129）を行い，事業会社への提示
を行う．事業会社の戦略マップは，ホールディングスが提示した戦略の骨子に基づいていて
策定される（6月 14日インタビューより）．ただし，事業会社レベルの戦略マップの策定にあ
たっては，事業会社の裁量は大きいことが特徴的である（横田・妹尾，2010a）．
これらの戦略の骨子が事業会社の戦略に確実に組み込まれるうえで，中間持株会社であるキ

リン株式会社の経営企画部に所属する各事業会社の担当者の役割は大きい．経営企画部に所属
する各事業会社の担当者は，主に当該事業会社からの出向者である．この事業担当者が，各事
業会社の経営戦略会議などの会議体に，オブザーバー的な性格で出席する（6月 14日インタ
ビューより）．彼らは，会議の席上，事業会社が採用する施策がグループ全体またはキリン株
式会社の立場からグループ最適なものであるかに常に注意を払っている．経営企画部の事業担
当者は，ホールディングスから事業会社への受け渡し課題を明確化し，各事業会社の戦略にそ
れらの課題が埋め込まれることを確実にする役割を果たしているのである．事業会社の戦略に
組み込まれたこれらの戦略課題は，定期的なモニタリングの対象とされる．
事業会社の策定した戦略マップの成果指標には，財務的な指標とともに，非財務的な指標が

含まれる．非財務的な指標には，例えば，広告関係の指標，お客様からの支持率，社員のエン
ゲージメントなどがある．次年度の戦略は 12月に実施される最終の取締役会で承認され，1月
からスタートされる．
事業年度が開始されると，モニタリングは四半期に一度の頻度で実施される．モニタリング

の対象は，財務的な指標と同時に，非財務的な指標も含まれる．キリンビール，キリンビバ
レッジまたメルシャンなどの事業会社の場合には，モニタリングに関わる議題が，キリン株式
会社の戦略会議に付議される．キリン株式会社執行役員および取締役の前で，各事業会社の社
長と企画部長が説明を行う．当初の目標の達成が見込めない場合には，期央（6月くらい）に
修正目標の設定を行う．これは，現状では年初の目標の達成が見込めない場合に，それに対す
る対応策を打つことによって，どのような結果になるのかを明らかにするためのものである．
来年度の事業計画の策定を見据え，今年度の着地点がどのあたりであるのかを明確にする意味
を有している．
これらのモニタリングの結果は，各事業会社の社長の業績評価と結びついている．ただし，

最終的な評価は，修正目標ではなく，あくまで年初の目標数値に基づいて行われる．事業会社
の社長の評価の場合，一般的には，財務的な評価が 6割，非財務的な指標が 4割をしめる．た
だし，機能会社のケースでは，財務的な評価が 4割になることもある．
また，キリングループにおいて特徴的であるのは，ホールディングスと事業会社間の資金的

なつながりである．キリングループでは，事業会社が獲得した純利益の全ての部分が，配当
金という形でホールディングスに集められる．ホールディングスは，集めた資金をグループ企
業に再配分する機能を有しているのである（日経ビジネス，2008/3/3）．この理由としては，次
の 2点があげられている．第 1に，「グループの資金を一括管理したほうが効率的である」た
めである．第 2に，「事業会社の利害を超えたグループ全体の成長を考えた投資を優先するた
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め」（日経ビジネス，2008/3/3: 35）である．各事業会社は外部から資金の調達を行う権限は有
していないために（7月 12日インタビューより），事業会社は必要な資金をホールディングス
から獲得することが必要とされるのである．

4.3 キリングループにおける事業会社間の水平的な関係
キリングループにおいて，事業会社間の水平的な関係に影響を及ぼす要因の一つとして，事

務所のレイアウトがある（6月 14日インタビューより）．純粋持株会社制に移行したことで，
法的に別会社となった事業会社間には「垣根」が存在する．また，もともと上場企業同士で
ある事業子会社間には，さらに大きな垣根が存在している．これらの垣根をなくすことを目
的の一つとして，グループ会社の中野本社への移転および機能統合が実施された．中野本社
では，各事業会社のマーケティング機能，営業機能さらに企画機能が同じフロアーに配置さ
れている．「グループ企業同士を物理的に横串で貫き，シナジー効果を狙う」（日経ビジネス，
2013/6/24）ことが目的である．これによって，常にお互いの動きがわかり，調整を行うことも
可能となることで，事業会社間の垣根がなくなった（6月 14日インタビューより）．
また，事業会社間の水平的な関係に影響を及ぼす要因として，事業会社横断的な人の異動が

ある．この背後には，「2009年キリングループ事業方針について」によれば，「採用・評価・研
修などを通じたグループ共通の価値観であるKIRIN WAYの浸透・定着」(2009: 10)に向けた取
り組みがある．グループ内で人的な異動が行われた場合でも，給与は原籍の給与体系に基づい
ている．このため，原籍の異なる複数の社員が同じ仕事を担当した場合にも，給与が異なると
いう現象が起きる可能性もある．この問題は，キリングループの今後の課題の一つであると
されている．
さらに，事業会社横断的な会議の存在も重要である．事業会社横断的に，マーケティングや

営業に関わる会議がもたれる．これらの会議は，各事業会社のマーケティングや営業での成功
談また失敗談が共有される場でもある．例えば，グローバルなマーケティング会議の場におい
て，イギリス，アメリカさらにオーストラリアでのクラフトビール事業の知識や経験が，近年
クラフトビールがブームとなっている日本に取り入れられ，参考にされることもある．
これらに加え，事業会社間の水平的な関係に大きく寄与しているのは，iMUSEブランドの事

業会社横断的な展開であろう．これについては節を改めて説明する．

4.4 iMUSEブランドの事業会社横断的な展開
2016年 4月に，中間持株会社であるキリン株式会社内に，事業創造部が設立された．事業創

造部のミッションは，「キリングループの既存の枠にとらわれない，健康を中心とした社会課
題解決のための事業の開発と実行」（6月 14日インタビューより）を行うことにある．事業創
造部の設立以前にも，経営企画部の中に，イニシャティブという形で，健康領域に関する事業
の可能性を探るプロジェクトがすでに存在していた．しかしながら，キリングループとして，
「会社の方向性を強く示す意図もあって，（事業創造部が）独立部門として確立された」（7月
12日インタビューより．ただし，カッコ内は筆者）のである．この背後には，ホールディング
スの代表取締役社長である磯崎氏の思いもある．磯崎氏は，過去に，事業開発部で事業開発を
担当した経験を有している．しかし，その部門が閉鎖されてから 25年，キリングループには
事業開発機能を持った部署が存在しなかった．事業創造部は，将来のキリングループを考えた
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ときに，次の芽を持った事業を作るべきであるという磯崎氏の思いから生まれた部署でもある
（7月 12日インタビューより）．
事業創造部は，経営企画部内で既に，健康を中心とした社会問題解決のためのプロジェクト

に関与していた 6名のメンバーに加え，ブランド戦略部に所属していたメンバーを部長に招く
ことで発足した．事業創造部のミッションは，キリングループの将来に向けて，多様な可能性
を探ることにあった．事業創造部の設立当初は，自分たちの強みにこだわらず，様々な可能性
の検討を行っていた．「探索して行くうちに，私たちが持っている免疫領域における研究の強
みを生かそう」（7月 12日インタビューより）ということから，プラズマ乳酸菌に焦点が絞り
込まれた．そして，それ以降は，プラズマ乳酸菌に関わる事業を大きくするために必要な人材
が，事業創造部に集められることとなった．
プラズマ乳酸菌は，キリンビールの基盤研究所で発見された．プラズマ乳酸菌は，「免疫の

司令塔である pDC細胞を活性化する素晴らしい機能を有している」（7月 12日インタビューよ
り）．キリングループでは，すでに健康への取り組みの一環として，「キリン　プラス‐アイ」プ
ロジェクトを立ち上げ，2012年の時点で，プラズマ乳酸菌を使用した商品を市場に提供してい
る．当時，このプロジェクトでは，商品化自体を各事業会社が独立して行なうとともに，商品
のターゲットさらに外観についても各事業会社に一任され，事業会社間で統一されたものは存
在しなかった．たとえば，小岩井乳業が商品化したヨーグルトのターゲットは，比較的上の年
代のお客様であったのに対し，キリンビバレッジが商品化した飲料は，甘さがあり，男子中高
生に人気の高い商品であった（7月 12日インタビューより）．さらに，このプロジェクトでは，
売上はそれぞれの商品単位に事業会社の責任で管理され，一つの事業としてプロジェクト全体
の数字に対して責任を負う部署は存在しなかった．
プラズマ乳酸菌の機能上の優位性にも関わらず，「事業会社がバラバラにやっていてはお客

様へのメッセージが分散して成功しない」（7月 12日インタビューより）のではないか．また，
「お客様は素材の名前だけでは買わない．単に素材が入っているだけではなく，何をしてくれ
てどのような気分を提供するのか，何よりもブランドとしてお客様に愛されるものにしないと
いけない」（7月 12日インタビューより）と事業創造部の部長は考えたのである．キリンは，
免疫領域において，長年研究を積み重ねてきた実績があった．事業創造部は，単にその研究で
発見されたプラズマ乳酸菌という「素材だけで勝負をするよりも，健康に関するブランドを
作っていくことを示したかった」（7月 12日インタビューより）のである．
事業創造部部長は，ターゲットとする顧客層を「乳酸菌についての知識があって実際に消費

行動を起こしやすい 30代から 40代の女性」（7月 12日インタビューより）に絞り込むことに
した．
キリングループ統一のブランドを作るための会議は，2016年 8月に開始された．プラズマプ

ロジェクトと名付けられたこの会議は，事業創造部部長が主催した．当初は，キリンビバレッ
ジの健康領域を担当するマーケッターと小岩井乳業のマーケッターが会議に参加した．最も重
要な，ブランドを創っていくワークショップは，戦略パートナーでもある外部のデザイナーに
リードを任せた．事業創造部は，決して，各事業会社に統一ブランドを強制する権限を有して
いない．そこで，事業創造部は，各事業会社に統一ブランドを有することのメリットを知って
もらい，良いと思ってもらう必要があったのである．このために，「まだ形になっていない初
期コンセプトの段階でキーパーソンを集め，商品のアウトプットを創り出す外部のデザイナー
と共に各事業会社メンバーそれぞれの想いや意見を引き出した上で共通項を導き出す」（7月
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図 3 iMUSE

出典: キリングループ提供資料．

12日インタビューより）プロセスを踏むことが，非常に重要であったのである．
各事業会社のマーケッターは，プラズマプロジェクト会議での議論を踏まえ，各事業会社に

そこで出た論点を持ち帰り，それぞれの事業会社で案を練ったうえで，再度全体会議に持ち寄
り共有し，さらに問題点を議論していった．
この会議を通じて誕生したのが「iMUSE」と名付けられたブランドである．「『iMUSE』は『i

（私）』の中にあるチカラを『MUSE（女神）』が呼び覚まし，いつまでも強く輝いた人生をサ
ポートするキリングループ共同の新ブランド」であるという意味が込められている（キリン
ホールディングス・ニュースリリース，2017/9/1）．
事業創造部と事業会社は共に，iMUSEブランドの成長と育成に責任を有している．しかし，

両者の役割は，明確に区別されている．事業創造部の役割は，iMUSEのコア・コンセプトを考
えることにある．「誰がターゲットか，どういう時に消費してもらいたいのか，どのような機
能ベネフィットや情緒ベネフィット，そして自己実現ベネフィットを感じていただくのか」（7

月 12日インタビューより）といった点である．ブランドの基本設計が，事業創造部で明確化
される．時には，事業会社と議論し調整を行う．このコア・コンセプトに基づいて，具体的な
商品ごとに最適化を行う役割を事業会社が担っているのである．30代から 40代の女性をター
ゲットとした場合に，ヨーグルトや飲料の味覚はどうするのか，これらは各事業会社が決定す
る．グループ横断のブランドとしての iMUSEブランド，およびプラズマ乳酸菌といった素材
に関わる PRは，事業創造部が主導で行う．iMUSEブランドを冠した商品は共通のコア・コン
セプトに基づいており，商品の顔となるデザインもマスターブランドの考え方に沿って統一し
ている（7月 12日インタビューより）．これらの点は，事業創造部の行う PR上も，イメージ
が分散することがないため，非常に効果的である．もちろん，この点は消費者の認知の点から
も有効であろう．他方で，事業会社ごとの商品の店頭での販促活動は，各事業会社の責任で行
われる．
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iMUSEブランド全体に関する売上責任は，事業創造部が負っている．ただし，事業創造部
の立てる iMUSEブランド全体の売上目標金額は，単純に各事業会社の売上目標の合計額とは
なっていない．事業創造部部長は，この点について，「事業会社の数値のサムアップが事業創
造部の目指すところだと言ったら，我々は他力本願となり何もコミットしていないことにな
る．事業会社がやってくれないから売上がいかないという言い訳は本末転倒」（7月 12日イン
タビューより）であると述べている．事業創造部は，iMUSEブランド拡大のためにどの外部
企業と組むのかを決め，その企業における商品化をサポートする8．事業創造部は，「プラズマ
乳酸菌のお客様にとっての価値をどこまで高めることができるか」（7月 12日インタビューよ
り）にコミットしているのである．事業創造部部長は，プロジェクトが成功するかどうかは，
責任が明確に規定されていること，そしてその活動にそれぞれの部署がコミットすることが重
要であることを指摘している．
各事業会社は，それぞれの会社の売上目標に責任を有している．iMUSEブランドを冠した

商品についても，その売上目標を達成するうえで必要とされる商品開発や販売施策について，
事業会社が起案を行う．もちろん，これについては，「何が iMUSEにとってふさわしく，何が
iMUSEにとってふさわしくないか」（7月 12日インタビューより）という観点に基づいて，厳
しく議論され，プロジェクトの全体会議で共有する．これによって，各商品へのアクションに
ついて，グループ内で情報が共有されることとなる．事業会社間での情報共有を通じて，異な
る商品間で一緒に販売促進活動を行うなど，効率的なマーケティングが可能となるのである．
事業創造部部長によれば，iMUSEという統一ブランドを立ち上げ，共有することで，事業

会社横断的な取り組みが可能とされた．単に使っている素材が一緒というだけでは無理であっ
た．「同じブランドのもと，共通したブランド理念でマーケティングをしないと，簡単にバラ
バラになってしまう．事業会社のマーケッターにも共鳴して参画していただいている．各社そ
れぞれで活動をすると投資もエネルギーも分散し，効率が悪くなります．グループ横断でブラ
ンドを育成するメリットを感じてきている」（7月 12日インタビューより）と述べている．
ただし，これらの活動の背後には，キリングループにおける人的な要因も大きな影響を及ぼ

している．今回のプラズマプロジェクトに関わったマーケッターは，実はキリンビール株式会
社において「氷結」ブランドの発足に関わったマーケティング関係のメンバーでもあった．彼
らは，現在では，グループ内での異動を通じて，各事業会社に散らばっていたのであるが，今
回の iMUSEブランドの立ち上げにあたり，そのメンバーが再結集し，それぞれの事業会社の
立場から関わったのである．過去の仕事を通じて築いたお互いの信頼関係も，このプロジェク
トの鍵の一つ（7月 12日インタビューより）であるとされている．

5. 事例の検討

本節では，キリングループの事例を，グループ・レベルでの全体最適化と事業会社レベルで
の部分最適化の整合性のマネジメントの観点から検討を行う．キリングループでは，事業持株
会社制から純粋持株会社制へ移行することで，「本業のしばり」（下谷，2009: 144）から脱し
たグループ全体最適な投資を行うこと，また本業にとらわれない柔軟な事業の展開を行うこ
とが目的とされた．また，事業会社間の連携を促進することも，ホールディングスの役割の
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一つに掲げられている．同時に，事業会社レベルでは，自律的な事業経営が志向されている
(KV2015)．グループ・レベルでの全体最適化と事業会社レベルでの部分最適化の整合性の問題
は，純粋持株会社制をグループ価値向上目的で利用するうえで，非常に重要な課題である．こ
こでは，キリングループによる取り組みを，ホールディングスと事業会社の垂直的な関係に基
づくもの，また事業会社間の横断的な関係に基づくものに分けて考察しよう．
全体最適と部分最適の整合性のマネジメントに関わるホールディングスと事業会社の垂直

的な関係に基づく取り組みとしては，次の諸点を指摘できる．第 1に，キリングループでは，
ホールディングスと事業会社との間で，取締役の兼任が行われていない．このことは，ホール
ディングスと事業会社との役割分担をより明確なものとする．ホールディングスと事業会社
は，それぞれのレベルで最適な意思決定を行うことが可能である．しかしながら，このこと
は，ホールディングスと事業会社間での「情報の共有化による戦略的意思決定・監督と執行の
場を共有する『場』の重要性を意識した仕組み」（浅田，2006: 33）作りが機能しない可能性が
ある．キリングループでは，ホールディングスと事業会社間で活発な人事交流を行うことで，
この点を補っている．
第 2に，キリングループでは，事業会社が獲得した利益の全てが，配当金としてホールディ

ングスに集約される．浅田他 (2012: 116)によれば，事業会社からホールディングスへの配当
政策およびそれに伴う資金の内部留保先は，「企業の置かれた環境および中核事業会社に資金
的な自律性をどの程度与えるべきか」によって異なる．キリングループでは，事業会社の資金
面での自律性が大きく制約されている．全体最適な観点から投資を実行できる体制が整えられ
ていると解釈できる．この点では，「本社主導で資金の戦略的な再配分」（浅田他，2012: 115）
を行うことが強く意識されているといえよう．
第 3に，キリングループでは，グループ全体最適の視点から構築された戦略が事業会社レベ

ルでの戦略に確実に組み込まれるために，MCSsの一環としての KISMAPが利用されていた．
このプロセスにおいても，各事業会社から中間持株会社であるキリン株式会社に出向し，経営
企画部に所属している事業会社担当者が大きな役割を果たしている．さらに，事業会社の策定
した戦略マップの成果指標は四半期に一度の頻度でモニタリングされ，最終的には事業会社社
長の業績測定・評価とも結びついている点も重要である．
次に，キリングループにおける，事業会社横断的な連携を促進する取り組みについて検討し

よう．法的に独立で，かつ高い自律性を有する事業会社間には，高い障壁が形成される．これ
は，事業会社間の連携を阻害し，さらには事業会社による部分最適な意思決定を促進する．キ
リングループでは，純粋持株会社制の採用にあたって，この点が強く認識されていた．キリン
グループでは，グループ本社の中野への移転と，中野本社におけるオフィスの物理的なレイア
ウトの工夫を通じて，異なる事業会社の同一機能部門の人材が「場」の共有を行うことを可能
とした．これによって，異なる事業会社間での連携や協調を促進することが目的であった．事
業会社横断的な人材の異動も事業会社横断的な連携を促進する仕組み一つである．この背後に
は，採用，研修および人事評価の過程で，グループ共通の価値観としてのKIRIN WAYが浸透・
定着するような取り組みがなされていることも重要である．
さらに，キリングループでは，事業会社間の連携にあたって，iMUSEブランド自体，またそ

れを生み出したプラズマプロジェクトが重要な役割を果たしている．ここでは，「キリン　プ
ラス‐アイ」プロジェクトとの比較で，プラズマプロジェクトの特徴を明らかにしよう．
両プロジェクトは，キリングループおける健康領域に関する事業の可能性を探るプロジェク
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トである点で共通点を有している．また，事業の取りまとめのための組織が存在している点，
さらにプラズマ乳酸菌を使用した個々の商品の商品化を行う責任および当該商品に対する売上
に対する責任を事業会社が負っている点でも共通点が見られる．
しかしながら，両プロジェクトには大きな違いも見られる．第 1に，プラズマプロジェクト

は，事業創造部長によって，事業会社横断的な統一ブランドを創ることを意図して開始された
プロジェクトである．ただし，事業創造部は，各事業会社に統一ブランドの利用を強制する権
限はない．このため，ブランドのコンセプトを創る段階から，事業会社を巻き込むことで，統
一ブランドの利用を彼らに納得してもらう必要があった．一連の会議を通じた議論によって，
ブランドの基本設計に関するアイデアが事業創造部のみならず，事業会社間にも共有された．
第 2に，「キリン　プラス‐アイ」プロジェクトでは，プロジェクト全体の売上に責任を有する
部署が存在しないのに対して，プラズマプロジェクトでは，事業創造部が iMUSEブランド全
体の売上目標に対して責任を有している．第 3に，両プロジェクトでは，事業会社の自律的な
活動の範囲が異なる．「キリン　プラス‐アイ」プロジェクトでは，プラズマ乳酸菌を使用する
こと以外の要件，すなわち商品のターゲットやその外観も含めて全てが事業会社の自律的な活
動に委ねられていた．このため，素材を除いては，事業会社間で統一されたものはなかった．
顧客の側からも，事業会社間の行動に一貫性が認められず，「メッセージが分散して」（7月 12

日インタビューより）いる可能性があった．これに対して，プラズマプロジェクトでは，事業
会社は，iMUSEのコア・コンセプトに基づいて，商品ごとの最適化を行う役割を担っている．
このため，商品の外観にも統一性が取れている．このことは，事業創造部が iMUSEブランド
やその素材であるプラズマ乳酸菌に関わるプロモーションを行うさいに非常に効果的であっ
た．各事業会社は，iMUSEブランドを冠した個々の商品についての売上責任を有するため，売
上目標を達成するために必要な商品開発や販売施策についての起案を行う．事業会社が行う起
案は，プロジェクトの全体会議の場で，iMUSEブランドのコンセプトとの一致が厳しく問われ
る．この会議は，各商品に対する事業会社のアクションに関する情報をグループ内で共有する
ためにも有用であった．このことが，事業会社間で，異なる商品間での販売促進活動を一緒に
行うなどの効率的なマーケティングを可能としている．
プラズマプロジェクトでは，中間持株会社の主導で，iMUSEという統一的なブランド・コ

ンセプトが確立されるプロセス，またブランド・コンセプト自体が，事業会社横断的な統合の
ために重要な役割を果たしている．プラズマプロジェクトでは，ホールディングスまたは中間
持株会社が，単に旗を振るだけでなく，事業に責任を負うことによって，またホールディング
スと事業会社間での権限や責任の配分を明確化することで，事業会社横断的な連携が促進され
ている．さらに，キリングループで特徴的であったのは，ホールディングスが主導して行った
iMUSEブランドの構築とその運用にあたって，そこに関与した人々の間には，過去にキリン
ビール株式会社において「氷結」ブランドの発足に関わったマーケティング関係のメンバーで
あったという非公式的なネットワークが重要な役割を担っていた点である9．
キリングループの事例から，グループレベルでの全体最適と事業会社レベルでの部分最適

との間の整合性を取るために，多様なマネジメントの方法が組み合わされて利用されているこ
とが明らかになるとともに，その基礎に非公式的な従業員間のネットワークがあることも明ら
かにされた．
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6. 研究のまとめと今後の課題

1997年に解禁された純粋持株会社制は，その後の法制度の整備・改正を受け，グループ経営
のための選択肢の一つとなった．しかしながら，社外への分社化を伴う純粋持株会社制では，
同一企業内部での分権化の仕組みである事業部制やカンパニー制の場合と比較して，全体最適
と部分最適間の問題がより一層顕著になる．
純粋持株会社制を継続的に利用することで，グループ価値を向上させるには，グループ・レ

ベルでの全体最適な意思決定が促進されること，事業会社による自律的な事業戦略の策定と実
行を通じた環境への迅速かつ的確な対応を行うこと，さらに自律的な事業会社がもたらす部分
最適化の問題への適切な対処が不可欠な要因である．本稿の目的は，純粋持株会社制を採用す
る企業グループにおいて，グループ・レベルでの全体最適と事業会社レベルでの部分最適との
間にどのように整合性が維持されるのかについて明らかにすることであった．
上記の点を明らかにする目的で，本研究では，キリングループを対象としたインタビュー調

査を実施した．インタビュー調査から，キリングループでは，グループレベルでの全体最適と
事業会社レベルでの部分最適との間の整合性を取るために，多様なマネジメントの方法が組み
合わされて利用されていることが明らかにされた．第 1に，キリングループでは，ホールディ
ングスと事業会社間での役割分担が，人的側面も含め明確に行われることで，ホールディング
スのレベルと事業会社レベルでの最適な決定が促進されている．第 2に，事業会社の獲得した
利益が全額配当金としてホールディングスに集約されることで，グループ全体最適な投資決定
が行われる．第 3に，グループ・レベルの戦略と事業会社の戦略とのリンク，さらにはその実
行を確実にするための MCSsの設計がなされている．第 4に，キリングループでは，ホール
ディングスによって，事業会社間の連携を促進する多様な取り組みがなされている．これらの
取り組みは，事業会社の部分最適な意思決定を抑制する．特に，iMUSEブランドの構築と利用
は，ホールディングスまたは中間持株会社が積極的に関与すること，自律的な事業会社をブラ
ンド構築の初期の段階から巻き込むこと，さらに従業員間の非公式的なネットワークがそれら
をサポートすることで，事業会社横断的な連携を促進している事例であった．
本研究は，キリングループという単一の企業グループへのインタビュー調査に基づいたもの

である．ここで得られた結果が，一般的に妥当するものであるかどうかを検証するために，業
種や直面する環境の状況が異なる他の企業グループへのさらなるインタビュー調査が必要とさ
れる．また，純粋持株会社制を利用している企業グループを対象に，質問票調査を行うことも
今後の課題である．
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たします．

注

1 園田 (2005: 128)によれば，純粋持株会社制採用の理由は，「企業グループ全体を一つの有機
的な組織と見て，企業グループ全体としての業績または価値の向上」にあるとされている．

2 この一例として，2003年に純粋持株会社制に移行した富士電機を上げることができる．富
士電機の場合，純粋持株会社制へ移行することで，「『業界最強の専業』の有機的集合体を
目指し，各事業会社が得意分野への積極投資により事業を拡大・成長させてきました．こ
れにより，損益責任が明確化し，また，戦略展開のスピードも向上したことで，個別では
競争力の向上という成果に結びつけることができました」と，そのベネフィットが報告さ
れている．しかしながら，同時に，「事業会社間での人的交流の停滞や横の連携の不足など
により十分なシナジーを創出できないという課題や，マーケットが変貌を遂げるなかでグ
ループ全体が迅速にその変化に対応できないという課題が，急速な市況悪化を受け浮き彫
りとなってきました」（アニュアルレポート，2009: 11）と，そのコストも報告されている．
富士電機では，2011年には純粋持株会社制が廃止され，事業持株会社制に移行している．

3 同様の指摘は，例えば，塘他 (2011)においてもなされている．
4 キリンホールディングスへの聞き取り調査は，2回にわたり実施した．平成 30 年 6月 14

日には，キリンホールディングス株式会社グループ経営戦略担当兼キリン株式会社経営企
画部主査の方にご協力を賜り，1時間 5分の聞き取り調査を実施した．さらに，7月 12日
には，6月 14日調査でご協力を賜った方に加え，キリン株式会社事業創造部部長兼キリン
ホールディングス株式会社グループ経営戦略担当の方にご協力を賜り，1時間の聞き取り
調査を実施した．2回とも，キリンホールディングスの本社でインタビューを実施した．

5 3Cとは，Challenge（挑戦），Commitment（達成責任）および Collaboration（協働）の 3つで
ある．

6 これについての詳しい記述は，横田・妹尾 (2010a, b)を参照のこと．
7 IFASの導入に伴い，事業利益と呼ばれている．
8 キリングループは，カルビー株式会社とのパートナーシップによって，同社の主力商品で
あるポテトチップスにプラズマ乳酸菌を配当した商品を発売している（キリンホールディ
ングス，ニュースリリース，2017/9/1）．

9 この点は，サントリーグループのケースとも類似している．サントリーグループにおいて
も，ホールディングスの主導で事業会社間の知識の移転を促進するメカニズムを構築して
いるが，それをサポートしている一つの要因が，旧サントリー出身者であるという非公式
的な人的ネットワークであった．
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気候変動に伴う企業グループの環境管理会計の展望
岡　照二

＜論壇要旨＞
現在，企業を取り巻く地球環境は大きく変化している．現代企業は，地球温暖化に伴う気候変動，水，

生物多様性など従来の管理会計では対象としてこなかった社会的コストまで把握する必要がある．また企
業グループ・マネジメントにおいて全体最適と部分最適の間で整合性を保った経営を行う必要があるが，
上記の課題を抱える現代企業においても同じだろうか．
本稿では，持続可能な社会を実現するために，企業グループ・マネジメントにおいて，これまでの全体

最適の範囲を地球全体へと拡張する必要があり，持続可能な経営に資する環境管理会計手法として，フル
コスト会計および自然資本会計に注目した．そこで，日本の環境会計および環境管理会計，日本企業の環
境活動の現状と課題を明らかにし，企業グループの環境経営・環境会計については質問票調査を実施した．
また，自然資本会計については事例研究を行ない，気候変動に伴う企業グループの環境管理会計の新たな
展開について検討した．

＜キーワード＞
環境管理会計，企業グループ，気候変動，フルコスト会計，自然資本会計

The Prospect of Environmental Management Accounting for
Enterprise Group by Climate Change

Shoji Oka
Abstract

Currently, the global environment surrounding companies is changing dramatically. Companies need to grasp the
social costs that have not been covered by conventional management accounting such as climate change, water, bio-
diversity associated with global warming. Moreover, though it is necessary to maintain consistency between overall
optimality and partial optimality in group management, can this situation continue in modern companies with the
challenges mentioned above as well?

In order to realize a sustainable society, it is necessary to expand the range of overall optimality so far in group
management to the global. Thus, as a tool for environmental management accounting that contributes to sustainable
management, we focus on full cost accounting and natural capital accounting. To clarify the current situation and prob-
lems of environmental accounting, environmental management accounting, and environmental activities in Japanese
companies, we sent a questionnaire on environmental management and environmental accounting of enterprise group.
We also conducted case studies on natural capital accounting and discussion of new developments in the enterprise
group’s environmental management accounting under climate change.
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1. はじめに－問題提起と研究目的－

本稿は，日本管理会計学会 2018年度年次全国大会統一論題報告「企業グループの管理会計」
における著者の報告内容をまとめたものである．
現在，企業を取り巻く地球環境は大きく変化している．2018年においても，7月の記録的猛

暑，西日本を中心とした平成 30年 7月豪雨，台風 21号による暴風被害など，これまで経験し
たことがない気候変動に伴う大きな災害が発生している．2018年 7月 23日，気象庁の緊急会
見において，「命の危険がある暑さ．一つの災害と認識している．」とした上で，「長期的にみ
ると地球温暖化の影響が表れてきている」という説明がなされた．また，世界経済フォーラ
ム (WEF)が毎年発表している『グローバルリスク報告書 2018年版』において，グローバルリ
スクの上位 5位以内に，大量破壊兵器と同様に，異常気象，自然災害，気候変動の緩和や適
応への失敗が，影響の大きさ，発生の可能性ともにランクインされている1．さらには地球シ
ステムにおけるフレームワークの中心的概念である「プラネタリー・バウンダリー（planetary

boundaries：地球の限界）」を提唱したストックホルム・レジリエンス・センターのロックスト
ローム教授らの新著によれば，人新世における持続可能な開発のための新しいパラダイムへの
移行について，「貧困と飢餓の根絶から経済成長まで，世界の開発目標を達成するためには，プ
ラネタリー・バウンダリーの範囲内での豊かさの追求が必要である．それは，回復力が高く安
定した地球システムが安全かつ公正に機能する空間の範囲内で，世界が発展することである．
こうして経済が自然資本や社会資本を犠牲にして発展するという現在の開発パラダイムは変更
され，ときに相反する要素とされる社会，経済，環境の三つの柱が並列するモデルから脱却し
ていく．「経済は地球が安全に機能する空間内で発展し，社会に貢献する」という世界的な論理
へ移行していく必要がある．」と主張されている（ロックストローム・クルム，2018: 166–167）．
以上より，企業は気候変動など地球環境問題を無視して経済活動を行うことは到底できな

い．言い換えれば，現代企業は社会，経済，環境という 3つの利益（トリプル・ボトムライン）
を同時実現する持続可能な経営を行う必要がある．大阪市立大学山上達人名誉教授によれば，
現代企業とは，個別的側面と社会的側面という二つの側面をもつ組織体である，と定義づけさ
れている．前者は，「個（ミクロ）」としての企業の本来の目的である維持・発展（成長）とそ
の原動力である収益（利益）の獲得を目的とするのであるが，他方，企業は，「全体（社会）の
なかのひとつ」として，マクロと何らかの関係をもっている．そして，このような現代企業の
二側面は，対立しながらも融合しあうという「二律背反的な矛盾の統一体」として現象してい
る（山上，2005: 3）．持続可能な社会を実現するためには，現代企業は自己の利益のみならず
社会全体の利益を考慮した経済活動を行わなければならない．
また本稿では，現代企業として，個別企業のみならず企業グループを対象とする．企業グ

ループ・マネジメントの最も大きな課題とは，全体最適（グループ経営の視点）と部分最適
（単一企業または特定セグメントの視点）の間で整合性を保った経営を行うことである2．企業
グループ内でとられる最適化の範囲は，①個別企業の最適化，②連結セグメントの最適化，③
企業グループ全体の最適化の 3つである（園田，2017: 6）．そこで，現代企業における企業グ
ループ・マネジメントの環境経営・環境会計において，部分最適化から全体最適化へとシフト
しているかどうかについて，岡 (2017)による質問票調査の結果を用いて分析を行った．
次に現在，日本企業における環境会計導入企業数は横ばいもしくは減少しているが，環境会
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図 1 環境会計の導入企業数割合の推移

出典：環境省 (2018)を用いて筆者作成．

計の現状について紹介する．そもそも環境会計構築の視座として，「ミクロとマクロのバラン
ス関係（社会的公正性＝環境公平性）を考慮した」，換言すれば，「マクロ（社会）との関係を
ふまえたミクロ（個別）の立場」での枠組みの構築にある．環境会計の構築にとって残された
最も重要な問題は，社会的観点をどのようにして個別組織体（私的・企業）に導入・接合する
かにある（山上，2005: 4）．環境会計の構築，とくにその測定にあたっては，社会的観点の導
入，具体的には「社会的コスト」の認識が重要である，と指摘されている（山上，2005: 15）．
そこで本稿の研究課題として，「果たして，企業グループの環境管理会計において，全体最適の
範囲はどうなるのだろうか．企業グループを超えた環境・社会・自然まで範囲を拡張する必要
があるのではないだろうか．また，これまでの管理会計で取り扱ってきた「企業コスト」のみ
ならず「社会的コスト」までコストの範囲を拡張する必要はないだろうか．」を設定する．上
記の問題意識に対して，環境会計からフルコスト会計および自然資本会計への展開について，
日本企業の事例研究を用いて検討・考察した．
よって，企業は地球温暖化に伴う気候変動への対応は必須であり，持続可能な社会を実現す

るために，企業グループ・マネジメントにおいてはこれまでの全体最適の範囲を地球全体へと
拡張する必要があり，持続可能な経営に資する環境管理会計手法の今後について展望したい．

2. 日本企業の環境会計／環境管理会計・環境活動の現状と課題

2.1 日本企業の環境会計の現状と課題
まずは，日本企業における環境会計の導入状況について確認したい．環境省が毎年発行して

いる『環境にやさしい企業行動調査』によれば，図 1のとおりである．2016年度は 21.3％の企
業が環境会計を導入しているが，導入企業数割合は 10年間で減少傾向（5.7％ポイント減）に
ある3.
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図 2 環境管理会計に関する学術論文の推移

出典：CiNiiのデータを用いて筆者作成．

そもそも環境会計に関するガイドラインは，環境省が 1999 年に最初に公表した．その後，
改訂が繰り返され，2005年を最後に改訂は行なわれていない．2016年，環境省は環境会計ガ
イドライン改訂に向けて，「環境会計・自然資本会計のあり方に関する課題等調査検討業務」を
KPMGあずさサステナビリティ株式会社に委託し，結果報告書を公表した．その報告書によれ
ば，「現行の環境会計ガイドラインは情報提供者・利用者の双方にとって多くの課題に直面し
ている．一方で，過去 10年間において，自然資本に対する企業活動の影響や依存度（外部コス
ト）を把握・評価する取組（自然資本会計）の重要性が国際的に認識されるようになってきて
いる．自然資本に関する事業リスクや機会は，持続可能な経営や長期的な価値創造における重
要課題となり得る．また，そのため，この領域における情報ニーズが高まっている．」（KPMG

あずさサステナビリティ (2016)要旨）として，調査結果がまとめられている．よって今後，環
境会計導入企業数を増加させるためには，環境会計に取り組むことの意義をより明確化する必
要があり，環境会計の研究領域において，欧州を中心とした自然資本会計の動向について注目
していく必要がある．自然資本会計の導入事例については，第 4章にて詳しく紹介することと
する．

2.2 日本企業の環境管理会計の現状と課題
つぎに，日本企業における環境管理会計の導入状況について確認していきたいが，環境会計

と異なり，環境省などが公表している統計データは存在しない．そこで，環境管理会計に関す
る学術論文数の推移を用いて，環境管理会計の現状と課題について明らかにしたい．2018年 7

月，CiNii4を使用し，検索キーワードとして「環境管理会計」を用いた．また対象期間は 2017

年までとし，その結果，115本がヒットした．その結果は，図 2のとおりである．
図 2から，経済産業省 (2002)発行以降，増加傾向にあるが，近年は減少傾向にある．また

115本の論文それぞれの内容について確認したが，その多くは環境管理会計手法で最も注目さ
れたマテリアルフローコスト会計 (MFCA)に関する論文が圧倒的に多いことがわかった5.
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表 1 気候変動対応についての取り組みについて

出典：『CSR企業総覧』各年度版を用いて筆者作成．

表 2 事業活動による生物多様性への影響について

出典：『CSR企業総覧』各年度版を用いて筆者作成．

2.3 日本企業の環境活動の現状と課題
本章の最後に，日本企業の環境問題に対する取り組みの現状について，東洋経済新報社が毎

年発行している『CSR企業総覧』の統計データを用いて，分析・考察していきたい．
まず，気候変動対応についての取り組みについては，表 1のとおりである．表 1から，2013

年度から 2017年度にかけて，年々，気候変動対応について取り組みを行なっている企業が増
加していることがわかる（5年間で 9.3％増加）．また，これまで気候変動対応についての取り
組みについて無回答だった企業が，大幅に減少している（5年間で 14.2％減少）．つまり，企業
の環境活動において，気候変動対応について無視することができないことがわかる．つぎに，
事業活動による生物多様性への影響については，表 2のとおりである．表 2から，2013年度か
ら 2017年度にかけて，年々，事業活動による生物多様性への影響について把握している企業
が増加しており（5年間で 2.9％増加），また把握していない企業も減少していることがわかる
（5年間で 8.6％減少）．一見，事業活動による生物多様性への影響の重要性について企業が認
識し始めていると思われるが，無回答と回答した企業は 5年間で 9.4％増加しており，気候変
動対応と異なり，企業の生物多様性に対する取り組みは発展途上であることがわかる．
最後に，水問題の認識については，表 3のとおりである．表 3から，水問題が「経営に大き

な影響を与える」と回答した企業は年々増加しており，「今後大きく影響すると予想」とあわせ
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表 3 水問題の認識について

出典：『CSR企業総覧』各年度版を用いて筆者作成．

ると，25％前後の企業が水問題に対する強い認識を持っていることがわかる．しかしながら，
一方，「特にリスクとは考えていない」と答えた企業が 35％前後あり，今後，日本企業が水問
題に対する認識を変える必要がある．
以上，日本企業の環境活動の現状と課題について見てきた．気候変動対応について取り組み

は実施している企業は増えているが，生物多様性や水問題については発展途上であることが把
握できた．気候変動対応については，企業は機関投資家や CDPなど企業外部のステイクホル
ダーから強く要求され，その結果企業価値に少なからず影響を与えるため，実施する企業が増
加したと思われる．一方，生物多様性や水問題に対する取り組みは今後の課題であり，その解
決策として自然資本会計の導入は重要である．
そこで 3章では，企業グループ・マネジメントにおける環境経営・環境会計の実態をより詳

細に明らかにするため，質問票調査を実施した．

3. 企業グループの環境経営・環境会計に関する質問票調査

3.1 質問票調査の概要
日本会計研究学会スタディ・グループ（主査：慶應義塾大学園田智昭教授）「企業グループ・

マネジメントのための管理会計」6 において，企業グループ・マネジメントにおける環境会計
の実態調査を行った．なぜ単体ベースの環境会計から連結ベースの環境会計への移行が思うよ
うに進まないのかを問題提起とし，4つの仮説を立て，質問票調査を実施した．本質問票調査
の詳細な結果については岡 (2018)を参照して頂きたいが，その 4つの仮説のうち，本稿と関連
がある 2つに紹介・考察していきたい．そこで仮説として，①企業グループ・マネジメントの
環境経営・環境会計において，ステイクホルダーの範囲は拡張する，②企業グループ・マネジ
メントの環境経営において，最適化の範囲は拡張する，とした．質問票調査は，東洋経済新報
社が 2013年に発行した『CSR企業総覧 2013』において，「単体ベースで環境会計を実施して
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表 4 環境経営・環境会計におけるステイクホルダー別の重要度（複数回答可）

出典：岡 (2018: 164)を参照し，筆者一部加筆修正．

いる」と回答した企業 242社，「連結ベースで環境会計を実施している」と回答した企業 142

社，合計 384社の環境部署を対象に質問票を郵送した．質問票への回答は 93社（回収率 24.2

％）からあり，有効回答企業は 81社（有効回答率 21.1％）であった．

3.2 環境経営・環境会計におけるステイクホルダー別重要度
仮説①を検証するために，質問票において，貴社の環境経営・環境会計は誰のために実施・

開示しているかどうかについて調査した．ステイクホルダーとして，投資家，顧客，債権者，
取引先，従業員，地域住民，国・地方公共団体，地球環境，その他を列挙し，複数回答可とし
た．環境経営，環境会計それぞれの回答結果は，表 4のとおりである．
表 4を見ればわかるとおり，ステイクホルダーの重要度は環境経営では顧客，環境会計では

投資家を最も重視しているが，上位 3位（顧客，従業員，投資家）に大きな違いはない．この
表で注目すべきは，通常の企業経営においてステイクホルダーとして扱われることがない地球
環境について，環境経営においては重視していることがわかり，ステイクホルダーの範囲が外
部拡張していることが明らかになった．一方，環境経営において地球環境は重要なステイクホ
ルダーとして認識されているが，環境会計において地球環境の重要性はまだまだ認識されてい
ないという現状を把握することができた．

3.3 企業グループの環境経営における最適化の範囲
つぎに，仮説②を検証するために，質問票において，貴グループの環境経営における最適化

の範囲について調査した．最適化の範囲として，個別企業，連結セグメント，企業グループ全
体，サプライチェーン，わが国全体，地球全体を列挙し，複数回答可とした．回答結果は，表 5

のとおりである．
表 5を見ればわかるとおり，企業グループの環境経営において，企業グループ全体を最適化

の対象としている企業が最も多かった．連結ベースの環境会計実施企業においては，単体ベー
スの環境会計実施企業と異なり，サプライチェーンまでを最適化の対象とする企業が 2番目に
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表 5 企業グループの環境経営における最適化の範囲（複数回答可）

出典：岡 (2018: 168).

多いことがわかる．さらには，わか国全体，地球全体まで最適化の範囲として企業もあり，企
業グループの環境経営において，最適化の範囲が拡張していることがわかる．つまり，連結
ベースまで環境会計を実施しているような先進的な現代企業の環境経営においては，企業グ
ループ全体のみならず企業外部の社会的範囲までを最適化の範囲として認識していると言え
る．よって，4章で詳しく述べるが，社会が負担するコストまでを環境コストとするフルコス
ト会計や自然資本会計の導入が今後発展する土壌は日本国内にあると考えられる．

4. 環境管理会計からフルコスト会計／自然資本会計への展開

4.1 環境会計および環境管理会計の意義
環境経営とはそもそも何であろうか．國部 (2012a)では，「企業経営の隅々にまで環境の意識

を浸透させた経営」（國部，2012a: 2）と定義づけしている．また，環境経営とは矛盾を含む概
念であり，企業の目標は営利（利益）の追求であるのに対して，環境への配慮は企業にとって
しばしばコスト増の要因となり，必ずしも利益の追求と両立的ではないからである．そこで，
環境と経営を結びつける方法として環境会計があると指摘している（國部，2012a: 2）．環境省
(2005)によれば，「環境会計とは，企業等が，持続可能な発展を目指して，社会との良好な関
係を保ちつつ，環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的として，事業
活動における環境保全のためのコストとその活動により得られた効果を認識し，可能な限り定
量的（貨幣単位または物量単位）に測定し伝達する仕組み」をいう（環境省，2005: 2）．また
環境管理会計とは，経済産業省 (2002)によれば，「企業は，営利追求組織である以上，経済活
動と隔離された環境マネジメントツールだけでは，持続的な環境保全活動は行なえない．環境
保全と経済活動を結びつける手段が必要である．この手段を提供するのが環境管理会計なので
ある．」と定義づけされている（経済産業省，2002: 2–3）．
そこで，環境管理会計が対象とする環境コストの範囲は，以下の 7つに分類できる（國部，

2012b）．①環境保全コスト，②原材料費・エネルギー費，③廃棄物に配分される加工費，④製
品に配分される加工費，⑤製品使用時に生じるエネルギー費，⑥製品の廃棄・リサイクル時に
生じるコスト，⑦環境負荷としての社会的コスト，である．①から④までは企業内部で生じる
企業コストであり，⑤と⑥は製品の使用・廃棄段階で生じるライフサイクルコストである．⑦
は製品やサービスの利用者とは関係のない第三者が被る損害であり，経済学では外部コストと
呼ばれる．この 3つの分類を図示すれば，図 3のようになる．
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図 3 環境コストの 3層構造

出典：國部 (2012b: 29).

國部 (2012b)によれば，企業がいくら環境に配慮しても，経済活動を行っている以上，何ら
かの環境負荷が生じることは避けられない．そのような環境負荷は，外部不経済としての社会
的コストを生じさせる．企業における環境保全活動の本質は，この外部不経済としての社会的
コストを最大限削減することである．この社会的コストまでを含んだ環境管理会計は，最広義
のライフサイクル・コスティングであるが，「完全なコスト会計」という意味で，フルコスト
会計と呼ばれる（國部，2012b: 31）．
そこで，環境管理会計が今後より発展するためには，企業が支出するコストから社会が負担

するコストまでを環境コストの範囲とすべきであり，社会が負担するコストを測定・伝達して
いく必要がある．そこで，その 1つの解としてフルコスト会計，および，近年注目されている
自然資本会計について，次節以降，見ていくこととする．

4.2 フルコスト会計
フルコスト会計とは，環境管理会計の 1手法として開発され，持続可能性評価モデルとして

も拡張している．Bebbington et al. (2001)によれば，フルコスト会計とは「現行の会計と経済数
値におけるすべての潜在的および実際のコストおよびベネフィットを，環境（そして社会の）
外部性を含む要因と統合して，正しい価格を得ることを可能にするシステム」(Bebbington et al.,

2001: 8)と定義づけされている．また大西 (2011)においては，フルコスト会計とは「企業活動
に関連して発生した外部性を何らかの方法で貨幣換算することによって，企業の経済的情報と
統合するプロセスおよび統合された情報」（大西，2011: 171）と定義されている．

Bebbington et al. (2001)において，持続可能性評価モデルの実施プロセスとして，①コスト対
象（個別プロジェクト，個別の活動，あるいは企業全体）の決定，②分析範囲（外部性の種類）
の定義，③コスト対象のインパクトの物量計算，④インパクトの貨幣換算および財務情報との
連携による正味の収益額の測定である．大西 (2009)によれば，持続可能性評価モデルの特徴と
して，経済的外部性に関わる問題をトリプル・ボトムラインの観点から経済，資源，環境およ
び社会という 4つの側面に分類した上で，それぞれの側面に関連して識別すべきコスト項目の
検討していることである（大西，2009: 21）

53



管理会計学 第 27巻 第 2号

表 6 自然資本会計の導入・算出について

出典：日本経済新聞出版社 (2017: 197)を参照し，筆者一部加筆修正．

フルコスト会計は，2000年以降，欧州を中心に，実際に社会的コストの計算，持続可能性評
価モデルの開発など研究が進んでいたが，近年ではあまり注目されなくなってしまった．その
一つの理由として，やはりブルコスト会計における社会的側面の貨幣評価は容易でない．そこ
で近年，欧州ではフルコスト会計に代わり，自然資本会計が注目され始めている．

4.3 自然資本会計
4.3.1 自然資本会計に関する調査
自然資本とは何であろうか．自然資本に関する定義は数多く存在するが，環境省 (2014)によ

れば，自然環境を国民の生活や企業の経営基盤を支える重要な資本の一つとして自然資本が注
目されており，具体的には森林，土壌，水，大気，生物資源など，自然によって形成される資
本（ストック）であると定義し，自然資本から生み出されるフローを生態系サービスとして捉
えることができるとしている．自然資本の価値を適切に評価・管理していくことが，国民の生
活を安定させ，企業経営の持続可能性を高めることにつながるのである．また会計的側面から
見ると，自然資本に対する企業活動の影響や依存度を把握・評価する自然資本会計は，欧州を
中心に注目されている7．自然資本連合 (NCC)は，2016年 7月，自然資本が企業活動に与える
影響や自然資本への依存度を測定・評価するガイドライン「自然資本プロトコル」を公表して
いる．日本においても，国際統合報告協議会 (IIRC)による国際統合報告フレームワーク〈IR〉
において，企業が価値創造において利用する 6つの資本を挙げ，その中に自然資本が含まれて
おり，日本国内においても注目されている．
そこでまず，日本企業における自然資本会計の導入実態を明らかにするため，日本経済新

聞出版社が毎年実施・公表している「日経環境経営度調査」の回答結果を用いることとする．
2017年に公表された「第 20回環境経営度調査」において，自然資本会計に関して初めて質問
項目に記載されたが，翌年の第 21回調査では質問項目が消滅している．そのため，日本企業
における自然資本会計の実態を知る貴重なデータになっている．質問項目として，「貴社およ
びグループは，サプライチェーン全体で水や大気などの自然資本に与える影響を金額換算する
「自然資本会計」を導入・算出していますか．」（複数回答可）であり，回答結果は表 6のとおり
である．
表 6を見ればわかるとおり，実際に自然資本会計を導入・算出している企業は 10.4％であ

り，現時点では発展途上であることがわかる．しかしながら，今後，導入・算出を検討してい
る企業は 51.8％もあり，環境経営における自然資本会計は注目されていることがわかる．そこ
で，自然資本会計・経営について先進的な取り組みをされている日本企業である東芝グループ
および積水化学グループの事例について，紹介したい8.
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図 4 東芝グループにおける環境会計と自然資本会計の位置づけ

出典：東芝 (2016: 64).

図 5 東芝グループにおける環境影響の統合評価結果

出典：東芝 (2016: 65).

4.3.2 東芝グループにおける自然資本会計
東芝グループにおいて，自然資本会計に関する試みがなされ外部に情報開示がなされたのは

2013年である．2013年から 2016年まで．東芝グループの『環境レポート』において，自然資
本会計に関する取り組みについて記載されており，日本企業の中でも最も先進的な取り組みが
なされていた．
東芝グループでは，現在の環境会計について，環境保全活動に投じた費用を集計し得られた

効果を把握する，「外部不経済の最小化」を計測する取り組みであると考えている．つまり，事
業活動に伴う環境負荷をゼロにすることはできない．そこで，最終的に環境に与えた影響を経
済価値として把握し外部不経済を見える化することは検討し，自然資本会計は「外部不経済の
見える化」として捉えている（図 4参照）．また東芝グループでは，2009年度より，サプライ
チェーンを含むライフサイクル全体の環境影響について LIMEを用いた金額換算結果を毎年公
表している．図 5は，環境影響の統合評価結果であり，(a)自然資本に与えた負の影響と (b)自
然資本に与えた正の影響および (c)自然資本を消費しない活動について金額換算している．(b)

の対象とした費用として，①生物多様性保全活動費用，②自然保護，緑化費用，③環境保全に
かかわる寄付金，支援費用が挙げられている．また (c)の対象とした活動として，①各年度に
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図 6 積水化学グループにおける統合指標「SEKISUI環境サステナブルインデックス」

出典：積水化学 (2018: 28).

運転開始した再生可能エネルギーの発電量（地熱，水力，風力，太陽光），②水の再使用および
再生利用，雨水の活用である．これらは環境負荷の金額換算や実際に支払った金額などが含ま
れているため単純に比較できないが，便宜的に比較することで自然資本への影響を相殺・緩和
する仕組みを検討し，緩和率を利用している．2013年～2015年の 3年間で，57％，90％，93

％と推移している．

4.3.3 積水化学グループにおける自然資本経営
つぎに，積水化学グループにおいて，環境長期ビジョン「SEKISUI環境サステナブルビジョ

ン 2030」が 2013年度に策定された．積水化学グループでは，事業活動が自然資本に依存して
いると認識し，2030年には“地球から授かったもの以上に地球に返していく”ために，「環境
貢献製品の市場拡大と創出」，「環境負荷の低減」，「自然環境の保全」の 3つの活動による貢献
を軸に環境経営を推進している．そこで，積水化学グループの企業活動が環境に与える負荷
（自然資本の利用）と環境への貢献の度合い（自然資本へのリターン）を 1つの指標で表した
「SEKISUI環境サステナブルインデックス」を 2014年度から使用している．2017年度の実績
は 84.1％であった（図 6参照）．算出方法であるが，(1)環境負荷の量，環境に関する活動の成
果を項目ごとに定量把握し，(2)環境への負荷を算出する係数を集積した専門家のデータベー
スを使用し，項目ごとの負荷量（－因子），貢献量（＋因子）を計算，(3)項目ごとの負荷量，
貢献量を合算（＝統合化）する．(2)および (3)の段階では，東芝グループ同様，LIME2を用い
て計算が実施されている．また，インデックスは中期計画における重要実施項目である各種環
境負荷削減，環境に貢献する製品・サービスの拡大，自然環境の保全等の項目による効果をこ
の指標で統合化している．2017年度からは，自然資本へのリターン率については環境経営全
体の進捗を示す KPIとして管理を開始している．

2030年には，自然資本へのリターンを 100％以上とすることで地球上の自然資本の持続的な
利用を実現し，“生物多様性が保全された地球”を目指している．
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5. おわりに－今後の課題と展望－

以上，環境会計および環境管理会計の現状，また環境管理会計の新たな展開として，フルコ
スト会計・自然資本会計について，考察してきた．また，単体ベースの環境管理会計から連結
ベース，企業グループの環境管理会計への移行が急務であることがわかった．例えば，MFCA

では，サプライチェーンへの導入で成果を上げ，2017年には ISO14052として規格化されてお
り，他の環境管理会計手法についても必要性がある．また，企業グループの環境管理会計にお
ける「全体最適」とは，企業グループの環境会計と同様に，企業グループ全体の最適化の範囲
を超えた地球全体の最適化を目指すことである．さらには，欧州を中心に，これまでの環境管
理会計が対象としてきた範囲を超えた，気候変動会計，カーボン会計，ウォーター会計，生物
多様性会計といった研究領域が提唱され9，日本においても今後実施していく必要がある．
最後に今後の展望について述べたいが，企業グループの管理会計において，対象とする範囲

を企業グループのみならず環境・社会・自然まで拡張させる必要がある．また，これまでの管
理会計で対象としてきた「企業コスト」「ライフサイクルコスト」のみならず「社会的コスト」
までコストの計算範囲を拡張させ，社会的コストまでを測定し伝達する会計システムが必要で
ある．今後，日本において環境管理会計研究がさらなる発展を遂げるためには，他の社会科学
分野である環境経済学における環境評価方法や自然科学分野である LCA, LIMEといった手法
を用いて，非財務情報である環境情報を数値化することが必要である．例えば，サステナビリ
ティ・バランスト・スコアカード (SBSC)のような環境管理会計手法を用いて，非財務情報と
財務情報をリンケージさせていくことが必要である．國部 (2016)において，「自然資本や人間
資本や社会・関係資本の多くは，計算可能ではありません．計算可能ではないから，計算しな
いのではなく，計算して何らかの数値を出すことで，計算不可能なものに接近していく．」（國
部，2016: 113）と主張されている．本稿で取り上げたフルコスト会計，自然資本会計はそのひ
とつの解として評価すべきであり，今後さらなる研究を実施する必要がある．これらを用いて
従来の会計システムでは測定されてこなかったものを測定・伝達することは環境，社会，自然
の価値の可視化へとつながり，これからの持続可能な経営において重要である．

「地球規模にまで肥大化した人類が生き残るためには，人間と地球が対等の〈自然契約〉を
結ばなければならない．―人間の自然への寄生的濫用の関係を正当化してきた旧来の社会契約
説を排し，人間と地球の共生関係にもとづく新たな〈自然契約〉の締結を提唱する．」

ミッシェル・セール (1994)『自然契約』
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戦略的研究基盤形成支援事業（平成 26年～30年）により実施された研究成果の一部である．

注

1 WEFによる『グローバルリスク報告書 2018年版』において，発生の可能性が高いグローバ
ルリスク上位 5位として，1位異常気象，2位自然災害，3位サイバー攻撃，4位データの
不正利用または窃盗，5位気候変動の緩和や適応への失敗があげられている．また，影響が
大きいグローバルリスク上位 5位として，1位大量破壊兵器，2位異常気象，3位自然災害，
4位気候変動の緩和や適応への失敗，5位水危機があげられている．

2 部分最適とは，ある企業グループを構成する組織の利益が増加することである．部分最適
と同時に，企業グループ全体の連結利益が減少する状態は，部分最適と全体最適の間でコ
ンフリクトが生じていることを示している．また全体最適とは，ある企業グループを構成
する組織の利益が増加することで，企業グループ全体の連結利益が現在よりも増加する状
態である（園田編，2017: 7）．また詳しくは，園田 (2014)を参照して頂きたい．

3 本調査は，2012年度より全数調査から標本調査に変更になっていることから，ポイント数
値は参考情報である．

4 CiNiiとは，国立情報学研究所が運営する学術論文の学術情報サービスであり，論文検索の
フリーワードに検索キーワードを入力し，検索を行った．https://ci.nii.ac.jp/のとおりである．

5 MFCAについては，中嶌・國部 (2008)，國部・中嶌編 (2018)を参照して頂きたい．
6 日本会計研究学会スタディ・グループ「企業グループ・マネジメントのための管理会計」に
関する研究成果については，園田編 (2017)を参照して頂きたい．

7 欧州における自然資本会計に関する動向は，TRUCOST and TEEB (2013), CIMA (2014), NCC

(2016), CDP (2017)を参照して頂きたい．
8 自然資本会計の導入事例については，岡・中嶌 (2017)を参照して頂きたい．
9 気候変動会計およびカーボン会計は Schaltegger et al. (Eds.) (2015)，ウォーター会計は Christ

and Burritt (2017)，生物多様性会計は Jones (Eds.) (2014)を参照して頂きたい．
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グローバル企業におけるグループ企業マネジメント
―日系グローバル企業の事例から―

宮元万菜美
＜論壇要旨＞
グループ企業のマネジメントの形態や組織デザインは，ビジネスモデルに依存するところが大きい．ま

た，顧客の分布やサプライチェーンが国や国際的な地域をまたがるとマネジメントは複雑化する傾向にあ
る．ある企業がM&Aによってグループ経営を拡大していく場合には，明確な役割分担の体系と共通のマ
ネジメントフォーマットにより「問いかけ，任せる経営」を行うことが必要となる．また，これと結果の
評価は直結していることが望ましく，外国出身の幹部のインクルージョンやトップの直接的コミュニケー
ションも重要な観点となる．本稿では日系企業の事例をもとに，どのような海外子会社のマネジメント形
態があり，どのようなことに注意を払いながらマネジメントしていくことが望ましいと言えそうなのかを
考察する．
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グループ企業経営，組織デザイン，ビジネスモデル，M&A，マトリクス・マネジメント

How Do Global Companies Conduct Group Management?
—A Case of Japanese Companies—

Manami Miyamoto
Abstract

The form of management of group companies and organizational design depends on the business model. When
the distribution of customers and a supply chain crosses country and international regions, management tends to be
complicated.

When a company expands global business by M & A, it is a particularly important to carry out “ask, entrust and
responsible management” with a clear role sharing system with a common management format. It is also desirable that
the system and the evaluation of the result are directly connected as well. In addition, we point the inclusions of foreign
executives and direct communications with the top management are also important points of view. In this paper, we
study what kind of things we should pay attention to when conducting a global management throughout the cases of
the Japanese global companies.
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1. はじめに

ICTの進展がビジネスをめぐる地理的・時間的な障壁を低くしたこと，国内の少子高齢化と
いう長期展望が日本企業にとって少なからず市場縮小に直結すると見越されること，GAFA1

など ICTプラットフォームを基盤とした海外の有力企業が世界規模のビジネスを成功させつつ
あることの影響が無視できなくなってきていることなど，企業がグローバルな視野をもって経
営に取り組まざるを得なくなってきた理由は少なくない．本稿の目的は，主にM&Aによる成
長と海外事業の拡大を目指す日系企業の，グループ企業経営のあり方について一定の示唆を得
ようとすることである．

1980年代ごろまでの日本企業はMade in Japanのモノ作りを全面に押し立てて，製造業を中
心に成功を収めてきたと言われている．このころ，日本企業が様々な形で海外への進出や事業
拡大を目指すことは「国際化」と呼ばれていたが，今日の海外事業はこれとは異なる様相を示
しながら，マネジメントが複雑化していると言われている．
「グローバル企業 (Globally Integrate Enterprise)」という言葉は，IBMの CEOであった Samuel

J. Palmisanoが 2006年に使ったのが最初とされている．そのせいか「国際化」は，やや前時代
的な響きを持ち，「グローバル化」こそが今日的な状況をよく表す用語であるかのような言わ
れ方をすることもあるが，それは必ずしも理論的な定説ではない．それにしてもよく耳にする
グローバル化と国際化の違いとは，たとえば一国の地理的な単位に境目を置き，本国の外側
に経営管理やマーケティングの対象があると見るか，そのような境目を置かず地球的な規模
(Global)で物を見るかの違いだとされ，実務的には，国内における戦略立案や経営の方法とは
何らかの違いがあるのだと暗黙的に理解されていることも多いように思う．だが一方では，入
山 (2017) のように，企業は国境を境にしてビジネス環境の差異にさらされるという風に人々
（企業）が前提するから，あたかもグローバル経営と呼ばれる固有の理論や現象領域が存在す
るかのように思えるのであって，グローバル経営は理論的には国内経営のメカニズムと何ら本
質的には違いがないのだ，という主張もある．
しかし入山 (2017)の言うようにもし「グローバル経営領域の主要現象分野はほぼすべて既存

の経営理論で説明できる」のだとしても，それではなぜ多くの企業が世界的なビジネスを展開
していくことに苦労をしているように見えるのか，なぜ「グローバル経営」というコンセプト
がこんなにも注目されるのだろうか．入山 (2017) のレビューで取り上げられている資源ベー
ス戦略論や取引費用理論等の経営理論は，海外進出をするかしないかという意思決定や，競争
優位性の源泉が結果として何であったかということに対しては一定の説明力を持つ．しかしこ
れらは企業が一旦海外進出した後に，直面する課題をいかにうまく制御したり対処したりしな
がらマネジメントをしていくべきかについてはあまり多くを説明しない．このため，いくら現
象を理屈で説明されても，実務の現場における現実的な問題意識はいつまでも払拭しきれない
という話になるのではないだろうか．
近年は日系企業でも，自社の内製組織だけでグローバルビジネスを展開するのではなく，

M&A による子会社のケイパビリティーを梃子にしてビジネスを大きく成長させようとする
ケースが少なくない．このような場合には国内の子会社管理とは異なり，経営の方法論や文化
的背景に大きな差異がある企業を管理し，グループ全体としてのパフォーマンスを最大化する
観点が必要になる．日本企業の経営史的には，そのような方法でベストプラクティスを示した
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図 1 パターン 1

例があまりないという意味では，誰かのやり方を模倣する戦略は取りにくい．さらに言えば，
挽 (2000)は「当たり前のように長年グループ企業経営を行ってきた（と思われる）欧米企業が
必ずしも優れているとは限らない」とし，「個々の子会社が自立して優良子会社となるだけで
は十分ではない」とも指摘している．ビジネスのグローバル化が不可逆的なトレンドであると
するならば，誰もがグローバル経営やグループ企業経営のあり方を改めて考えるべき局面が来
ているというみかたもできる．
経済学的な視座が背景にあるタイプの経営理論は，個々のオペレーショナルなプロセスに踏

み込んで物事を論じることをあまり得意としないが，管理会計の領域では経営管理の文脈でグ
ループ企業経営あるいは連結経営のあり方が研究され，親会社対子会社という個別のマネジメ
ントからグループ企業全体への議論へと視野角が広がろうとしている（園田編著，2017）．本
稿では，主にM&Aによる成長と海外事業の拡大を目指す日系企業のグループ企業2にはどの
ようなマネジメント形態があり，また，どのようなことに注意を払いながらマネジメントして
いくことが望ましいと言えそうなのかを，いくつかの事例にもとづき考察する．

2. グループ企業マネジメントの視点

一国に閉じないビジネスを展開する企業の伝統的なモデルには，Bartlett and Goshal (1989)が
ある．2000年代に入ってからの P. Ghemawatのトリプル Aやリージョナル経営の 5類型など
も，グローバルにグループを形成する企業の類型としてよく参照される．しかしこれらは，グ
ループの中で各社が役割や責任をどう分担し，どうやって全体のマネジメントをするかという
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図 2 パターン 2

内部的な視点はほとんど持たず，形態的なパターンを示すにとどまっている．本稿ではこれら
の伝統的な類型からいったん離れ，グループ企業のバリューチェーンの違いによりマネジメン
トを考察する．
一つ目は，ある国に親会社があって国や地域ごとに事業会社（子会社）が存在し，その先に

それぞれ顧客が存在する形態である（図 1：パターン 1）．もう一つは事業会社が独立にビジネ
スを行うのではなく，国や地域をまたがりグループ企業全体でバリューチェーンを形成する形
態である（図 2：パターン 2）．両者は今日，ある程度の規模でグローバル規模のパフォーマン
スを実現している企業において現に存在するパターンである．
両者の違いは，企業から見たときの顧客の位置である．パターン 1の場合は，事業会社が担

当するそれぞれの国あるいは地域ごとに顧客が分布しており，バリューチェーンもその範囲に
おさまるため，ビジネスは担当する地理の内側で完結する．子会社の事業計画や経営管理はこ
の地理的な区分けに紐づく形となり，地理的に区分された個別の成果の最大化がグループ企業
全体の成果の最大化に直結する．親会社3の目線で言えば，マネジメントは地理単位ごとの縦
割りとなり，ある意味それで十分だということにもなる．
パターン 2では，国をまたがる複数の事業会社で構成されるバリューチェーンの先に顧客が

存在する．顧客はある一つの国や地域の中にかたまって存在するとは限らず，バリューチェー
ンは国境やエンティティーをまたがって完結する．このような場合には，国境や地理といった
わかりやすい境界による個別の管理以外に，境界をまたがるバリューチェーンを串刺しで見通
すマネジメントが必要になる．
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3. 日系企業の海外子会社のマネジメント事例

前節で示したパターンの事例として，海外ビジネスを積極的に展開しビジネスを拡大してい
る日系企業のグループ企業マネジメントを検討する．ビジネス拡張にあたり，1,000億円以上
の規模のM&Aを何度か行った経験があり，現在極端な経営不振に陥っていない企業を対象と
した．本稿における事例の検討は，公開情報および 2016年 10月から 2017年 3月までに実施
した非構造化インタビューに基づく4．本稿でとりあげるのは，製造業 2社（A社，B社）およ
び，同じ持株会社傘下のグループ企業でありつつも，海外子会社のマネジメント形態が異なる
IT・通信系事業者 2社（C社，D社）の計 4社である5.

3.1 パターン 1の事例
製造業の A社は，建設機械および産業機械の製造販売を主業とするB to B企業である．本社

を日本におき，2018年 3月期の売上高は連結で約 2兆 5000億円6，連結対象となるグループ企
業は約 270社である．キーコンポーネントの製造，生産技術，研究開発は日本中心に置きつつ
も，最終製品の組み立て製造や販売，プロダクトサポートの機能は需要がある場所すなわち，
米州，欧州・CIS，中国といった，地理的な単位で担当範囲を分けた子会社に担わせている．　
海外の製造拠点は，概ね需要が出そうだと想定される 2年ほど前に設置をする．営業やマーケ
ティングに関わる顧客対応や販売代理店管理の機能は現地一任とし，一般社員人事，法務，一
般経理等の業務を現地主導で行わせることで分権化し，海外子会社による現地マネジメントを
推進している．日本からは駐在員を No. 2として配置し，本社とのブリッジを担わせ，現地生
え抜きとのツーヘッド体制をとりながら，定期的な本社経営層との直接的なコミュニケーショ
ンを通して社としての理念や経営方針を理解させているという．
同社は自らを「日本国籍のグローバル企業」と標榜する．「無国籍企業にはならないし，な

れない」というポリシーを持ち，「グローバルにここだけは守り続けたいもの」として，創業
以来受け継がれてきた価値観や心構えおよび行動様式が明文化されている．これを全 15か国
語に翻訳して全世界の社員に配布し，社員には遵守の署名宣誓をさせる．外国籍社員の割合が
約 6割となった現在，このポリシーは単なる「お題目」ではなく，海外子会社におけるコーポ
レートガバナンスや人材育成の基準ともなっている．同社は子会社の経営管理の目的を「海外
ローカル社員による現地マネジメントの強化」であるとし，「現地の権限・責任を強化するた
めに，グローバル共通の価値観と行動様式を共有する仕組みと人材」が必要であると言う．こ
のことからは同社が日本本社の主導する方針を基軸に，オペレーショナル・マネジメントを可
能な限り現地化しようとし，またそれを実現しつつあることがわかる．地域別に区分された海
外の子会社に日本本社の経営意思を強く持ちこむという意味では，伝統的な子会社マネジメン
トの方法を踏襲しつつ，顧客に近いところで最適化されたオペレーションを形成する形を取っ
ている事例である．
このような形態をとる理由には，同社の競争力のコアとなる最先端の技術を安易に他国に流

出させないという意図も相当に含まれているようではある．しかし 2016年からは現地法人に
在籍している外国人幹部社員の中から「グローバルオフィサー」を任命し，同社の幹部として
の意識づけを行いながら経営の現地化を推進させ，次期以降の執行役員に登用する候補の人材
プールとしている．ここには単なる現地乗り込み型の経営とは異なる，将来を見越した戦略的
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図 3 D社のグローバル組織概略図

意図と特徴がある．
パターン 1に該当するもう 1社は，システムインテグレーションおよびネットワークシステ

ムサービスを主業とする B to B企業の D社である．国内のデータ通信事業から端を発した同
社は 2000年代以降，積極的な M&Aと海外への技術展開を通じてグローバルビジネスを拡張
している．2018 年 3月期の決算では約 8,600億円7 を海外セグメントの売上高として計上し，
海外子会社の数は約 30社，グループ全体の従業員数 11万 8,000人のうち約 7割を海外従業員
数としてカウントするにいたった．
同社は国内事業を含む全社の経営統括をするグループ経営企画本部の下にグローバル事業本

部をおき，その下に 6つの海外統括会社（カンパニー）を持つ．海外統括会社は 5つの地域会
社と 1つのプロダクトパッケージを扱うソリューション会社による 6区分である．このうち
SAP専業のプロダクトカンパニーは例外的存在で，海外子会社の経営管理の構造は基本的に
は米州，欧州，APACなどの地域に紐づく．東京にあるグローバル事業本部は，各海外統括会
社を通じて各海外子会社に事業計画の策定指示を行い，各社からの提案値と中期計画を元にグ
ローバル事業全体の計画値をまとめ，グループ経営企画本部に提出する．グローバル事業本部
は海外事業全体に対して責任を負い，海外統括会社は傘下の子会社の事業計画に責任を負うこ
とになる．各統括会社の期中の進捗モニタリングや，役員クラスに対するヒアリングはグロー
バル事業本部の役割である．
役員幹部以外の社員の採用および処遇の運用は子会社に任されている．またM&Aは，基本

的にそれをしたいと考える部門や海外統括会社が実施し，グローバル事業本部は意思決定機関
との間に入って日本での決裁や承認の会議体を回す役割を担う．このようなことから，同社で
はグローバルマネジメントが地域縦割りの構造になっていることと，相当の責任と権限が統括
会社に委譲されていることがわかる．「SIはローカルビジネス．クロスボーダーとかクロスセ
ルといえば聞こえはいいが，そんなことよりも買われた会社の国のビジネスで，各地で業績を
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図 4 C社のグローバル組織概略図

あげてくれという構造」という本社幹部の発言が象徴的である．事業本部では，同社グループ
のビジョンを浸透させる目的でコンファレンスを開催したり，同様のイベントの開催キットを
作って各統括会社等に配ったりして，各国の社員が同社グループの一員であることを感じる機
会を作り，社員のコミットメントやモチベーションを高めて求心力を作り出す取組みに注力し
ている．

3.2 パターン 2の事例
D社と同じ持株会社の傘下にありながら，パターン 2の形態に相当するのが C社である．C

社は，通信回線およびデータセンター，クラウド基盤，アプリケーションサービスなど，通信
インフラに近いレイヤーのサービスを主業としており，社業としては B to B, B to C両方のビジ
ネスがある．2018年度 3月期の海外セグメントの売上高は約 3,300億円8，直接帰属会社と呼
ばれる海外子会社の数は約 30社，さらにその傘下の孫会社まで含めれば合計で約 140社にの
ぼる．海外子会社にはM&Aによるものと，同社が当初から設置していた現地法人という 2種
類の異なる沿革のものがあり，この違いが本社子会社間のマネジメントルートの違いの背景と
なっている．同社の本社経営企画部の中には，M&Aの検討実施およびM&A後の子会社の経
営をモニタリングする専担部門が置かれている．これは先の D社と異なり，「M&Aは企業買
収に関する専門の知見を有する社員が行うべきである」との考え方による．

M&Aによらない子会社の管理はグローバル事業推進部が行うこととなっており，M&A子
会社も含めたグローバル事業全体の経営情報のとりまとめはここで行われる．本社のグローバ
ル経営の機能がグローバル事業推進部と経営企画部に分かれて存在する二重性以外に，同社に
は子会社のビジネス領域によって，親事業部的な位置づけを持つ主管組織が本社側に設定され
ている．主管組織は海外子会社に対する指揮命令権はないが，事業運営や人事に関して強く意
向が働くところにも経営管理の二重性がある．
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同じ持株会社の傘下にありながら，先の D社と異なり同社のマネジメントが複雑な理由の
ひとつは，「基盤サービス」「ネットワークサービス」「アプリケーションサービス」など，会
社をまたがるプロダクト別の管理がマトリクス・マネジメントの形で存在するからである．月
額使用料金が収益の基本となるサブスクリプション型のサービスや，通信ネットワークの一体
提供をビジネスの主軸とする同社には，子会社単位の経営管理（縦のマネジメント）以外に，
国や地域をまたがるプロダクトやプロジェクトマネジメント（横のマネジメント）が必要とな
る．特に，グローバルな通信インフラを必要とするような大型の顧客に対しては，プロジェク
ト単位のマネジメントを導入することで，効率化と競争力強化を図る必要がある．現状の組織
デザインはそれほど洗練されたものではないという意識は持ちつつ，それでもグローバルで一
体的に通信インフラを提供するためには，内部的な管理が複雑になることを多少引き換えにし
てでもサービス群ごとに責任体制を導入し，サービス仕様やオペレーションの標準化で地域差
の解消を図ることには一定の意味があり，二重投資や調整ロスの抑制効果があると彼らは考え
ている．
パターン 2の二例目は，製造業の B社である．嗜好品，医薬品，加工食品などを手掛ける同

社は，もとは国内専業の B to C事業者であったが，1980年代中ごろから海外事業を展開し始
め，数度の大型のM&Aを足掛かりに，現在は 2兆円を超える売上の約半分を海外事業から得
ている．主力製品の海外事業は，東京の本社事業本部の下におかれた中間的親会社であるイン
ターナショナル・ホールディングカンパニー（以下インターナショナル本社）で統合的に実施
され，海外子会社はその下につく形になる．インターナショナル本社は日本国外に置かれ，国
内事業とはマネジメントが完全に分離されている9.

東京の本社事業本部は，海外事業に関する責任と権限をインターナショナル本社に委譲し，
情報を求めることはあっても基本的には方針に口出しはしない．また海外子会社がインターナ
ショナル本社を飛び越して日本の本社に接触することもない．ただし，コーポレート業務（税
務，アカウンティング，法務，IRなど）は事業本部を介さずに，本社のコーポレート部門とイ
ンターナショナルカンパニーが直接やりとりする形となっている（図 5）．一方で，M&Aはす
べての事業分野について，日本本社の経営企画部内で専一に実施される．
同社の経営管理の単位は，同グループ企業の用語で「マーケット」と呼ばれる，原料調達か

ら製造，販売までを通貫した子会社群である．当然，各国で現地の法制度的義務を果たす必要
があるため，子会社単位の財務会計や税務等は存在する．しかし，製販が会社ごとに分離され
ており子会社の社間取引が大きく，最終消費者も物価や購買力が異なる国々に散在している状
況では，会社ごとの業績管理や評価はマネジメントになじまない．このため，日本本社は国や
子会社単位のパフォーマンス管理はせず，目標の設定や評価はバリューチェーンを構成する
「マーケット」ごとに行われる．「基本的には日本本社とインターナショナル本社との間で設定
した目標が全体として達成されればOK」という考え方で，国や地域別に目標を与えることは
せず，期中のモニタリングも「問いかけるが，口は出さないで任せる」という．インターナ
ショナル本社は日本本社から，予算および中期計画の策定から事業遂行まで執行権限を委譲さ
れ10，各「マーケット」の業績の合計について日本本社に対して責任を負う．

R&Dや工場運営（製造），マーケティング等の業務群は「オペレーショナルファンクショ
ン」と呼ばれ，ファイナンス，ヒューマンリソース・マネジメント，法務などは「コーポレー
トファンクション」と呼ばれる．これらのファンクションに属する組織は「マーケット」とは
別に，それぞれ目標が設定され評価が行われる．「コーポレートファンクション」では，イン
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図 5 B社のグローバル組織概略図

ターナル本社は直上組織の事業本部を介さずに，日本本社のコーポレート部門と直接コミュニ
ケーションをとることが少なくない．つまり「マーケット」と関連の深い「ファンクショナル
ライン」の工場部門（製造）やマーケティングとの間や，コーポレートファンクションに係る
業務には，意思疎通や経営管理の面でマトリックス構造が存在する（図 6）．
同社グループではバリューチェーンを軸にして，会社をまたがるプロジェクトが多いこと

から，意思決定や経営管理は複雑化しがちになる．これを解決するために，権限規定や報告
フォーマットは全て共通化され，どの会社も元のやり方やローカルルールは捨て，統一された
「ガイドライン」と呼ばれるマネジメントルールに従って業務遂行することになっている．経
営情報の取得様式や役職による権限の範囲を標準化することで，国や子会社の事情によらず状
況を通貫で把握したり，成果を比較したり，意思決定に必要な情報をピックアップしたりする
ことが容易になるというわけである．この方法を導入するにあたっては，当然のように元のや
り方に慣れた人々からの反発や試行錯誤もあったというが，本社およびインターナル本社が協
調的に当事者への説明にあたることで実現されていったという．「グローバル本社には管理能
力ではなく，パフォーマンスを全社として最大化させるためのアドバイザリー能力が必要であ
る」という発言が，努力の軌跡を示す言葉として象徴的である．
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図 6 意思疎通と目標設定の単位

4. 考察とまとめ

海外に複数の子会社を持つ企業のグループマネジメントの形態は，サプライチェーンと顧客
の分布によるビジネスモデルの違いによるところが大きい．海外子会社のマネジメントを，国
や地域といった拠点別にすることに意味があるのは，子会社のビジネスやサプライチェーンが
地域内でほぼ完結する場合で，拠点ごとに商談を増やして域内の顧客カバレッジを成長させる
ことが有効に働くケースだと考えられる．個別最適の総和がグループの全体最適とほぼ等しく
なるようなケースでは，拠点特有のノウハウがあることや，地域単位で高度化したマーケティ
ングおよび，個別のプロセスの効率化がパフォーマンスに効いてくる．M&Aの主目的が地域
拠点の増強と現地の顧客サービスの強化である場合には特に，意思決定権限も地域に分散して
委譲されている方が，機動的な意思決定ができて都合がいいと考えられるようである．
これとは異なりサプライチェーンが国や地域をまたがる場合や，顧客自身がグローバル・

シームレスに存在したり活動したりしているような場合には，財やサービスを提供する側の企
業も拠点シームレスなマネジメントを行う必要性が出てくる．M&Aの主目的がプロダクトラ
インの増強であるような時は，M&Aで持ちこまれてくるものも含めてリソースコストが膨ら
みがちにもなる．二重投資や調達の非効率性を回避し，世界の顧客に対して均質なサービスや
重畳的なサービスを提供するには，境界を越えて通貫させたサプライチェーン上で業務を標準
化することがシナジーにつながる．このとき，個別に事情が異なる子会社に役割を分担させよ
うとすると，会社間の調整コストが少なからず発生する．バリューチェーンに紐づくプロダク
ト業務と，地域に紐づく業務との間でバランスを取りながら全体最適を見るためには，マトリ
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クス・マネジメントが必要となる．本社のマネジメントは子会社横断的な目線をとりつつ，各
子会社にはグループの全体最適となる結果に対してコミットを求めることに意味が出てくる．
今回の事例調査結果からは，ビジネスの構造が異なれば子会社マネジメントの形態にも違い

が現れることが理解でき，どの形態が優れておりどれに寄せるべきだということは一概には言
えない．調査を通して，実際にうまくいっていると思うかどうかに関わりなく共通して意識さ
れていたことは「組織や経営管理の型」ではなく，成果を最大化するための「責任の所在の置
き方」であり，基本的には計画の策定と実施責任は現地にあるということである．それが「任
せる経営」と評価の直結および，組織のレポートラインのデザインや経営情報のフォーマット
化への意識へとつながっていくのである．各社の「グループ企業経営には，親会社と子会社双
方の密で頻繁なコミュニケーションが必要である」というコンテクストには，経営には機動性
が必要で，そのためには意思疎通はできるだけシンプルにしていくことが必要だという含意も
あり，これには戦略の合意や重要な経営情報の流通には，共通言語となるフォーマットが必要
だという実務的知見が含まれている．事業計画の妥当性の判断やM&Aによるシナジーの創出
について，見積りの精度を高くして結果のブレを小さくするためには，共通言語によって責任
の所在とマネジメントの実態を透明化することが必要だという意味である．
各社に共通するもう一つの点は，いずれの企業でも「本社が本国の奥座敷にあって遠隔監視

するような形は，今日的な子会社マネジメントには馴染まない」と考えられていることであ
る．各社で期中の KPIのモニタリングが少なくとも月次11でデジタル把握されているのと同
時に，組織形態の話とは別に，経営トップによる直接的かつ頻繁なコミュニケーションが担保
されていることに注目したい．このことは，一方向に官僚的で硬直的な意思疎通は，異文化的
な背景を持つ子会社のマネジメントにはなじまないという理解だけでなく，親会社が外国出身
者やM&Aによって得た逸材を積極的に見出し，戦力人材としてインクルージョン配置してい
くことを射程化していることを意味している．事業に参画してきた優秀な人材が不適合を起こ
して流失していくことは，M&Aの意義を半減させ，戦力の空洞化を起こす．本事例は，子会
社と本社との間で距離感を作らない状態を意図的に作りながら，経営に直結するコミュニケー
ションを「早く」「明瞭」にしていくために，どういうルール（方法とルート）を作っていくべ
きかに着目し，手を入れていくことが必要であることを示している．事例からは，子会社の結
果への強いコミットメントと権限委譲は表裏一体と考えつつ，「強固なコントロール」ではな
く「強固なエンゲージメント」を確立していくためのデザインを各社がそれぞれに模索してい
ることが読み取れる．

注

1 オンライン型のプラットフォームを基盤に世界規模でビジネス展開している Google, Apple,

Facebook, Amazonの頭文字を取った 4社の総称
2 本稿では，買収後に子会社の企業価値を最大化して売却益を得ることを当初からの目的と
するようなケースや，設立とほぼ同時に一気にグローバル展開するボーングローバル企業
は考察の対象にしない．

3 本稿では単に「親会社」としているが，本国の本社組織がグローバル経営を統括する場合
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もあれば，グローバルビジネスを統括する役割を専門的に持たせた中間親会社を置く場合
もある．

4 各社内の所掌および組織名称等はインタビュー当時のものである．組織名称については各
社の希望により，原形を著しく損なわない程度に名称を簡略化しているところがある．ま
た本稿では各社比較を行うが，それぞれのマネジメントの巧拙を論じるものではない．

5 同グループは純粋持株会社制をとり，海外事業を行う事業会社を子会社として持株傘下に
持つと同時に，子会社が M&A等で取得した事業会社を孫会社の位置づけで抱える構造と
なっている．本稿は事業会社のマネジメントに焦点をあてるために，持株会社の役割には
深入りしないが，同グループに限らずこのような重層的な構造をとる場合には，子会社が
孫会社をどのように管理し，持株会社はどのように経営に関与していくのかという階層的
課題がある．

6 米国会計基準による．
7 IFRS移行に伴う会計基準統一の影響を勘案した日本基準の実績数値．
8 米国会計基準による．
9 その他の事業でもほぼ同様のマネジメント形態がとられ，海外の子会社は本社各事業本部
の傘下にそれぞれ位置づけられる．

10 ガイドラインによって定められた一定の権限を越えるものは，本社の承認が必要とされる．
11 本国の本社が海外子会社のKPIを月次でマトリクス把握をしているということは，子会社
や現場では，それ以上に細かい頻度と粒度で数値管理をしていることが暗喩されているこ
とには注意したい．
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事例紹介

国の地方局 Aにおける管理会計実践
―人日管理（事務量マネジメント）導入を巡る職員の

主観や認識の観点から―

竹本隆亮
＜論文要旨＞
地方局 Aで実践している管理会計手法を取り入れた「人日管理」と称する事務量マネジメントの導入を

巡っては，職員の主観やモチベーションと密接に繋がっている組織の価値観と職員のワークライフバラン
スに資する取組であることを強調することによって組織内での合意形成を図っている．「人日管理」の導
入により，標準を意識した事務改善活動の成果の積み上げが職員の認識を高めており，また，組織戦略を
1枚のペーパーに描くことにより，職員との意識合わせと職員の方向付けが容易となっている．組織内で
管理会計が職員の主観や意識に働きかけてそれらの変革を醸成し，それらを推進力に管理会計の徹底がな
されている．

＜キーワード＞
事務量マネジメント，組織の価値観，ワークライフバランス，標準を意識した事務改善活動，組織戦略

Practice of Managerial Accounting Method at Local
Branch Offices A

—from the perspective of officer’s view and understanding
over Person-day Management ‘Workload Management’—

Ryusuke Takemoto
Abstract

In regard to the introduction of Workload Management, also called “Person-day Management,” which learned from
Managerial Accounting Method, the efforts have been made to build the mutual understandings in the organization by
emphasizing that this way of management is beneficial for the improvement of organizational values and the work-life
balance of officers, both closely related to the officer’s subjective view and motivation.

With the introduction of “Person-day Management,” the build-up of the achievements of efficiency improvement
activities, being aware of the standards which have been set, have enhanced the understanding of the officers, and
because the organizational strategy is drawn one paper, each officer has less difficulty understanding the strategy and
therefore officers can work together in the same direction more easily.

In the organization, Managerial Accounting Method have impacted on the officer’s subjective view and understand-
ing and helped them reform by themselves, and with them as the driving force, in turn, Managerial Accounting Method
has been implemented more thoroughly in the organization.

Keywords
workload management, organization values, work-life balance, efficiency improvement activities being aware of the
standards, organizational strategy
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1. 「人日管理」と称する事務量マネジメントの概要について

地方局 Aは，国の執行機関 Xの地方支分局の一つで，その下には数十の事務所が設置され，
約 3,000人の職員が所属している．その予算は，人件費が約 8割を占めている人手が中心の組
織である．
事務運営の基本形の主な特色としては，次の 3点が挙げられる．1点目としては，職員が従

事した事務量については，これを事務区分別に把握し，事後の事務管理に活用するため，各事
務系統の事務をその内容に応じて 200～300項目ほどの事務区分を定め，職員は，従事した事
務に応じて事務区分ごとに，超過勤務も含め，原則として時間単位で事務量を入力している．
2点目は，事務や職場の改善については，提案制度が設けられている．職員がそれぞれの日常
の職務や職場改善を通じて，適正な事務の管理を図ることと，事務の効率化等を図ることが目
的とされ，長い歴史を有している．3点目は，事務所の事務運営に当たっては，管内実情や各
事務所それぞれに抱える課題を踏まえた施策を実施するとともに，PDCAサイクルに基づく効
果的・効率的な事務運営に努めることとされている．
しかしながら，そうした組織にあるマネジメントに関する財産は十分に活用されずにいたの

であった．職員が入力した稼働事務量については，事務運営において事務量自体がそれほど重
視されることなく，行政調査件数や行政調査事績といった事績ばかりが検証され，行政を取り
巻く課題への対応が増していく中で，事務量を分析することなく課題への対応のための事務量
が投下されていた．また，事務の効率化に関する提案については，職員から提出されるもの
の，有効な提案として活用されるものは少なく，ほとんどの提案は廃案として捨てられてい
た．さらに，事務所長等のマネジメントは，大半において PDCAには程遠い，前年踏襲型の，
組織的にデータ分析や実施状況の検証を行うことなく自らの経験則に頼った感覚の運営が繰り
返されていたのである．
そうした中で，その他の事務（事務所内で行われることの多い特定事務以外の事務）に係る

事務量は増加していき，本来，振り向けなければならない特定事務（事務所外で行われること
が多く，かつ，公権力の行使という側面が非常に強い事務）に係る事務量は減少していった．
また，組織運営は低下しており，職員間のコミュニケーションやモチベーションも低下してい
るのではないかという問題意識が高まりつつあった．
そのような状況の中で，組織のマネジメントの強化・高度化を図り，組織に即した管理会計

手法等の運用徹底を図っていくため，「人日管理」と称する事務量マネジメントが導入された
のである．
まず，事務量マネジメントにおいては，事務量の把握が必須であるが，地方局 Aの組織では

事務区分別の事務量（人日）は，事務日誌（稼働事績）により把握されており，計数で可視化
されていた．つまり，職員 1人当たりの稼働日数が年間 200日として，3,000人の職員分であ
る 60万人日，これが，事務区分ごとにどの程度の事務量が投下されているか計数として可視
化できていたのである．
そして，「人日管理」の目的は，「その他の事務を効率化して特定事務を拡充して人材育成を

図って行く」ことであり，その目的の流れの中で，事務量を中心に考えていく事務運営，特に，
「人日」で考えていく事務運営を徹底していくこととしたのである．
この「人日」で PDCAを回すということ，「人日」による「計画」，「実績」，「差異分析」，「修
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図 1

正」という考え方は，一般企業でいうと「活動基準管理 (ABM)」という考え方に相当するもの
である．
「人日」を中心に事務量をどう考えていくか，それを企業に置き換えた場合，どういうふう
に考えられるかという点について，1つは，「ムダ取り」をやっていくことが「ミクロへの展
開」である．「業務処理手順」ということをよく言うが，企業では「業務の標準」に相当するも
ので，「マニュアル」という言い方もあり，これを常に見直してムダを取る．その過程で職員
からの「事務改善提案などを重視」していく．企業の場合には，このような流れがあり，我々
もその流れに基づいて行い，それを徹底させていくこととしたのである．
その一方で，マクロへの展開としての「目標の連鎖」であるが，我々の基本的な流れは，「職

員の意識を向上させ，業務を見直すことによって事務量を捻出し，牽制効果の高い特定事務に
「人日」を投入する」ということである．これは，企業でいう「戦略マップ (BSC)」に相当する
もので，企業においても「目的と手段関係」，仮説に基づく「因果関係」，「定量的な具体性」が
重視される．こういう考え方で企業でも行われており，我々も原理原則は同じことをやってい
るということで，より徹底していくこととしたのである．
以上が，「人日管理」と称する事務量マネジメントの概要である．

2. 組織の価値観とワークライフバランスの強調について

「人日管理」については，トップマネジメントの指揮の下，コアメンバーを中心に徐々に理
解され，活用に向けての取り組みが図られていった．まず，コアメンバーは「人日管理」のイ
メージの共有を図るために，管理会計への理解に努めた．このように，共通の用語や知識など
を活用することは，「人日管理」や管理会計の概念の理解が楽になったのみならず，その後の

75



管理会計学 第 27巻 第 2号

ブレのない動きにもつながっていった．
次に，「人日管理」を効果的に展開していくためには，部内の中立的立場にあり事務系統の

事務運営を担う局主管課に理解者・協力者となってもらわなければならなかった．局主管課に
対して，後述する組織の価値観を訴えることによって，「人日管理」への理解と協力を取り付
けていったのである．この理解と協力が得られた局面に至ったところで，コアメンバーの 1人
は「人日管理」は「いける」と確信したのであった．
それから，「人日管理」の導入を巡る様々な攻防があった．その 1つは，縦割り意識との攻防

であった．「人日管理」は，すべての事務系統でその他の事務を効率化していき，効率化した
事務量を使って事務系統を越えて特定事務へ拡充して行こうという取組である．こうした取組
に対して，事務系統という旧態依然としたセクショナリズムの固執と縄張り意識から，当初は
相当に抵抗が強かったのであった．そこには，事務を効率化して他事務系統の仕事を行えば，
自分の事務系統の定員が削減されてしまうかもしれないといった暗黙の警戒心が強く働いてい
たのであった．縄張り意識のもう 1つの側面は，いわゆる人に仕事を割り当てるやり方を行っ
ていたため，職員感情の中に，自分の仕事はこの範囲であるといったテリトリーが形成されて
いたことに由来する．このような抵抗や壁を打ち破っていったのは，組織の価値観であった．
組織の価値観である「善良な関係者には尊敬される存在たれ，そうでない関係者には恐れら

れる存在たれ」は，個々の職員のモチベーションの醸成に大きく影響していた．その他の事務
の効率化を単に事務効率としてだけ捉えるのであれば，それは人の削減につながると考えられ
てしまい，効率化に向けたモチベーションを上げるのは困難であった．しかし，効率化した事
務量が特定事務へ活用されていき，それが我々の価値観につながっていくのであれば，個々の
職員の心を動かすことができることとなり，そのモチベーションもあがっていくのであった．
そして，これは，どのような事務を担当する職員であっても，奉職以来何度も聞かされてきた
組織の価値観は同じものであり，同じ方向を向いて仕事をしなければならないことに違和感は
なかったのである．「人日管理」の取組は，そうした組織の価値観の下で行われていったので
あった．
もう 1つの攻防は，総論賛成・各論反対の声との攻防であった．他局と同様，地方局 Aに

は，従前から指摘されてきた課題として，実態はそれほど変わらないにもかかわらず，上の意
向に表面だけ従った振りをする状況や，ある年度での重点的な取組は，年度が替わればご破算
になるといった状況が存在していた．そして，「人日管理」には，総論は賛成であるが，現在
の体制を維持しながらゆっくりと変えていけばいい，年度が替われば元に戻るかもしれないと
いった声があった．特に，年齢層の高い幹部においては，今まで自分たちがやってきたことを
変えていくことに極めて強い抵抗があった．このようなことを背景に，総論賛成・各論反対と
いった声があがっていたのであった．しかしながら，これらを打破していったのは，事務改善
による成果の積み上げであり，その強い推進力となったのはワークライフバランスの要請で
あった．そして，事務改善の成果の積み上げの旗振り役となったのは，必要に迫られて，ワー
クライフバランスをすでに実践していた女性職員による知恵と段取りであった．これら女性職
員の活躍は特筆すべきものである．そして，彼女らの取り組みを奇貨として「人日管理」のミ
クロ展開であるムダとりに弾みがついていった．そうした事務改善等の成果とスピード感で，
総論賛成・各論反対の声を封じ込めていったのであった．
このように「人日管理」の取組は，ワークライフバランスを確保できる働き方の実現に資す

るものであった．事務が効率化されれば，職員の負担を減らし，効率化された事務量を超過勤
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務の縮減や年次休暇の取得促進に充てることができる．また，事務処理が「正しく・早く・安
全に・楽に」なれば気持ちよく効率的に仕事ができるようになるのであった．
こうして，「人日管理」の導入を巡っての様々な攻防を打破し，「人日管理」が組織内で合意

形成されていったのは，職員の主観やモチベーションと密接につながっている組織の価値観と
職員のワークライフバランスに資する取組であることを強調していったことにある．
さらに，「人日管理」の取組の過程で意識していたことは，この取組においてはすべてを局

幹部の判断の下で行うのではなく，事務所長，各部門，各職員のそれぞれのレベルで自律的な
判断を求めていったことである．そして，局幹部の号令の下にガンバローではなく，それぞれ
がどの方向に向かうべきかを共有しながら，また，事務量を可視化しながら自律的に判断し，
仕事のやり方を考えていくようになっていった．そして，各レベルでの自律的な判断の根幹に
組織の価値観が存在していたのである．

3. 標準を意識した事務改善活動の成果の積み上げについて

「人日管理」による事務改善活動に当たっては，大きく 3つのパターンでの有効な策を横展
開していった．1つ目は，業務の見える化・情報の共有化を進め，繁閑調整等を頻繁に行う業
務体制の構築である．具体的には，人それぞれに業務を分担しているのではなくて，みんなで
いろいろな業務をやりましょう．ホワイトボードの活用やミーティングの実施によって繁閑調
整をしながら仕事に人を割り振る体制をとりましょうということである．2つ目は，ついでに
できる事務の実施，重複作業の見直し，並行・共同作業の実施による業務全体での合理的な事
務フローの確立である．具体例としては，書類が提出された際の受け渡しのひと手間である．
従来，書類毎に受け渡しし，それぞれの書類毎に整理番号を検索するというムダをやっていた
ことを，同一の関係者の書類を束で受け渡しすることにより，整理番号の検索を複数回から 1

回に短縮しましょうという事務フローの改善活動である．3つ目は，その他の事務の未経験者
や非常勤職員の活用を促進するため，事務処理要領を具体化した作業手順書の作成である．具
体的には，従来の事務処理要領は，若干粗いという問題があり，行間の隙間には職員のノウハ
ウが必要となっていたことから，そのノウハウを共有するため行間に文書化して埋め込み，非
常勤でも未経験者でも使える作業手順書を作ったということである．
地方局 Aでは，そうした事務改善活動を推進したことにより，「人日管理」の導入後 1年ほ

どで，その他の事務の削減事務量としては，定員削減分の日数も含めると約 20,000人日（およ
そ 100名分の事務量に相当）に及ぶ状況であった．
このような事務改善提案等の活用により，どれだけの事務量が効率化できたのかという成功

体験が，また新たな事務改善を生み，更なる効率化が期待できるのであった．そうすることに
よって，「人日管理」の好循環サイクルができあがっていった．こうした事務改善提案等によ
る効率化できる事務量の積算は，標準時間に基づいた運営の推進への期待にもつながるので
ある．
事務改善活動の推進は，その広がりをみせていくにつれ，次のような効果も見られるように

なってきた．まず，改善意識の浸透により，標準的な手順というものが意識されるようになっ
た．作業標準に従って作業すれば，気持ちよく・早く・正確に処理ができるのであるが，作業
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標準に従っていないと，手戻りが発生し，ムリムラムダも発生し，本来しなくてもいい残業が
生じたり，急な年次休暇の取得も不可能になったりするのである．そうした意識の中で，次に
は，快適で気持ちの良い仕事ができる職場環境の醸成が図れ，新人や若手職員に対する教育効
果が図れていった．さらに，仕事を与えられたものとしてではなく自分自身の課題として捉え
ることができるなどモチベーションの向上にもつながっていった．こうした事務改善活動によ
り，日常の事務をコツコツと見直していくことは，行政組織にとっていわば宝の山であった．
このような宝の山は，特に，定員事情が厳しくなればなるほど，また，新たな課題に対する事
務の必要性が高まれば高まるほど重要となっていくのであった．
さらに，「人日管理」の一環として展開している事務改善活動は，BPRに相当する業務改革

を誘発する側面もあった．地方局 Aの属する組織においては，様々な業務改革が検討されてい
るが，そうした業務改革の検討過程の中で，事務改善提案は生かされていたのである．事務改
善活動には様々なレベルのものが内包されており，その結果，事務改善活動を契機に BPRに
発展していくような様々な業務改革も見られることとなったのであった．現場目線の気付きが
BPRにも展開されている．
こうして「人日管理」による事務改善活動は推進していったのであるが，この推進力の源泉

は，各部門，各職員の自律的な判断による取組みであった．各部門，各職員が，現場で行う事務
の中でたとえ小さなことでも考え，それを事務改善提案として提出していくようになり，そし
て，提出された事務改善提案が活用されて事務量へとつながっていったのであった．事務改善
活動は職員それぞれの自律的な取り組みに依存しているところ，各職員の心を動かすのは組織
の価値観であった．これらを全体としてみれば自律的組織観といいうるようなものであった．

4. 意識合わせと方向付けが容易となる 1枚ペーパーに描いた組織戦
略について

「人日管理」については，前述した約 20,000人日の事務量の効率化が可能となるなど事務改
善やムダとりへの取組といったミクロへの展開は進んでいった．しかし，その一方で，マクロ
への展開である目標の連鎖となる組織戦略については，課題が多い状況であった．マクロへの
展開が遅れるということは，効率化によって生み出された，貴重な事務量が漫然と消費されて
いくことを意味する．これは何としても避けなければならない，戦線が崩壊する可能性を秘め
た大問題であった．
まずは，各事務所における PDCAに基づく事務運営について，次の 3点について指摘をし

た．1つ目は，職員に良い仕事をさせるためには，漠然とした「Plan」ではなく，具体的に考え
たうえで，事務所長が職員に最終目標に至る挑戦的なロジックを示すべきである．2つ目は，
各事務所の必須の行政調査や収納関係施策では，事務所長自ら管内事情を把握したうえで，そ
れに応じた「波及効果」，「牽制効果」，「再発防止策」を示すべきである．3つ目は，「体制の整
備」だけでなく，何をやるかが重要であり，事務所内の委員会等に何をさせるのか，若手研修
等にどのような工夫をするのか示すべきである．
そしてさらに，各事務所における PDCAを機能させ，組織戦略を徹底していくため，「プラ
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ンの流れの例」を示し，プランの流れを全体像として 1枚にまとめるよう提言した．そこで
は，各事務所において，捻出した事務量を特定事務にいかに活用するか，特定事務量の効果を
最大限発揮するための波及効果，牽制効果等をどうするかなどについて，目的－手段関係や因
果関係仮説などにより目標を連鎖させ，組織戦略を綿密に組み立て，事務所の運営プランとし
て固めていくことを求めた．
当初，事務所長連は面食らい，反発の声をあげていたが，これは，目標の連鎖がどういうも

のであり，どういうイメージかがわからない故の戸惑いから来る反発であったのである．そこ
で，コアメンバーは，理解の早いグループから何例かを開示することにより，具体例でもって
理解してもらう方策をとった．その上で，理解の早い事務所のプランをモデルとして，他の事
務所に展開していき，全事務所のプランの水準をあげていくことを目指したのであった．
このように，「人日管理」のマクロへの展開である組織戦略は，1枚の「プランの流れの例」

により，戸惑いの中からも新たに展開していった．組織戦略は多すぎると読むのに労力が必要
となり，その結果，誰も読まなくなるのである．しかし，これを 1枚にまとめることが出来れ
ば，現場職員も含め組織全体で，分かりやすい→意識が合わせやすい→職員の方向付け（同じ
方向を向いて努力すること）が容易となる，といった効果が期待できるのであった．そして，
1枚に描いたプランは，「事務所運営全体プラン」と称され，各事務所に徹底されていった．こ
の「事務所運営全体プラン」の策定を通じて，組織戦略が個々の職員の事務と関連付けができ
るようになり，その結果，事務所の事務系統ごとの部門長もその部下職員も，事務所の運営方
針と自らの業務との関連性が明確となっていった．
また，「事務所運営全体プラン」を策定することで，各事務所長が，各事務所の事情や実情

を把握しながらその状況を踏まえて，自律的に判断し，事務所ごとの具体的な戦略を柔軟に考
えるようになった．各事務所長が，他の事務所長と緊密に情報交換を図りながら問題点や対策
を考え，戦略の実現に向けて自主的に判断していくようになった．そして，策定された「事務
所運営全体プラン」に沿って，各部門，各職員それぞれが，連携を図りながら自律的に行動し
ていくようになったのである．各レベルでの自律的な判断や行動は，組織の価値観や組織戦略
でつながっていたのであった．
さらに，定量的な目標の下に，具体性のある有効な組織戦略を考案している事務所に対して

は，弾力的な定員措置も必要ではないかと検討するに至った．こうした定員によるインセン
ティブを図ることは，組織戦略に向けての活性化だけでなく事務量管理の徹底にもつながるの
ではないかと考えたのである．
このように，事務所への定員の配置については厳しく対応し，局においてバッファーを持っ

ておく一方，事務量を効率的・効果的に活用している事務所に対しては，そのバッファーを活
用し追加的に事務量を配分する．これにより，各事務所の事務効率化へのインセンティブも高
めることができるだけでなく，全体としての事務量の効率的・効果的な活用につなげることが
できるのであった．
なお，一般的に，行政組織においては，事務を効率化できたところから屁理屈をつけて定員

をはずすという手段をとることが多い，しかし，これでは努力した人間が損をするという構図
になってしまう．それが故に，誰も協力しなくなるのである．重要であればあるほど，このよ
うなインセンティブによる常識的な人間心理を踏まえた対応が必要とされるのである．
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図 2 Planの全体像（例）

5. 敵は戦艦大和

以上で述べてきたように，「人日管理」の導入及び実践の過程では，各事務所長，各部門レ
ベル，各職員レベルでの自律的・自主的な判断が重視されることとなる．これらの判断を組織
の価値観が束ね，全体として自律的組織観に従った事務運営となっていったと考えられる．そ
して，これらの過程で陰に陽に問題となっていたのが，我々が「戦艦大和」とよぶ機械的組織
観であった．
組織の中では，「我が組織は大組織であり，方向転換も非常に難しく，時間もかかる」と言わ

れており，その際のアナロジーとして「戦艦大和」がよく用いられていた．しかし，その子細
をよく見ると，様々なレベルでの自律的な判断を行うためにはエネルギーが必要となるうえ，
参照すべき基準もはっきりしておらず，不用意に判断をして責任をとらされるのはまっぴらだ
という感覚から，まるで機械の部品となったがごとく，思考を停止し，何となく全体に従って
いたほうがラクだという風潮のあることが見てとれた．
その結果，組織は戦艦大和にように，機械的組織観にもとづく集権的な意思決定と目標設定

が強調され，一律な統制に従うことが求められてきた．下部組織は，上部組織の意思決定に
従っていれば良く，また，中間の幹部もその方がラクでもあった．そして，事務量をそれほど
分析することなく人員を投入し，行政調査事績，収納事績などの結果さえ出していれば評価さ
れていたのであった．そうした機械的組織観による管理の下で，組織は硬直化していったので
あった．
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しかし，変化の激しい環境下で，定員事情も厳しくなっている現在においては，より柔軟性
が求められており，自律的判断にもとづく微調整できる管理の在り方が課題となっている．言
わば，限られた人的資源を「人日管理」という手法を使って，組織が使える事務量がどれだけ
あるか，事務改善等によってどれだけの事務量を効率化して，それをどうやって有効活用して
いくか，適正な申出の実現という組織の目標に向けての施策にどうやって充てていくかが重要
になってきているのである．
地方局 Aでは，「人日管理」により，プロセスを可視化し，検証していくということに，自律

的に機能的に取り組んでいる．「人日管理」はプロセスを重視したマネジメントである．組織
運営上の効果として，特定事務量が確保できるという事務運営上のメリットはもちろんであっ
たが，それ以上に重要であったのは，事務所幹部が，その他の事務において効率化した事務量
をどのような形で特定事務に投入できるかを考えて計画を立て，継続的に状況を観察し，想定
どおりになっていない場合に，その過程のどこで問題があったかを具体的に把握したり，必要
に応じて途中で計画を見直したり，代替策を考えるといった，事務量に途切れがないように，
これを供給サイドからみる視点を持てるようになったことであった．そうした柔軟性のある自
律的判断による取組みは職員にも合意されていったのであった．
このように，地方局 Aにおいては，「人日管理」の実践を通じて，組織内で管理会計が職員

の主観や意識に働きかけてそれらの変革を醸成し，それらを推進力に管理会計の徹底がなされ
ている．そして，その根幹には，「善良な関係者には尊敬される存在たれ，そうでない関係者
には恐れられる存在たれ」という非常に浸透力の強い組織の価値観があるのである．
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中小企業の管理会計を向上させる有力な支援者となる可能性を会計事務所（税理士事務所）は有してい

る．現在，会計事務所が月次決算サービスを中小企業に対して提供することが普及しているものの，多く
は管理会計の立場から首肯できる内容となっていない．月次決算サービスを管理会計的に意味あるものと
するには，何らかフィードバックとフィードフォワードを機能させる必要がある．そして，会計事務所の
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フィードフォワード主体の経営協議とは，顧問先の目指すべき財政状態を会計事務所が独自に持ち，顧問
先が業績の向上に注力できるよう協議を行うことを指す．ITツールの民主化を受けて台頭しつつある BI
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所が中小企業の管理会計を向上させる有力な支援者となるには，分析力を高める必要がある．
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1. はじめに

中小企業の経営者にとって顧問税理士及び会計事務所担当者は経営を相談できる身近な相談
相手となる場合が多い．もちろん，単なる税務申告の代理業者のように見る向きがない訳でも
ない．しかしながら，一般的に中小企業の経営者は不安定な状況の中で経営について相談でき
る相手を求めている．顧問税理士及び会計事務所担当者が中小企業の経営者にとって有用な相
談相手となり易いのは，何より法人及び個人の会計情報を保持しているからである．税務申告
用とは言え会計情報があることは，会社全体そして場合によっては経営者個人や家族までを含
めた財政状態を俯瞰できる．そのような情報を持っている会計事務所（税理士事務所）は，中
小企業の管理会計を向上させる有力な支援者となる可能性を有している．
伝統的・制度的に会計事務所は税務申告用の決算書類を作成することを主たる業務としてい

る．今後も基本的にその点は変わらないと予想される．その一方で，会計事務所間の競争は激
しくなっており，会計ソフト及びクラウド会計の進展も相まって伝統的な税務申告サービスの
みで生き残ることは難しくなってきている．会計事務所業界では付加価値業務という用語が頻
繁に使われており，内容は多岐に亘るものの，伝統的な税務申告サービス以外で何らか付加価
値を提供することが必要との認識が持たれている．そのような中で，本稿は中小企業の管理会
計を支援する会計事務所の付加価値業務として，月次決算サービスの革新を提案する．
月次決算サービスは多くの会計事務所が提供しており，月に 1回，顧問先の企業に基本的に

前月までの実績と趨勢を報告することを指す．会計ソフト等の進化もあり，財務分析した結果
も携えて前月の状況を説明するといったことが行われている．ところが，会計事務所が提供し
ている月次決算サービスの多くは，管理会計の立場から首肯できるような内容となっていな
い．本稿は管理会計の立場から会計事務所が提供している月次決算サービスの問題点を明らか
にした上で，会計事務所の立ち位置や業務実態を踏まえた新たな月次決算サービスの形を提案
する．そして，特に本稿では ITツールの民主化に伴って台頭しているBIツールである Tableau

を用いて，新たな月次決算サービスが有する可能性を示唆する．
なお，紙幅の関係から本稿で提案する新たな月次決算サービスの前半で述べる BS の将

来像と連係する PL と CF の財務モデリングは，要点を示すに止まる1．Excel に代表される
表計算ソフトによる財務モデリングは広く知られる一方で，Tableau の可能性は台頭しつつ
ある状況であるため，本稿では Tableau の紹介に重点を置いた説明を行う．また，本稿で紹
介する Tableau による売上データの分析のワークブックを，Tableau Publicにて公開している
(https://public.tableau.com/views/201808/sheet8?:embed=y&:display count=yes&publish=yes)．合わ
せて参照されたい．

2. 月次決算の理論的位置づけとフィードフォワード

管理会計の論理的統合とされるマネジメント・コントロール・システム（田中，2002）では，
伝統的にフィードバック概念が意図した計画を実現する上で不可欠と考えられてきた (Anthony

and Govindarajan, 2006)．具体的なフィードバックが何を指すかは様々な次元で考えられるもの
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の，月次決算は代表的な仕組みと言って良い．中長期計画と予算，そして組織構造を前提とし
て実施される月次決算は，意図した目標を達成できているか否か，達成できていないとすれば
何故か，どのような対応が必要かといったことを考える機会を提供する．そして，年度予算が
中長期計画を前提とするなら，月次決算は年度予算の達成を通じて中長期計画を実現する一里
塚（マイルストーン）となる（林，2007）．
情報技術の進展も伴って月次決算は伝統的な理解の中で進化してきた．例えば，グローバル

展開している企業でも翌月一営業日に前月の決算が締まったりする．フィードバックの迅速
化が情報技術の進展も相まって進んできたことが伺える．そして，管理会計の実務及び研究
の世界で近年注目されてきたのがフィードフォワードである（丸田，2005）．なかでも具体的
な適用を巡って注目されてきたのは脱予算経営 (Beyond Budgeting) であろう (Hope and Fraser,

2003)．また，脱予算経営が予算を否定するニュアンスが強すぎるとして提唱された予測型経
営もフィードバックだけでなく，フィードフォワードを取り入れている（清水，2013a, 2013b）．
予算管理においてフィードバックが基本的に計画に対する実績を事後的に報告して改善策を検
討することを指す一方，フィードフォワードを組み込むことは事前的に計画に対する実績を予
想して改善策を検討することを指す2．発展的な予算管理ではローリング予測などを用いるこ
とで，計画それ自体の改訂も柔軟に考えることが想定されてきた．
柔軟性を重視し過ぎると利益計画ないし予算の規範性が不明になるものの，硬直的な予算の

運用が弊害を持つことも明らかである．年間の利益目標及び利益計画の規範性を維持しつつ，
環境変化に対応することが月次決算にフィードフォワードを用いる意味だと言える．月次決算
にフィードフォワード（予測情報）を組み込むことで，事前的に計画と予測を突き合わせて目
標達成の精度を高める一方，場合によっては事前的に計画の修正を行うことができる．この
フィードフォワードを取り入れる効果は，会計事務所が提供している月次決算サービスの問題
点を改善する上で不可欠である．

3. 会計事務所が提供する月次決算サービスの問題点と革新の焦点

会計事務所は規模の大小や形態の違いがあるものの，事務所職員一人当たり 15社程度の月
次決算サービスを提供する法人クライアントを担当していることが多い．確定申告のみの法人
や個人のクライアントも別に担当することから，各クライアントの個別事情を精細に把握する
ことは難しい．会計事務所の方針でクライアントを特定の業種業態に絞っていたりする場合も
あるものの，少なくとも個別具体的な状況をリアルタイムに把握することは困難である．

3.1 問題点
管理会計の観点から会計事務所が提供する月次決算サービスの問題点がどこにあるのかと言

えば，2つある．1つ目は月次決算のタイミング，2つ目は月次決算の内容である．
1つ目の月次決算のタイミングは，例えば月が明けて半月（2週間）後ぐらいに月次決算報

告が行われることを指す．迅速なフィードバックとなっていないことが問題である．先述のグ
ローバル展開している企業の例と比較すれば明らかなように，フィードバックは迅速さが生命
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線である．月次決算は単に前月の実績がどうだったかという過去の振り返りではなく，適切な
改善策を立案することに意味がある．前月の状況を時間が経っていないところで総括するから
こそ，今月や翌月以降に有効な改善策や見通しを立てることができる．
月次決算のタイミングが遅くなるのはクライアントの姿勢が影響している部分と，会計事務

所の業務形態が影響している部分がある．前者はクライアントが会計事務所に経理処理を丸投
げする一方で，伝票などを適切に提供しない場合が典型的である．後者はクライアントの担当
数が相当な数になれば，自ずと資料作成に時間がかかるということである．会計ソフトの進展
によって負荷の低減が図られているものの，月次決算サービスの目的や位置づけが少なくとも
管理会計的な意味で正確に理解されていないこともあり，タイミングの問題が存在している．
次に 2つ目の月次決算の内容は，作成される資料が基本的に試算表に止まることを指す．予

実差異がほとんどの場合で検討されない．会計事務所が相手する多くの中小企業クライアント
は精緻な利益計画や予算を作成していない．このことから，必然的に月次決算サービスは前月
の実績をまとめることに終始する．しかも正確性が必ずしも高くない（山本，2018）．その一
方で，会計ソフトの進展から各種経営指標・財務指標を計算することは容易になっている．し
かしながら，正確性が高くない月次決算や，それを元にした経営指標や財務指標の算出にどれ
ほどの意味があるかは疑問である．加えて，経営指標や財務指標の読み方は相応の財務分析な
いしは経営分析の訓練を受けなければ表面的な理解に止まらざるを得ない．そこに担当数の多
さがのしかかってくる．会計情報の質や解釈の土台の脆弱さと業務負荷の重さが相まって，会
計事務所が提供する月次決算サービスは多くの場合，管理会計的に意味を持つものになってい
ないと考えられる．少なくともフィードバックの効果を期待するのであれば，何らか利益目標
や利益計画を持つことが必要である．フィードフォワードに関しても同様だと言える．

3.2 革新の焦点
2つの問題点に共通しているのは，管理会計的な意味で月次決算サービスが捉えられていな

いということである．会計事務所側の事情で言えば，クライアントの担当数が多いことから，
個別に経営そのものに踏み込んで関わることが難しい状況がある．また，クライアント自身の
会計情報に対する姿勢や経営そのものに対する姿勢が影響している．会計事務所が提供する月
次決算サービスは，税理士という名の下で提供されることと税務申告を念頭に置いていること
から，税コストの節減，節税に必要以上に焦点が当たってしまう状況がある．税金は確かに 1

つのコストと言えるが，徒に節税に走ることは業績ないし経営の焦点を誤る．極端な場合，税
負担をゼロにするために本来不必要な経費を上乗せするなど，利益を出さないようにすると
いった行動が採られる．本質的には，この点を転換する必要がある．
月次決算サービスを改善する動きは存在する．代表的な一例は古田土会計の取り組みである

（古田圡，2017;山本，2018）．古田土会計は自ら率先垂範して経営計画及び利益計画の立て方
を 1つのモデルとして提示して実践しており，クライアントに対して模倣することを推奨して
いる．それは何らか利益目標や利益計画をクライアントに立てさせ，月次決算にフィードバッ
クの機能を発揮させる意図がある．管理会計の伝統とも言える計画と統制をセットで装備させ
ることで，フィードバックを有効ならしめようとする姿勢がある．他にも経営計画や利益計画
の立て方，経営分析・財務分析の実践に関しては多くの実務書が著され，会計ソフトやクラウ
ド会計でも経営計画の策定支援機能が付いてきたりしている．
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これらの動きは従来の税務会計を中心とする会計事務所の月次決算サービスの革新に繋がる
取り組みとして評価できる．しかしながら，経営に対する自覚が乏しい経営者に対して経営計
画や利益計画を立てさせるのは，会計事務所に大きな負荷がかかる．あくまで会計事務所はク
ライアントの外部利害関係者であり，クライアントの経営そのものを担う立場ではない．か
つ，多くのクライアントを抱えて集中的に関与できない事情があることも無視できない．結局
のところ経営計画や利益計画の有効性は，クライアントである中小企業自身の自覚にかかって
いる．会計事務所は立ち位置からして，中小企業及び経営者の自覚を促す取り組みをするしか
ないと考えられる．そうだとすると，月次決算の検討を通じて経営者の意識が常に業績の向上
に向かうようにすることが革新の焦点だと言える．

4. フィードフォワード主体の経営協議

会計事務所が提供する月次決算サービスを管理会計的に意味あるものとするには，何らか
フィードバックとフィードフォワードが機能する仕組みとする必要がある．その為の改善方法
は様々考えられるが，1つ目の問題点として挙げたタイミングの問題は会計事務所の業務実態
を考えると解消が難しい．また，2つ目の問題点である月次決算の内容に関しても，正確性を
高めるにも限界があると思われ，ましてや精緻な利益計画や予算の策定も困難な場合が少なく
ないと考えられる．更に，最も解消すべきは経営者の意識を徒な節税から業績の向上へと振り
向けることである．このような制約条件の下でフィードバックとフィードフォワードを機能さ
せる改善方法として，本稿はフィードフォワード主体の経営協議をメインとする月次決算サー
ビスを提案する．
フィードフォワード主体の経営協議とは，前月の総括（フィードバック）よりも当月及び翌

月以降の推移に重点を置いて経営者と会計事務所が共に協議することを指す．会計事務所がク
ライアントの①中期的な BSの将来像を独自に持ち，そこに至る② PLと CFのイメージを KPI

を意識しながら持つことが前提となる．この準備によって，会計事務所の方でフィードフォ
ワード的に月次決算を利用することができるようになる（会計事務所が独自に持つ計画値と実
績の累積〔前年度と当年度〕から予想される予想値の比較）．そして，③毎月の月次決算の協
議では売上の動向に焦点を当てる．経営指導ではなく経営協議というのがポイントである．具
体的な行動計画を会計事務所は策定できない．しかしながら，経営者の意向を踏まえたBSの
将来像を会計事務所が独自に持つことは可能である．その為，会計事務所は BSの将来像から
逆算される KPIの達成を念頭に，協議によって経営者に合理的な行動計画の策定を動機付ける
のである．合理的な行動計画の策定を動機付ける上で売上に焦点を当てて協議を行うことは，
おそらく最も効果的である．また，売上の動向に焦点を当てることは，利益計画を達成する上
で最も重要な要因に焦点を当てることに他ならない．
月次決算サービスをフィードフォワード主体の経営協議の場とすることにより，フィード

バックにはタイミング及び内容面で不足する現状を超克し，未来志向で税よりも業績に焦点を
当てることが期待できる．
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4.1 BSの将来像を持つ意味
会計事務所は経営の当事者ではない．したがって，具体的な経営行動と行動計画を策定する

ことはできない．しかしながら，重要な利害関係者として経営者の意向を踏まえてBSの将来
像を持ち，そこに至る利益計画や財務計画を持つことはできる．BSの将来像から逆算して，
毎月の月次決算を検討するようにすれば，フィードバックとフィードフォワードの両方を機能
させることができる（但し，本稿の議論からすればフィードフォワードに重点を置くことが前
提）．つまり，BSの将来像を会計事務所が持つことは，月次決算サービスが管理会計的に意味
を持つか否かの分岐点である．

BSの将来像は決して難しい内容を指すものではない．むしろ，シンプルな財務的目標を持
つ方が良い．例えば銀行借入の一定程度の解消や現金預金の保持水準を具体的な目標として掲
げることを考える．数年後に会社をどのような形にしたいか，経営者の希望を踏まえて財務的
安全性を意識した目標設定を行い，そこに至る道筋，財務計画を組むことが必要である．

4.2 PLと CFのモデリング・イメージ
BSの将来像，目標とする財政状態を実現するには，言うまでもなく PLと CFの裏付けと積

み上げが必要となる．通常，利益計画や経営計画を作成する際には，具体的な行動計画を詰め
ることになる．ところが，先述の通り会計事務所は行動計画の積み上げとしての経営計画を主
体的に作成できる立場にない．そこで，BSの将来像を念頭に直近の実績から PLと CFの予測
を積み上げることで実現可能性を検討する．ここで大事になってくるのは，シナリオを複数用
意することである．簡単に言えば，好調な場合，現状維持の場合，不調な場合といった大枠 3

つのシナリオの準備を予定する．そして，何より直近の実績（前年度実績）を基礎に，ベース
となる PL予測のシートを作成することが重要となる．

PL予測のシートが出来上がったなら，次に準備すべきは CFの予測となる．CFの予測は，
間接法によって作成するのが便法と考えられる．既に数年後までのBSの将来像があり，そこ
に至る暦年の PL予測があることを前提に CFの予測を行う．CFの予測を行うのは，営業 CF

だけでなく，投資 CF，財務 CFまでの予定を組み込むないし意識するためである．営業 CFの
水準，将来に向けた投資，銀行借入を中心とする安全性の基盤の確認が，CF予測を行う目的
である．

PL予測と CF予測は月次決算での利用を想定して，直近の実績を基礎に月毎に保持する必要
がある．また，会計事務所が作成する資料である以上，当然のこととして納税予測も組み込む
必要がある．更に，PL予測と CF予測はシナリオの変更に合わせて柔軟に修正できるように準
備する必要がある．BSの将来像は相対的に不変的な位置づけになると思われるものの，実現
する水準や時期は実績の推移や予測のストレッチ度によって変わってくる．KPIの水準も変わ
ることになる．したがって，財務モデリングで容易に修正できるようにすることが 1つのポイ
ントである．

4.3 売上に焦点を当てる意味
BSの将来像とそこに至る PLと CFの予測が一通り持てたなら，それを前提に毎月の月次決

算サービスを提供する．ここで大事になってくるのは，売上に焦点を当てた経営者との協議で
ある．財務予測シートを詳細に見せる必要はない．数字を苦手ないし忌避する中小企業の経営
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者は多い．そうではない経営者がいるのも当然であるが，少なくとも数字が苦手な経営者でも
売上の動向が気にならない者はいない．重要なことは財務数値の予測を細かく共有することで
はなく，売上に意識を集中した経営が行われるよう適切に動機付けを行うことである．経営者
の意識を徒な税コストの節減ではなく，業績の向上に振り向ける必要がある．
他方，利益計画の成否は第一に売上の多寡で決まる．言うまでもなく利益は売上と費用の差

額であるため，利益計画の成否は費用や原価のかかり方も大いに関係する．しかしながら，特
に中小企業の場合はキャッシュインフローの起点である売上，そして販売の不確実性への対処
が第一に重要である．また，売上は顧客価値を検討する最大の拠り所でもある．更に言えば，
費用予測はかなりの精度で当たることがある．
繰り返しになるが，会計事務所が売上を維持ないし向上させる直接の責任を担える訳ではな

い．売上の多寡が重要だからと言って，単に経営者を鼓舞することに終始するのでは適切な動
機付けに至らない．むしろ，売上の動向を構造的に認識して，会計事務所が経営者と共に考
え続けることが必要である．経営者が主体的に売上の動向や構造に対する認識を深め，予測
や対策を思い描くようにすることが必要である．売上の動向に焦点を当て構造的に認識する
ことは，生産的な結果を生み出す土壌になる．このことを強力に支援する新たな BIツール，
Tableauが台頭している．

5. Tableauによる売上データの分析

Tableauはローカルに保存された Microsoft Excelブックだけでなく，SAP, Oracleなどのデー
タベース，Dropboxや OneDrive, Googleアナリティクスなどのクラウドサービスに直接アクセ
スし，フィールドとレコードによる構造化データに接続することができる．Tableauでは接続
したデータを上書きしない非破壊編集が行われる．また，接続したファイルを編集したりデー
タを追加した場合，Tableauで更新処理を行えば，元データの変更はTableauに反映される3．本
稿では，Tableau Desktopをセットアップする際にパソコンにインストールされる「サンプル –

スーパーストア」のデータを用いて可視化を行う．サンプル –スーパーストアには，家具や家
電，事務用品を扱い，大企業や小規模事業所，消費者向けに販売しているネット通販事業者の
約 4年分の売上データ 10,000件が含まれる．データの可視化は，本稿が提案しているフィード
フォワード主体の経営協議に具体的に有用と考えられる「任意の二期間の比較分析」，「パレー
ト分析」，「アソシエーション分析」を取り上げる．その上で，Tableauの機能で注目できるダッ
シュボードを紹介する．

Tableauにデータを接続すると，接続したデータに含まれるフィールドが，分析の切り口と
なるディメンションと，指標となるメジャーに振り分けられる．基本的に，文字列と認識され
たフィールドはディメンションに，数値と認識されたフィールドはメジャーに振り分けられる
が，データの属性やディメンションとメジャーの区別は，フィールドごとに手動で設定するこ
ともできる．
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図 1 パラメーターの設定

出典：筆者作成．

5.1 任意の二期間の比較分析
最初に任意の 1ヶ月間の売上を集計し，前年同月など任意の月との比較を行う．この方法

を取り上げるのは，利益計画や予算を持っていない中で多くの場合選択される前年同月比の
分析が，データさえあれば Tableauによって容易に実行できることを示すためである．任意の
二期間であることから，必ずしも前年同月比にこだわる必要はない．様々な時点との比較が
Tableauであれば容易に実行できる．更には予算を作成しているなら，予実分析としても利用
できる．具体的な作成法を次に示す．
まず，基準となる月（基準年月），比較する月（比較年月）を指定するためのパラメーター

を用意する．パラメーター作成画面を開いて，データ型や表示形式，許容値をそれぞれ設定す
る．データ型は，サンプル –スーパーストアのオーダー日が日付すなわちシリアル値の形式で
扱われているため，「日付」を指定する．表示形式には「カスタム」を選択し，「yyyy年 m月」
と入力する．許容値は「範囲」を選択して，[フィールドから指定]から [オーダー日]を指定す
ることで，データに含まれる期間が自動的に指定される．ステップサイズを「1月」とするこ
とで，1ヶ月単位で日付を指定することが可能になる．パラメーターの名前を「基準年月」と
したら [OK]を押す（図 1）．
作成したパラメーターはディメンション，メジャーの下に表れるので，[基準年月]を複製し，

[比較年月]と名称を変更する．[基準年月]と [比較年月]のパラメーターが完成したら，それぞ
れのパラメーターコントロールを表示することで，スライダーにより任意の基準年月と比較年
月を指定できるようになる（図 2）．
続いて，[基準年月の売上] と [比較年月の売上] を抽出する計算フィールドを作成する．

Tableauに搭載されている IF関数を用いて以下のように記述する．
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図 2 パラメーターコントロール

出典：筆者作成．

IF YEAR（[オーダー日]）=YEAR（[基準年月]）AND

MONTH（[オーダー日]）=MONTH（[基準年月]）THEN [売上]

END

この式により，基準年月で指定した日付の年と月に一致するオーダー日の範囲の売上のデー
タを抽出することができる．[比較年月の売上]では，[基準年月]の部分を [比較年月]に書き換
える．そして，これでメジャーの準備が完了したので，[サブカテゴリ]を列に，[基準年月の
売上],[比較年月の売上]を行に指定して，行を二重軸に設定する．さらに，軸の同期を設定し，
[比較年月の売上]の [サイズ]を調整すれば，バーインバーチャートが完成する（図 3）．

5.2 多角的なパレート分析
次にパレート分析を取り上げる．パレート分析を取り上げるのは，売上の構造を理解するた

めである．売上の動向や推移を考える土台として，売上の構造を理解することは重要である．
Tableauを使えばパレート分析を多角的に実施することが容易にできる．
ここでは，基軸としてサブカテゴリ別の売上の状況を先ず把握する．
列にディメンションから [サブカテゴリ]を，行にメジャーから [売上]をドラッグ＆ドロッ

プすると，行に指定した [売上]は [売上（合計）]となり，列に指定した [ディメンション]ご
とに合計が算出される．ここで売上合計のグラフを降順に並べ替える．続いて，再びメジャー
の [売上]を行の [合計（売上）]の右側へドラッグする．そして，追加した行の欄右側の [合計
（売上）]のメニューから [簡易表計算]の [累計]を選択する．続けて，表計算の編集から「セ
カンダリ計算の追加」を選択し，[合計に対する割合]を選択する．最後に，[行]の右側の [合
計（売上）Δ]のメニューで [二重軸]を選択する．グラフの種類を選択し，リファレンスライ
ンの追加と色分けを行ったのが，基軸となるサブカテゴリ別のパレート図（図 4）である．
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図 3 二期間の差を表すバーインバーチャート

出典：筆者作成．

図 4 サブカテゴリ別のパレート図

出典：筆者作成．

次に，サブカテゴリ別のパレート図を複製し，例えばディメンションの一覧から [製品名]を
ドラッグして，行に指定されている [サブカテゴリ]にドロップすると，売上の累計を算出する
単位が [サブカテゴリ]から [製品名]に切り替わり，製品別のパレート図に即座に切り替わる．
同様に，ディメンションの [都道府県]を [列]に指定すると，都道府県別の売上状況を表すパ
レート図を作成できる．つまりディメンションを切り替えることで，即座に分析の切り口を変
えることができる．
更に売上合計と売上累計の構成比が指定されている行の右にメジャーの [利益]をドラッグ
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図 5 サブカテゴリ別の売上と利益の状況

出典：筆者作成．

＆ドロップする．すると，元のグラフと横軸を共有した状態で下の段にサブカテゴリごとの利
益の合計を示すグラフが追加される．サブカテゴリ別の売上と利益の状況を見ると，売上上位
の Aランクに該当し，売上高が相対的に高いテーブルの利益が大きくマイナスになっているこ
とが確認できる（図 5）．同様に瀬品別，都道府県別の売上と利益の状況を確認することも容易
に実行できる．
従来のパレート図，例えば Excelによって同様の分析を行うことを想起すれば，Tableauによ

る可視化が，いかに動的に行えるかは明白である．この違いは圧倒的と言って良い．基軸とす
るパレート図（サンプル –スーパーストアであればサブカテゴリ別）を起点に製品別や地域別
へと展開し，認識を重層化することができる．月次決算の協議の際には，1年間の傾向を土台
に月毎の傾向，前年同月との比較などを探索するだけで，相当なインサイトを得ることができ
るだろう．

5.3 アソシエーション分析
アソシエーション分析は，取引データから頻出するアイテムの組み合わせをもれなく抽出

し，その中から興味深い結果を探し出すことをねらいとする．すなわち，ある購買商品と他の
購買商品との間の相関構造に焦点をあて，クロスセリングの対象を設定するための仮説を見出
すことを目的とする．クロスセリングは関連商品についての販売促進活動を指し，「同時に買
われやすい商品（ショッピング・バスケット）」や，「ある期間中にA商品を購買した人は別の
B商品を購買する」などの消費者の行動特性に注目する（照井・佐藤，2013）．
サンプル –スーパーストアには 3つのカテゴリの下に 17のサブカテゴリ，約 2,000の商品の

売上データが含まれている．ここでは，サブカテゴリ単位で併売されているレコード数を可視
化する．
まず，縦軸と横軸にそれぞれサブカテゴリを指定して，それぞれの売上の件数を突き合わ
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図 6 シートの結合の設定

出典：筆者作成．

せる．Tableauで列と行にディメンションから [サブカテゴリ]を指定すると，行と列が同一の
データとして認識されるため，このままでは意図した結果を得ることができない．そこで，同
一の売上データを独立したデータとして突き合わせる．データソースを指定する画面で，[注
文]シートに [注文]シートを結合する．データソースとして指定されている [注文]シートに，
再度，同じ [注文]シートをドラッグ＆ドロップして，結合の設定を行う．結合の種類は完全外
部とし，「データソース」すなわち元々データソースとして使用していた [注文]シートと新た
に接続した [注文 1]で，同一のものとみなすフィールドと別のものとみなすフィールドを指定
する．それぞれのシートの [顧客]を同一のフィールドとみなし，[サブカテゴリ]を別のものと
見なす設定を行う（図 6）．

Tableauはデータに接続する際，直接元のデータに書き込んだり変更を加えたりしない非破
壊編集を行う．元データを参照し，元データと完全に分離した状態で処理を行うため，このよ
うに同一のデータを外部データとして結合することを容易に実現できる．
結合の設定が完了し，ワークシートの作成画面へ移ると，ディメンションとメジャーの一

覧に結合した 2つのシート，[注文]と [注文 1]のフィールドがそれぞれ表示される．ディメン
ションから [注文]の [サブカテゴリ]を列に，[注文 1]の [サブカテゴリ]を行に指定する．さら
に，メジャーから [レコード数]を [マーク]の [テキスト],[色],[サイズ]に指定し，微調整を行う
と，サブカテゴリ別の併売状況を表すチャートが完成する（図 7）．

Tableauによるアソシエーション分析が強力なのは，図 7にある通り，多品目の併売状況が
一覧的に分かりやすく可視化されることにある．そして，何よりこの分析に限ったことではな
いが，非常にシンプルな手順で目的とする結果を得られる．前述のパレート分析によって注目
すべき・する商品を見定め，続けてアソシエーション分析で併売状況を確認すれば，売上の構
造と動向に対する理解が深まることは想像に難くない．

5.4 ダッシュボード
Tableau には複数のシートを一画面に配置できるダッシュボードと呼ばれる機能がある．

Tableauのダッシュボードの特徴は，複数のシートを表示するだけでなく，任意のシートをフィ
ルターとして機能させることができるという点にある．ダッシュボード上に配置したビューを
フィルターとして使用するオプションを有効にすると，クリックした箇所を基準に，ダッシュ
ボードに配置されたもう一方のビューをドリルダウンすることができる．
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図 7 サブカテゴリ別のアソシエーション分析

出典：筆者作成．

図 8 アソシエーションチャートとパレート図を配置したダッシュボードによる絞り込み

出典：筆者作成．

図 8では，パレート図をフィルターとして使用し，売上高が最大の椅子のカテゴリで絞り込
みを行っている．椅子のカテゴリに絞り込んで，併売されているサブカテゴリの状況を確認す
ることができる．これまでに作成してきたパレート分析やアソシエーション分析のワークシー
トは，ダッシュボードに配置して連動させることにより真価を発揮する．複数のシートを相互
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に関連付けて動的なドリルダウンを行える．月次決算サービスで利用することを念頭に置く
と，入手できるデータに応じてクライアントと会計事務所の間でダッシュボードを予め定めて
おき，探索的に分析を進める使い方が良いだろう．何れにしても，売上高の動向に注目するに
は従来の会計情報のみではあまりに情報が不足している．価格×数量によって一括表現される
売上高の中身を Tableauによって可視化し，会計事務所が経営者と売上を巡って協議すること
は，経営ないし業績を生産的にレビューする月次決算サービスへの転換を促す可能性がある．

6. おわりに

本稿で提案した新たな月次決算サービスは，会計事務所がクライアントの外部 CFOとして
経営に関与するイメージを元にしている．山本 (2018)が示している通り，会計事務所はクライ
アントに対して PDCAサイクルで言えば Pと Cの局面で貢献できる可能性を有している．経
営そのもの，若しくは営業活動を会計事務所が担う訳にはいかない．いわゆる CEOや CMO

といった役回りを担うことはできない．その一方で，少なくとも月次決算サービスの提供を希
望するクライアントは，財務的な観点からの経営に対するアドバイスを希望している．しかし
ながら，クライアントである中小企業の経営者は精緻な財務分析を期待しているのではない．
経営の方向性や留意点がどこにあるのか示唆されることを期待している．これに応えるには，
会計事務所の方で独自にクライアントの BSの将来像とそこに至る PLと CFの財務モデルを
持ち，財務的な KPIを明確にすることが前提として必要である．この準備によって月次決算
サービスをフィードフォワード的に利用できるようになる．その上で，利益計画を達成する起
点となる売上の構造に対する認識を深め，業績の推移を未来志向で一緒に考えて行く．月次決
算サービスの焦点を業績の向上に当て続けることが肝要である．その為に売上に注目するので
ある．売上の構造と動態を考えることは，クライアントの顧客価値がどこにあるかを考えるこ
とに他ならない．売上は常に変動するものであり，考え続けることで経営の練度は上がる．税
金対策のために無駄に経費を使うといった経営的に意味不明な行為を止め，常に経営に意識を
集中させて財務基盤の充実を図らせることが会計事務所に託されている社会的責任である．
他方，本稿で示した方法は，管理会計の理論的基盤といっても過言ではないフィードバック

とフィードフォワードの適用を検討することで考案した．また，ITツールの民主化の流れを
受けて提案したものである．特に本稿で紙幅を割いて紹介した通り，Tableauによるデータの
可視化は数字を嫌う経営者の直感に訴える強力さを備えている4．近年では個人経営の飲食店
でもクラウド型の POSレジを導入している．レシート単位のデータの蓄積は規模の大小を問
わず相当程度，行われている．そして，対応するソフトで簡易な売上分析ができるようになっ
ている．しかしながら，本稿で示した大規模なデータの構造化を伴う本格的でインタラクティ
ブな分析は Tableauのような BIツールに依らなければ実施が困難である．なお，POSレジの
データと会計ソフトウェアの連携は確立しており，確定申告書の作成などは自動化されている
と言って良い．会計事務所が伝統的に主たる業務としてきた確定申告業務が，ほぼ代替される
状況は既に到来している．社会保険や総務的な周辺業務で強みを持つ方向も必要だが，会計事
務所が本来的な強みを強化すべきは会計情報を中心に関連する重要な情報を含めた分析力であ
る．本稿で提示した方法に即して言えば，Excelによる財務モデリングと Tableauによる売上

96



中小企業の管理会計を支援する会計事務所の月次決算サービス

データの分析を行う力を養う必要がある．本稿では要点を示すに止まった財務モデリングにつ
いては，別の機会に詳しく論じることを予定する．

謝辞

本稿は日本管理会計学会 2018年度全国大会の報告内容をまとめたものである．本稿を作成
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注

1 本稿では，BSは貸借対照表，PLは損益計算書，CFはキャッシュフロー計算書の略称とし
て用いる．

2 これは，伊藤 (2014)によればフィードバックを前倒しで行うということである．
3 Tableauによるデータの取り扱い方法の特徴や従来の BIツールとの違いについては小野ほ
か (2017)に詳しい．

4 Janvrin et al.(2014)はインタラクティブなデータの可視化 (Interactive Data Visualization)ツー
ルとして Tableauを取り上げている．
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